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はしがき

発展途上国では､環境政策を進めない限り長期的には国民の厚生水準が低下することが

先進国の経験から明白であっても､短期的には環境政策を進めることが経済成長率を低下

させる公算が高い｡また､先進国に比べて甘い環境基準を保つことは途上国の生産コス ト

を引き下げ輸出主導型の経済成長に有利となるが､先進国との間にコス トの格差を原因と

する経済摩擦を引き起こす可能性を持っ｡ さらに､先進国における高い環境基準が､環境

汚染を引き起こす可能性のある製品の生産を､環境基準の相対的に甘い発展途上国へとシ

フトさせ､この結果として､途上国での環境汚染の進行が加速している｡

環境問題が地球規模に達するに至って､この状況は､発展途上国の内外的政策の選択に

関するジレンマにあるというにとどまらず､先進国にとっても途上国の環境政策は重大な

関心事となった｡しかし､先進国自身がその発展途上段階でこのようなジレンマをほとん

ど経験することなくテイクオフ (成長-の離陸)を達成してきたため､先進国側がこのジ

レンマ打開のための経験を十分に有するとはいえず､このことが､先進国にとって､途上

国が経済成長と環境対策を両立させるための経済協力のあり方を考えるにあたって大きな

障害となっている｡

1978年の改革 ･開放政策以後､中国の経済は目覚しい経済成長を達成した｡郷鎮企業 (磨

村企業)はこの中国の経済成長に大きく関わってきた｡しかし､これと同時に､郷鎮企業

(とりわけ郷鎮工業)による急速な環境の汚染が大きな社会経済問題となったことは周知

のとおりである｡

本研究は､国家環境保護総局および中国の研究者と共同し､環境汚染の内陸部への拡散

状況を､郷鎮工業を対象とする現地調査によって明らかにすることを試みるもので､平成

8-10年度文部省科学研究補助金 (国際学術研究)を受けて進められた｡調査結果に基づ

き､環境汚染の内陸部-の拡散を有効に阻止できる国内経済政策のあり方､および､地域

格差の大きい中国の環境問題の解決に向けて我が国のとるべき有効かつ効率的な協力 ｡援

助のあり方を明らかにすることが本研究の主たる目的をなす｡

平成8年には､第1回中国側訪日調査 (H8.7.21･7.28)､および､第1回日本側訪中調査

仕Ⅰ8.ll.24-12.4)を実施した.郷鎮工業の環境問題に関する研究論文を双方の研究者が報告
を行うことで､郷鎮工業の環境問題に関し､日中の研究者間に､共同で調査 ･研究を進め

るための基本的な合意が形成されることが目指された｡さらに､中国における郷鎮工業に

対する環境政策､およびその実施状況については､国家環境保護局 (当時)における聞き

取り調査､天津市および河北省で現地調査を実施した｡現地調査および論文の交換を通し､

郷鎮工業の設立 ･発展の経緯の中に､すでに環境問題が生じるメカニズムが存在している

ことを明らかにした｡また新たに 1996年8月に公表された中国国務院の 『環境保護に関

する若干の問題に対する決定』により中国における環境政策の基本方針が示され､郷鎮企

業の環境対策としては､規模が小さく環境対策の改善が進む見通しの低い 18類 15小の郷

鎮工業の操業停止を含む政府主導型の政策が進められていることなどの知見が得られた｡

郷鎮企業の業態が予想以上に複雑であり､郷鎮企業における環境の現状と対策に関して

統計的に有意な分析結果を導出することが極めて困難であることが判明した｡これを踏ま

え､1997年度に実施予定のアンケ-ト調査に向けて､調査項目の選定､調査単位の選択な

どの再検討を開始した｡

平成 9年度には､郷鎮工業を対象にしたアンケート調査の実施に当たり､まず､山東省

新泰市で予備調査を実施した｡予備調査の集計結果を参考とし､雲南省西双版納州､昆明

市､江蘇省張家港市において､郷鎮工業アンケ-ト調査を主目的とする第2回訪中調査 (本

調査H9.9.14･9.26)を実施した｡同時に､天津市環境保護局､青島市環境保護局､および､



威海市環境保護局の協力を受け､これらの市においてもアンケート調査を実施した｡

平成 10年度は､予定研究年度の最終年に当たることから､各研究者がそれぞれの研究

を取りまとめる作業を進めた｡研究組織全体としては､訪日調査および訪中調査を実施し､

3年間の研究成果の発表およびその検討を行った｡

第2回訪日調査 (Hl1.1.24-1.29)では､名古屋大学において研究成果検討会 (チ-マ :
『中国における市場経済化の進展と環境問題』)を開催し､郷鎮工業の環境問題の現状と

環境対策の効果に関する分析結果を公表した｡併せて､中国国家環境保護総局政策法規司

長彰近新氏による特別講演を実施した｡さらに､中小企業の廃水処理施設､および関西地

区の環境関連機関の視察を行った｡第3回訪中調査 (班ll.2.23-2.28)では､国家環境保護
総局が主催する検討会において本研究の総括を行い､政策的提言および継続して行われる

べき将来の研究課題について国家環境保護総局関係者および中国側研究者との協議を実施

した｡

本研究は､1)郷鎮工業の環境に関する実態調査とその分析および2)環境政策と郷鎮

工業の環境対策に関する二つの研究分野から構成されており､それぞれの研究の概略は以

下の通りとなっている｡

実態調査とその分析の一環として､二つの実態調査が実施された｡第一は､前述の荒山

および竹歳が中心となり実施した郷鎮工業を対象とするアンケート調査である｡ 予備調査

を含めると優に300社を越える企業からの回答をもとに､主として線形対数分析の統計

手法を用い､郷鎮工業における環境問題の現状､環境対策､環境対策を進めるに当たって

の問題点などを明らかにする試みがなされた｡第二は､静の､国家環境保護局 ･農業部 ･

財政部 ｡国家統計局が共同実施(1996年)した 『全国郷鎮工業汚染源調査資料』に基づく､
郷鎮工業の環境汚染の現状､その産業別の構造､地域分布などについての分析である｡

環境政策と郷鎮工業の環境対策の研究としては､雀が中心となり天津市環境保護局のス

タッフによる天津市の郷鎮企業における環境政策と企業の対応に関する研究がまとめられ

た｡李啓家は､中国における環境立法の現状と展開の方向性についての環境法の観点から

分析を進め､また､李近 順は､持続可能な経済発展の観点から 21世紀に向けての中国の
環境政策についての総括を行った｡吉野は､日本の政府開発援助における対中国の環境o

DAの現状､問題点､今後の方針についての整理を進めた｡

これらの研究成果は､この報告書に学術論文の形でまとめるとともに､より読みやすい

形に整理し可能な限り早い時期に公刊すべく､荒山と辞が中心となり現在準備作業を進め

ている｡

最後となったが､本研究の実施に際して多くの組織 ･機関から協力を賜った｡言うまで

もなく､これらの協力なしにはこの研究を一歩たりとも進めることは不可能であった｡本

報告書にお名前をあげることで感謝の気持ちを表したい｡

研究チームを代表して

名古屋大学経済学部 荒山裕行
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(順不同)
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第 1章 21世紀中国の環境保護1

中国国家環境保護総局 彰 近新

1 中国の経済発展

中国の発展を議論するには､その契機となった 1978年のことに遡及しなければならな

い｡この年から､中国は改革開放方針政策を実行に移 し､経済政策の中心的な位置に置く

ようにと決めた｡その後､中国政府は2000年までに国民総生産 (GNP)を 1980年の4

倍ほどの規模に増加させ､21世紀の中頃までに､基本的な近代化を達成するという中期的

な目標を制定した｡80年代には､農村改革が成功し､都市の改革も進展した｡さらに 90

年代は高度経済成長を持続し､計画経済体制から社会主義市場経済体制への転換､及び粗

放型経済成長方式から集約型成長方式への転換を有利な条件で確立していった｡

中国経済の発展の推移をよりよく理解するため､現在に至るいくつかのデータを紹介す

る｡

78年から97年の間に､中国のGNPは毎年平均 9.8%の成長を示した｡同時期の経済成

長率の世界平均の 3.3%より6.5ポイントも高く世界一の水準を記録した｡この間国内総生

産 (GDP)は 3624億元から7兆 4772億元-と20倍に増えた｡中国はすでに95年の

時点で､計画より5年も早くGNPを 80年の4倍以上にするという目標を実現した｡97

年の中国の主要な農工業の生産量は世界の上位を占めている｡ その中で石炭 (13億 7300

万 トン)と布 (2478億 7900万平方メー トル)は世界第 1位で､発電量 (1兆 1355億 5300

万キロワット/時)と化学肥料の生産量 (2820億 9600万 トン)は第 2位で､石油生産量

(1億 6100万 トン)は第 5位である｡1998年はアジア金融危機の衝撃と長江､松花江流

域の大洪水の影響を受けたが､中国政府は内需拡大の政策を取ってきた｡財政支出の増大

とともに輸出を奨励する措置をとり､国民経済の安定的成長を椎持し続けた｡GDPは 7

兆9748億元に達した｡ 実質値で計算すれば､昨年より7.8%の成長となる｡

中国はすでに全面的対外開放政策を形成 し､経済特区､沿岸開放都市と開放地域､沿国

境開放地域を続々と設立した｡97年までに､中国は 30万 4800件の営業許可を外資系投

資企業に出した｡契約金額は 5211億 ドルにのぼり､実際に投資された外資は2218億 ドル

で､世界第2位､発展途上国の中では第 1位を占めた｡78年には輸出入金額は合計で 206

億 ドルにすぎず､世界全体では第 32位であり､当時の外貨準備は 2億 ドルにも満たなか

った｡97年には輸出入金額は合計で3250億 ドル､世界の第 10位になり､外貨準備も1400

億 ドルに達した｡

経済の発展と同時に都市化も急速に進展した｡都市の数は78年から97年の間に 193か

1本稿は､公開学術シンポジウム 『中国における市場経済化の進展と環境問題』(1999年 1月25日於名

古屋大学)での講演原稿の日本語訳 (『海外事情』1999年 3月号掲載予定)である｡拓殖大学海外事情研

究所の許可を得て再構成させていただいた｡



ら618にまで増加した｡大都市は潮海を囲む地域を中心として､長江三角州と珠江三角州

の隣接都市群を形成した｡総人口に占める都市人口は 12%から 43.8%にまで上昇した｡

都市に居住する住民の金融資産総額は6兆元を超え､20年間で200倍に増加した｡

無論､20年間の経済発展を振り返る時､忘れてはならないことは､中国は未だ発展途上

国であることである｡国民総生産と平均的な国民の生活水準は未だ高くはなく､今でもま

だ 5000万人は貧困状態で生活している｡ 国連開発計画 (UNDP)の ｢1998年版人間開

発報告｣によると､一国の国民の平均余命 ･教育レベル ･実質所得を組み合わせた人間開

発指数に基づき判断すれば､統計をとった174カ国の中で､カナダ､フランス､アメリカ､

日本などは上位 10に入っている｡ しかし､中国の順位は 106位でしかなかった｡私たち

は来世紀の中頃までに近代化の目標を実現するには､困難に満ちた長期間の努力が必要だ

ろう｡

2 中国の環境保護の現状

中国の環境保護は起源が古く､約二千年前の偉大な教育者､思想家である孔子はこんな

ことを言った ｢山林非時不升斤斧､以成草木之長､川揮非時不網苦､以成魚髄之長-植物

の成長と魚類の繁殖を保護するため､一定の季節が来るまで､勝手に伐採したり漁をした

りしてはならない｣といった意味である｡ この言葉が示すように中華民族は昔から環境保

護によって持続可能な発展ができるという意識を備えていた｡しかし､環境保護が全民族

の事業として動き出すのは73年 8月の全国第一次環境保護会議からである｡その後 20年

間たえまない努力を堅持することによって､中国の環境保護は著しい成果をもたらした｡

以下､その経過を紹介しよう｡

1)環境保護は一連の基本的な国策として確定され､環境政策の体系を形成した

80年代の初期､中国政府は環境保護が一連の基本国策であることを正式に公布した｡現

在､政府は ｢汚染してから管理する｣ という発展モデルを禁止し､持続的発展が可能にな

る戦略を実施している｡環境保護と経済､社会状況すべてを考慮して効果と利益を実現で

きるように努力する上で､環境管理､環境経済分野､環境産業､環境技術と環境協力､環

境に関する国際交流などを主な内容として､環境改革の体制を形成した｡予防と管理を結

び付けながら､予防を主な手段として､汚染者負担の原則を適用し､環境管理の強化を中

心とした環境管理政策は､環境保護の徹底において重要な役割をはたした｡

2)環境保護法の体系を設立し､法律に基づいた環境保護が軌道に乗るようになった

環境保護立法のプロセスを速めて､環境保護法をつくり上げることを非常に重視してい

る｡ 今まで､政府は ｢環境保護法｣｢海洋環境保護法｣｢水質汚染防止法｣｢大気汚染防止

法｣｢騒音汚染環境防止法｣｢固体廃棄物環境汚染防止法｣の六っの環境保護法と､それに
密接な関連を持っ九っの資源法を公布した｡また､国務院は 29件の行政法規を定めた｡

国家環境保護総局からは 70件の環境規則と 375条の環境基準が制定され､地方立法機関

と省レベルの人民政府は 900件余りの法規と規則を制定した｡環境破壊の行為を処罰する
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ため､｢刑法｣を改正した際 ｢環境資源保護破壊罪｣ の規則を加えた｡現在中国は環境保

護の基本的体系が完全につくり上げられた状態である｡環境保護の仕事は法律に照らして､

そのルールを探さねばならない090年代以来､全国環境法を執行する力が強まる一方､監

督機能も強化し､法律に基づいて､小規模の電気メッキ､製紙､コークス製造など 15種

類の重度の汚染源である6万5000の小企業を取り締まった｡ また､6000件の違法事件を

摘発し､国外の廃棄物を中国の国内-持ち込むような違法行為を厳しく追及し､200隻余

りの廃棄物運搬船の入国を阻止した｡全国環境保護の仕事は立法化とともに徐々に軌道に

乗るようになった｡

3) 環境保護の管理体制は徐々に完全化及び健全化された

環境保護の仕事が重要になるとともに､行政機構改革を行 うにあたって､国務院は副省

レベルの環境保護局を省レベルの国家環境保護総局に昇格させた｡各省､自治区､直轄市､

及び 80%の県人民政府に環境保護の行政管理機構を設立し､国務院は経済､発展､産業と

資源を管轄する部門､及び大 ･中企業に環境保護部門を設立した｡環境保護法に基づいて､

国はすでに環境問題を評価し､廃水排出の料金制度､｢三同時｣(建設プロジェクトの主体

工事は環境保護と同時設計､同時施工､同時操業)､廃水排出の報告義務､規定の期日以

内で汚染の処理を終わらせるなど10項目余りの環境管理制度ができた｡

4) 環境保護-の予算金額の対GNP比率の増加

経済力の増加と環境保護への重要度が高まるにつれて､環境保護-の資金投入は対GN

P比で徐々に増加していった｡ 80年代初めには､投入金額は 25-30億元であり､GNP

の約0.53%にすぎなかった｡80年代の末には一年あたりの投入金額が100億元を超え､1989

年にはGNPの約 0.63%を占めるようになった｡90年代の中頃になると､環境保護予算

は大幅に増え､500-600億元に達した｡これはGNPの約 0.73%にあたる｡

98年に､国務院は環境保護を国家重点投資項目に取り入れた｡内需拡大の要請のもとで

支出を増やすさい､環境保護に 224億元の投資を追加した｡各地方政府と各企業は環境保

護への資金配分も積極的に行った｡全国環境保護-の投資総額はおよそ 1000億元にのぼ

り､同年GNPの 1%を占めた｡発展途上国の中でこのように速いスピー ドでの環境-の

資金配分が増加した例はないだろう｡中国政府は環境保護を持続可能な発展と関連づける

戦略が確立したことを表明した｡

5) 環境の科学技術と環境の教育事業がさらなる進展を達成した

中国政府は科学技術が環境保護の中で大きな役割を果たすことを認識し､80年代以来､

国民経済と社会発展の五力年計画を制定する際には必ず､環境保護に関する科学研究と技

術開発が五力年計画の重点プロジェクトの中に組み入れられ､現在までに大きな成果をあ

げてきた｡91-95年にわたる第八次五力年計画のでは､2000余りの環境保護目達成され

た｡その中で 27項目が国から科学進歩賞を与えられた｡環境保護の物質的な基礎及び技

術手段をつくりだす環境保護産業は国民経済の成長分野の一つになりながら､この数年来

速い発展をもたらした｡97年の統計によると､環境産業中で企業､事業主体は 9807に達
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し､従業員数は 182万人､固定資産 650億元､売上額は約 510億元強にのぼり､製品は

国内-供給する.ほか､海外-の輸出も行われていた｡環境教育の面では､北京大学､清華

大学､武漢大学など 104の大学に環境学部と学科が設置され､77の博士課程と223の修

士課程とがある.40余りの中等専門学校も環境学科を開設し､全国のノト 中学校で環境保

護の授業が始まった｡80年代初期､中国は世界で初めての国家レベルでの環境保護の専門

紙 ｢中国環境新聞｣を創刊し､現在全国では 30の地方環境新聞と何百種もの環境雑誌が

存在する｡

6) 汚染防止と生態系の保護の著しい成果

国の環境政策と法律に基づいて､企業は技術革新を強化する一方､積極的に先端酌な製

品と設備を採用し､資源とエネルギーの浪費を減少させ､汚染の処理を徹底することによ

り廃棄物の排出量を減少させた｡97年には全国の県レベル以上の企業の工業廃水の処理率

と工業排気の排除率は85%と90%にそれぞれ達した｡国内総生産一万元ごとのエネルギー

消費量は90年には石炭 5.3トンだったものが 3.55トンまで効率化が図れた｡廃水処理の

面では政府が重点を置いてきた ｢三河｣(准河､海河､遼河)と ｢三湖｣(太湖､巣湖､浜

池)を中心に､水質汚染対策は大きな成果をあげることが明らかになった｡中でも､准河

流域と太湖流域の汚染源となっている2000あまりの企業は97年と98年の末までに国の

規定した排出基準を達成した｡水質の富栄養化をさけるため湛池と太湖流域では有リン洗

剤の使用が禁止され､大気汚染の防止と処理の面で､政府は ｢二酸化硫黄制御区｣と ｢酸

性雨制御区｣の二つの ｢制御区｣をもうけた｡その総面積は 109万平方キロメー トルであ

り国土面積の 11.4%を占め､二酸化硫黄の排出量の 60%以上をコントロールできることに

なった｡｢二酸化硫黄制御区｣が26の省と63の直轄市､自治区をカバーし､｢酸性雨制御

区｣は 14の省と､155の自治区､直轄市をカバーしている｡この二つの制御区では国の

基準に基づく二酸化硫黄の排出削減措置を講じなければならない｡

全国 668の都市の中で､510の都市は環境総合設備事業を展開し､基礎施設の建設を強

化し､汚染の防止能力を高めた｡総合処理を通じて､環境の質と経済､社会の主要指標が､

持続可能な発展が期待できる水準に達した都市は､モデル都市として､国家環境保護総局

が､｢環境保護モデル都市｣の称号を授与した｡現在までに､張家港､大連､度門､深土用

など11の都市はこの称号を獲得している｡生態系にかかわる事業が大きな成果をあげ､｢三

北｣(東北､華北､西北)の防砂林､海岸の防潮林の建設を強化することにより､森林面

積は 13.92%に達し､水上の流失面積のうち､総合整備されたのは6700万-クタールに達

した｡926カ所の自然保護区が設立され､国土面積の7.6%を占めるに至り､世界の平均レ

ベルを超えた｡ その中の 10カ所は国際的なネットワークに加入し､612種の稀少種が重

点保護の対象になった｡絶滅に瀕する 60種の稀少野生動物を人工繁殖によって救い､全

国では 2000カ所余りの農業生態試験所があり､その中の 7カ所は国連環境計画 (UNE

P)からグローバル500を与えられた｡

環境保護を堅持するという国策及び持続可能な発展をめざす戦略で､改革開放の方針を
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続けることで､国情に合致した環境保護政策を進めた結果､中国は人口増加などの不利な

条件下でも､経済が好調に成長し､急激な環境悪化を回避することができた｡長い間森林

の面積と蓄積率が減少し続けてきたが今となっては過去のことである｡ある都市と地域で

は､農業の生態環境が改善し､改革開放の道を進みながら近代化の発展と繁栄をもたらし

た｡中国のような 12億の人口を持っ発展途上国では､環境保護の大きな成果をあげるこ

とは簡単なことではない｡

環境保護の進展を議論する際､私たちは解決すべき環境問題がまだたくさんあることは

否定できない｡しかも､厳しい環境状況の中で問題を解決しなければならないことを覚悟

している｡問題は以下の通りである｡古い汚染源の根本的処理はまだ終わっていない｡大 ･

中都市では汚染の構造が変わってきている-生活排水が主な汚染源になり､大気汚典の原

因は､煤煙と自動車の排気ガスであり､酸性雨､農薬､化学肥料の使用が年々増加してい

る｡森林､草原の機能が弱まるため､水土の流失と砂漠化などの生態環境の問題が悪化 し

ている｡-近年､西北地域で砂嵐が頻繁に発生し､黄河の断流が長年続き､長江､松花江

流域の大洪水など､異常気象が発生しており､生態環境の悪化という基本要因は否定でき

ない.多くの地域では環境と生態の破壊が止まらなかった.一部の地域では､環境汚染と

生態破壊の悪循環によって､人々が健康をそこない､経済と社会の発展が制約され､環境

保護に対する新たな問題に必ず直面するだろう｡

新たな問題に対応するため､中国は 21世紀にむけた環境保護戦略目標を制定した｡ま

ず第一段階､2000年までに､各省､自治区､直轄市の主要汚染源は､国が決めた排出総量

の範囲内に抑制する｡すべての工業汚染源は国と地方の基準を達成しなければならない｡

直轄市､省の首府都市､経済特区都市､沿岸開放都市と重要観光都市の大気質と地下水の

水質は国が定めた基準を達成する｡ 第二段階､2002年までに､重要流域､地域､海域と重

要都市の環境､河､川の水源と一部の農村環境などさらに改善する｡

以上の環境保護の目標を実現するため､これから以下の措置と対策を行う予定である｡

1) 持続可能な発展戦略と環境保護の基本国策の堅持

持続可能な発展という考え方はまず環境保護の分野にあらわれた｡環境保護がなければ､

持続可能な発展は不可能である｡近代化の目標を達成するまで､環境と発展の総合対策､

人口の問題､環境､資源と発展の関係､現在と未来の関係を適切に処理し､各部門と全体

の利益など､経済発展と環境保護を調和させながら､生態環境の良い循環を実現する｡

2) 汚染防止と生態環境の保護

汚染防止の重点は水質と大気であり､それ以外の公害も配慮する｡現在､最も重要な ｢三

三二一｣プロジェクトが進められている｡ その意味は､三河､三湖､二控区 (制御区)と

北京市の汚染予防及び整備である｡現在基準に達している准河と大潮の環境改善策はさら

に強化し､2002年までに､水質改善の目標を実現する｡湛池の場合は､1999年 5月 1日

までに､水質と景観の改善を目指す｡海河､遼河と巣湖の水質も 2002年までに同様の目

標を達成する｡二控区地域内で､エネルギーの構造調整と硫化物除去を強し､1999年末ま
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でに､全国及び 2万 5900カ所の小規模採炭場を閉鎖し､採炭量を2.5億 トン削減し､硫

黄含有量 3%以上の石炭採掘を禁止する｡ 北京市では､石炭を使用する地域をなくし､天

然ガスの普及を計る｡また､自動車に使われるガソリンの無鉛化を実現し､生活排水と ｢白

いゴミ｣(プラスチック等石油からっくられた廃棄物)の処理を健全化する｡2002年まで

には､北京市の大気と水質は国が規定した二親レベルまで達成する予定である｡

21世紀にむけて､生態環境の保護と重要地域の生態問題については､第一に重大な点

を優先的に整理し､有効な措置をとりながら､重要な河川､水源､湖沼地帯などの特殊生

態地域保護の緊急措置を取る｡第二に､鉱山､森林､草原地帯などの重要開発地域では､

法律に基づいて､自然環境を強制的に保護する｡第三は､自然保護区､生態モデル地域を

積極的に継続保準する｡海洋環境保護については､樹海を中心として ｢碧海行動計画｣を

実施する｡

3) ｢総量コントロール計画｣と ｢21世紀にむけた環境保護戦略｣の実施

汚染排出総量コントロール計画は中国政府の21世紀にむけた環境保護戦略および環境

保全のための重要施策である｡近いうちに重要な措置を採用し､二酸化硫黄の抑制､大気

中の粉じん､酸素の化学消耗量､重金属と固体廃棄物などの12種類の汚染排出総量を2000

年の時点で､1995年の水準にまで凍結する｡現在､汚染のコントロール指標は基本的に各

地方政府の責任制度に取り入れられ､毎年検査と審査が行われる｡21世紀にむけた環境

保護戦略の特徴は､重点を強調し､経済と技術力の範囲内で著しい効果と利益が得られる

原則として設定されている点であり､今世紀未から 2010年にかけて､三つの期間に分け

て実施する予定である. 第一期の事業は各地方政府の推薦した 3000の目から1590を選

び､総額 1880億元の投資を行う｡21世紀にむけた環境保護戦略は地方政府の国民経済

計画と社会発展の計画に組み込まれたため､事業経費は優先的に配分を受ける｡

4) 法律の健全化､資金投入､教育宣伝と科学技術の普及など四つの事業の強化

中国で､環境保護事業は走行中の車にたとえられる｡以上の四つの事業を､四つのタイ

ヤになぞらえて考えれば､これらの事業の重要性は理解しやすいだろう｡

環境立法の健全化と環境保護の法律化の堅持は環境保護事業の根幹である｡ 環境立法は

三っの重点がある｡ その第一は､法律に欠けている部分の補充である｡たとえば､環境と

発展の総合対策に関連する条例の制定､化学物質 ･放射性物質汚染の防止法の制定などで

ある｡ 第二は､法律と組み合わせて運用される条例-たとえば､現存の水質汚染防止法､

固体廃棄物汚染防止法を補充するものなど-である｡第三に､経済発展と環境保護に適切

ではない法律改正の必要性である｡たとえば､海洋環境保護法､大気汚染防止法の改定な

どである｡法律を遵守しない､法律の執行が甘いなどの問題に対して､厳格に管理し､監

督機能を発揮し､犯罪行為に対しては厳しく追及する方針である｡同時に､環境法律知識

を普及させ､国民と政策決定者の環境法律への認識を強化していく｡

環境投資の対GNP比率を向上させ､そのためにのみ使用する特別支出金を確保するこ

とにより､環境保護の基礎を改善となる｡ 第九次五力年計画 (1996-2000年)の中で､
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中国全体の環境への投資額はおよそ 4500億元､GNPの約 1.2%を占め､従来の計画より

大幅に増加した｡

環境保護に関する科学技術､教育の普及は､社会各方面で持続可能な発展が期待できる

効果があり､環境保護をうまく実現するための社会基礎となる｡私たちは､マス ･メディ

アを監督し､環境保護の功績を賞賛し､環境破壊の犯罪行為をあばきだす｡また､環境教

育事業を続けるなかで､多くの人材を育成する方針である｡

私たちは優秀な人材を集めて､有毒ガス､二酸化硫黄､高濃度廃水の処理､環境悪化の

防止を重点として研究を行い､経済的応用性と著しい環境効果がある科学技術を普及につ

とめる｡環境産業の発展を促進し､汚染防止のための技術設備を開発して､環境保護モデ

ル事業を推進する｡

国内環境保護の事業を促進すると同時に､わが国は国際的な環境問題の協議や会談に積

極的に参加し､二国間と多国間の環境協力と交流を深める一方､環境に関連する国連機構

と国際組織との協力を推進し､より多くの資金､技術､管理経験を導入して､国内の環境

保護事業を発展させる｡

(釈 :庄英甫･西山教士)
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第2章 次世紀に向けた中国の環境対策

河北大学日本研究所 李 妊順

1社会発展と環境

社会発展と環境との関係は､多くの面､たとえば政治､経済､法律､倫理道徳､科学､

技術､教育､文化及び軍事などにあらわれる｡しかし､人類は､社会の主体として､まず

人口と環境の関係について関心を持っている｡人は生産者として､生産要素の一つとして､

社会に財とサービスを創出しており､同時に消費者として､天然資涯を消費し､自然環境

を変える二重の特性を持っている｡

生態学的観点からは､地球上の植物の生産量から食料は最大限 80億人に供給可能であ

る｡各種の研究の共同認識としては､世界人口を 100億以内にするのが理想的とされてい

る｡ 1987年 7月 11日の時点で､世界人口は 50億となっており､限界に近づいている｡

しかも､人口は加速度的に増加している｡ 人口が倍増するのに要する時間は､旧石器時代

には 3万年かかっていたものが､紀元0年には千年に､19世紀半ばには 150年まで､短

くなってきた｡国連環境計画などの予測によれば､今後 60年の間に､地球人口は 100億

に達するので､人口増加を抑制しなければ､環境に大きな負担となるだろう｡

2 経済発展と環境

人類の発展には社会経済両面が含まれる｡ 経済発展は人類と社会発展の基礎であり､環

境との間には対立と同時に統一的な関係が存在するため､相互に協調する必要があると考

えられる｡

1)環境が経済発展の基礎

天然資源は環境であり､環境は天然資源である｡天然資裸は環境の一部として､人類の

生産､生活を支えている｡ 天然資涯の豊かさや自然環境の良さが､人類の生存と経済発展

に大きな影響を持っており､過度の開発や浪費は経済成長を制約している｡このため､天

然資涯の合理的な開発､適切な保護や効率的な使用が長期的には重要であり､経済発展が

持続できる要因である｡

2)環境は人類経済活動の重要条件

すべての経済活動は一定の場所で行い､環境と離れ得ない｡しかし､生産活動によって

廃棄物が発生し､環境に排出され､環境を汚染し､破壊するC これによって､環境の質が

低下し､労働者の健康を害するとともに､天然資源も減少している｡生産要素としての労

働力や資源の損害が経済にマイナスの影響を与え､経済成長が制約される｡

3)経済発展と環境保護の目的は統一的

経済発展の最終目的は､人々に生産活動 ｡生活環境に対する要求も含む､物質 ･文化へ

の要求を漕足させることである｡従って､環境保護 ･改善により良い環境が維持できるこ

8--



とは､同じ効果を果たしている｡

人類と自然との関係を協調させることは､人類社会の発展に関わる中心課題であり､正

確に認識 ･解決しなければならない｡21世紀を目前にひかえてようやく､｢平和､発展､

環境保護は相互に依存し､分離不能であること｣がようやく人類に認識された｡

3 科学 ･技術の発展と環境

科学 ･技術の発展は､人類社会に正と負の力を与えた｡人類が自然資源を開発し､経済

発展を促進する一方で､環境が破壊され､人類自身の生存環境が厳しくなっている｡

4 中国環境保護事業の発展

1970年代以前､中国では､水質 ･土壌保持､森林保護､労働保護と環境衛生などにかん

しては政策措置しか講じられず､明確な環境保護政策目標は存在しなかった｡ 72年のス ト

ックホルム国連人間環境会議が契機となり､中国では環境保護事業が発足した｡

73年､第一次全国環境保護会議が北京で開かれ､環境保護方針と｢環境保護 ･改善に関

する規定｣が定まった｡79年､中国初の環境法｢中華人民共和国環境保護法(試行)｣が発布

された｡改革 ･開放以降､工業汚染の防止を重点に､工業技術の更新改造が主な措置で､

環境保護事業は新たな段階に移った｡83年､国務院は第二次全国環境保護会議を開き､環

境保護を我が国の基本国策として確立し､｢三同時｣など三つの基本環境政策を設定し､経

済発展と環境保護の協調に理論的な根拠を提供した｡

それからの 5年間に､中国では大気汚染防止法､水質汚濁防止法が制定され､生態環境

の保護や自然資源の合理的な開発などの項目も含まれていた｡89年の第三次全国環境保護

会議はシンボルとなり､中国の環境保護事業が全面的に発展する時期に入った｡この間に､

環境管理の強化を中心に､五つの環境管理制度が実施され､限りのある資金で環境問題を

最大限に解決できるような有効方法を提供した｡

それ以外には､環境保護機関の設立､環境技術の開発と普及､環境保護産業の育成､教

育などが強化された｡同時に､国際機関や諸外国との交流や協力が増加し､国際条約を履

行し､国際環境事務に役立っようにしている｡92年の国連環境開発会議以後､政府は｢十

の環境 ･発展政策｣を制定し､経済成長に持続可能な発展方針を定めた｡94年､政府は｢中

国 21世紀人口･環境と発展白書｣の発行を許可し､国情に合致した経済発展戦略と環境保

護戦略と実施案を提示した｡

5 21世紀に向けた中国の環境保護戟略措置

1996年 3月､第八回全国人民代表大会第 4次会議で､｢中国国民経済と社会発展 "95"

計画と2010年目標綱要｣が制定され､今後 15年間中国の環境保護の要求が明確にされた｡

それによれば､2000年までに､環境汚染や生態系の破壊を押さえ､一部の都市や地区にお

ける環境の質を改善する｡2010年までに､全地域の都市､農村ともに環境状況を改善する｡
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1996年 7月､国務院による第四次全国環境保護会議が開かれ､｢国務院の環境保護に関

する問題の決定｣及び "95"期における環境保護事業が検討され､｢汚染物質排出総量規制

計画｣と｢21世紀に向けた中国グリーンプロジェクト｣二つの措置が講じられた｡

｢汚染物質排出総量規制計画｣は､"95"環境保護の目標に従って制定されたものである｡

従来､中国では汚染物の濃度を排出基準に従って､コントロールしていた｡しかし､経済

成長と共に､汚染物質の排出総量は増加 し､全地域の汚染状態が悪くなることは､改善で

きないと考えられる｡総量規制というのは､排出濃度基準と排出総量基準を結びつけ汚染

物質の排出を抑制し､環境状況の悪化を止め､環境保護措置を有効にするものである｡ 従

って､新しいプロジェクトが実施されるとき､省エネ､少廃棄物のグリーン生産技術が採

用され､効率の高い生産手段によって経済成長を促進する｡

｢21世紀に向けた中国グリーンプロジェクト｣では､国家環境保護局がこれまでの成功経

験を検討し､"95"計画を編成する時に､一部の重点地域や重点流域で､国際環境条約を

基準として､資金や物資を集中させ､いくつかの重大環境問題を解決しようしている｡

6中国の国情に合った環境政策

1)戦略方針では､環境保護を我が国の基本国策にしており､経済発展の重要な位置につ

けた｡経済､地域､環境発展を ｢同時企画､同時実施､同時発展｣させ､｢経済効益､

社会効益､環境効益｣ を統一させ､経済と環境の協調発展を促進する｡

2)政策では､予防を主にすること､汚染源を改善すること､環境管理を強化することな

ど､が三つの柱となっている｡従って､建設項目の環境評価､｢三同時｣､排汚費､環

境保護責任制､都市環境総合整治定量考察､排汚許可証､環境汚染の限定期間内解決

と汚染集中コントロールなどの制定と措置が講じられ､行政管理と市場手段､国家監

督と社会教育､法律指令と技術指導などの結びっき､環境法律､法規体系を形成 ･改

善した｡

3)管理体制では､国家､地域､部門の環境保護責任を明確にし､国家レベルから､省､

市､県まで各レベルの環境管理機関を設置し､工業､農業､交通などの部門での管理

組織と合わせて､統一的な環境保護管理システムを形成した｡

4)科学技術では､汚染度の低い生産技術の普及や､研究結果の実用化などによって生産

段階の汚染の減少を達成する｡しかも､重点プロジェクト､サンプルプラントの設立

や環境保護産業の育成を通じて､環境汚染に対応できる設備や技術能力を増加する｡

5)教育では､社会の各方面の協力を得て､様々な形で全民族の環境保護意識を高める｡

6)国際関係では､各国や国際組織との交流や協力を促進する一方で､発展途上国の環境

と発展権利を維護する｡

同時に､建設項目の環境評価､｢三同時｣､排汚費､環境保護責任制､都市環境総合整治

定量考察､排汚許可証､環境汚染の限定期間内解決と汚染集中コントロールなど､以下の

八つの制度や措置よりなる環境管理体制によって､主な環境問題が解決できる｡
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1) "三同時"制度

2)建設項目の環境評価

3)排汚費徴収制度

弔 環境保護目標責任制

5)都市環境練合整指定量考察制度

6)汚染集中コントロール制度

7)排汚許可証制度

8)環境汚染の限定期間内解決制度

(釈 :安構､西山教士)
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第3章 市場経済下における中国環境法制の整備について

天津市環境保護局 雀玉成

ここでは､｢市場経済下における環境(保護)対策｣をテーマに､環境法制の整備を強化す

ることの重要性､および法的対策について検討する｡

1 環境法制の整備

開放経済において､環境法制の整備が､我が国の環境問題を解決する前提条件となる｡

環境法制の強化が必要となる理由は､第一に､環境法制の確立とその発展が､環境問題

の発生を押さえ､経済成長をもたらすことにある｡ 現時点だけを見ると､環境問題のグロ

ーバル化に応じて､環境保護の国際化および環境法律のグローバル化が必要となってきた｡

第二に､市場経済は､ル-ル (法律)に基づく経済連営体制であるために､環境法制の整

備は､市場体制からの｢内的要求｣でもある｡ 市場にある各主体の権利や地位が､法律に基

づいて確認･保護される一方､各主体の経済活動は法律に従って行われなければならない｡

第三に､ある国の環境法システムは､その国の経済体制と整合的なものでなければならな

い｡

｢市場経済体制｣のもとで､環境法制の整備を行う場合､以下の三点が重要となる｡

1) ｢環境行為の主体化｣

市場経済における経済活動の主体として､個人や企業は､環境行為の中心であり､市場

メカニズムに従って経済活動を行う｡この主体の行動が､環境に影響を与える｡

2) ｢資源配分の市場化｣

市場メカニズムを原則に進められる､生産活動を行うための資涯-の開発や配分が､環

境に大きな影響を与える｡

3) ｢市場管理の法律化｣

計画経済体制から市場経済体制への転換に応じて､環境法制の整備が必要となる｡経済

発展が我が国の ｢中心的な任務｣であるが､持続的な発展を図るために､環境保護が一つ

の｢国家の重点事項｣として強く認識されつつある｡

2 環境法の実行

環境法の実行を強化することが､経済の持続的発展の基本条件である｡

我が国の環境保護に関する法システムは三段階を経て､整備されつつある｡ 第一に､環

境保護-の意識は､部局から全体-､地域から全国へとその範囲を広げた｡第二に､ ｢環

境戦略｣が､単純に環境保護-の気配りから経済成長を支えるような協同的役割を果たす
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ように変化した｡第三に､環境法制が､単一的な汚染防止を目的とするものから､総合的

な環境整備を目的とするものへと変化した｡

しかしながら､工業化に伴い､環境-の汚染と破壊が､以下のような原因で､進行して

おり､経済成長の阻害要因となっているO 第-に､現在の段階では､中国において主な生

産方式は､資源消費型の単純拡大再生産となっている｡.このため､排気､廃棄物､水汚染

などが､人間の健康､生活にかなり悪い影響を与えている｡第二に､資源開発による生態

系の破壊が､経済発展の制約要因となってきた｡したがって､環境法制の整備は､｢見え

る手｣といわれる政府のマクロ調節の一環として､三つの観点からその重要性が注目を集

めるようになった｡

1)環境法制は､市場経済を順調に発展させ続けることを保障する手段となる｡

2)環境法制は､資源を合理的に利用させる｢武器｣となる｡

3)環境法制は､経済･社会における各主体の関係を是正するものである｡

3 環境法制の強化

開放経済における環境法制を強化する基本的方向は以下の通りである｡

1)環境保護概念の刷新､環境保護法規の整備を促進すべきである｡

｢計画経済体制｣から｢市場経済体制｣-の転換が進んでいるために､計画経済時代に作ら

れた法システムは､市場メカニズムの導入に対応できるように作り直すべきである｡まず､

｢三つの有利｣の原則､｢生産力の発展に有利､総合国力の発展に有利､人民生活の改善に

有利｣の3原則に従って､持続的な発展の促進と環境保護の両者を有利的に結びつくこと

が重要である｡ 第二に､環境法制には､政府が個人､企業と同様に法律的な責任を受け入

れることが必要である｡第三に､地方における環境問題を確実に解決するめに､地方の法

律権利(立法)をより大きくする必要がある｡第四に､環境部門だけではなく､司法､教育､

研究部門等との協力が必要であり､広大な範囲で､環境に関する法律､研究を展開する必

要がある｡ 他の国や国際機関との交流を通じて､環境法制の整備がより完全なものとなる｡

第五に､環境に関する訴訟権利を適切に拡大し､環境違反者の法的責任を追及する｡

2)環境法の実行を､確実にし､また強化すべきである｡環境法は､客観的､公正的に実

行することが重要である｡

3)環境法規の実行の､制度化をはかるべきである｡

環境法規の実行には､他の法規と比べ､独自の特殊性が存在する｡第一に､環境法律の

実行には､総合性が必要とされる｡ 憲法による環境法､｢全国人民大会｣による環境法律｢規

範｣､国務院による行政規範､国務院に直属の各部門による規定や標準､および地方法規

などは､環境法規の実行の基礎となっており､実行機関は､環境管理部門の他､各級政府

の法律部門､産業管理部門､および人民解放軍が含まれる｡ さらに､実行手段から見ると､

行政手段､市場手段､や法律手段が挙げられる｡第二に､環境法律の実行には､科学 ･技
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術性が重要である｡ 環境保護の標準､環境の観測､個人､企業の環境-の影響に関する評

価等が､科学 ｡技術に基づき実行されねばならない｡第三に､環境法規の実行には､予防

悼-の配慮が必要である｡｢予防為主｣の原則に基づき実施されている｢三同時｣制度や ｢環

境影響評価制度｣がその代表例である｡第四に､環境法規の実行には､社会性が必要とさ

れる｡ したがって､以下に示すような方策が重要性を増す｡

(1)環境法の行政手段には､一般化と規範化が必要となる｡

(2)環境法の行政管理から行政監督-の転換が必要となる｡

(3)実行機関の内部には､制約 ｡監督の仕組みが必要となる｡

(4)環境管理の強化が必要となる｡

(5)新聞などのマスコミを通じて､民主化を促進すべきである｡
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第4章 社会主義市場経済の進展と細鎮工業の環境問題'

名古屋大学経済学部 荒山 裕行

はじめに

年間二桁といわれる中国の経済成長における郷鎮企業の寄与は大きい｡しかし一方で､

経済成長とともに深刻化 している環境問題に郷鎮工業が大きく関与していることは否定で

きない2｡中国共産党第 15回全国代表大会 (1997年9月)で､改革開放経済の推進と社会

主義市場経済に基づく経済運営を骨子とする ｢郡小平理論｣の実践が､マルクス ･レーニ

ン主義および毛沢東思想と整合的な考え方として再確認されたことからもわかるように､

自由主義経済圏の国々と中国には今後も引き続き社会 ･経済制度に大きな違いが存在し続

けるが､この社会体制の違いが､我々が中国の社会 ･経済システムを理解する上での大き

な障害となっている｡ 中国における環境問題発生のメカニズムを理解するにあたっても社

会 ･経済システムの差異を考慮に入れることが不可欠である｡

そこでまず､依然中国の社会 ･経済システムの中で重要な位置を占めている ｢単位｣に

注目し､社会主義市場経済における郷鎮工業と自由主義経済圏における企業の差異を明ら

かにすることを試みる｡ このことで､中国において経済成長のスピードを超える速さで環

境汚染が進行した理由が説明可能となる｡ 今後も郷鎮工業が経済に対しその寄与を強める

とともに環境-の負荷がいっそう大きくなると予測されている中国経済において､求めら

れる環境政策のあり方と我が国を含めた国際的協力のあり方について検討する｡

1 ｢単位｣の役割
改革開放政策が採られる以前の中国では､社会主義に基づく計画経済の運営は ｢単位｣

を基底として成立していた｡農村においては人民公社､都市部においては国有企業が ｢単

位｣を構成していた｡人民公社は国民の必要とする第一次産品､国有企業は国民の必要と

する工業製品を国の定めた生産計画に基づき供給する義務を負っていた｡農業と工業が国

富を生み出す産業として位置づけられた一方で､サ-ビス業は製品流通をつかさどり､そ

の対価としての手数料を受け取る部門とされた｡

国民の生活に必要なものを計画的にかつ ｢効率的｣ に生産し､生産されただけのものを

1本稿は､名古屋大学大学院国際開発研究科の許可を得て､荒山裕行 ｢社会主義市場経済の進展と郷鎮

工業の環境問題｣『国際開発研究フォーラム』第 12号,1999年 3月 (印刷中) を基に再構成した｡北
京大学での最終報告会で､研究組織のメンバー､在北京日本大使館一等書記官米谷 仁氏 (環境庁)およ

び中日友好環境保護中心日本専家組長今井千朗氏から有益なコメントをいただいた｡また､本稿の作成に

あたり､名古屋大学大学院多元数理科学研究科博士課程 (後期課程)西山教士氏から多大な作業協力を受

けた｡

2 ここでは､郷鎮工業を､郷鎮企業のうちでも特に製造を中心に行うものとして区別して扱うこととする｡
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平等の原則に基づいて配分するという経済的枠組みの中で､各単位にとって ｢何を生産す

るか｣で頭を悩ます必要はほとんど存在しなかった｡あくまで ｢計画｣ にしたがって生産

活動を行うことが優先させられた｡このため､生産効率が低い場合は､その分より少ない

計画数量が割り当てられるという弊害を生んだ｡より高い生産効率を挙げた ｢単位｣は､

表彰を受けるなど栄誉は与えられるが､限られた生産設備と人員に対して結局のところは

より多くの計画数量を割り当てられるという結末を迎えるだけに過ぎない｡

中国経済が低迷を続けた原因は､社会主義の根幹をなす ｢計画システム｣の存在が ｢競

争メカニズム｣ の働くことを阻害し､逼迫した新製品開発 (インベンション)の必要性を

奪い去ったこと､および生産効率の改善 (イノベーション)の努力がこれらに貢献のあっ

た ｢単位｣の所得水準の向上に直接結びつくことが少なかったことにある3｡このため､中

国の経済発展は､当初の予想とは異なり､大きな低迷を経験する｡環境問題 (当時は公害

問題が主流)についても同様で､計画経済では外部性を経済計画により内部化することが

できるため環境問題は解決可能な問題と考えられていたにもかかわらず､外部性を技術に

よって内部化するための費用が非常に高いことが原因で (イノベーションが進まないこと

がこの大きな要因)､結局は､ほとんど解決されることはなかった｡

市場を通して現れる経済的誘因の欠如が､経済の低迷の主因であることは明らかであっ

た｡にもかかわらず､早い時機に市場メカニズムが取り入れられることがなかったのは､

｢人民｣ と一般に呼ばれる国民の社会的厚生に対する責任を､中央政府自らが直接行使す

るのではなく､末端の行政単位である ｢単位｣に負わせたことによるところが大きい｡日

本の25倍にも及ぶ広大な国士に加え､巨大な人口 (1950年当時約 6億人)を抱えた中国

は､各単位に日本でいえば地方自治体にほぼ相当する政府機能を与えることで､社会主義

の原則に照らした国民福祉の徹底を図ろうとした｡これは､当時の貧しい中国がその国民

に対して必要最ノJ､限の福祉を保証できる唯一の確かな手段であった｡

｢単位｣は､土地および生産手段の使用権を与えられ､人民 (戸籍上各単位に所属する

住民)のうちの生産年齢人口にあたる労働力を就業させることで､その運営の一切を行 う

主体となった｡実際､多くの ｢単位｣は､日用品の販売から保育園､病院の運営まで､さ

まざまな住民サ-ビスを行っている｡ 中国の ｢単位｣ と日本の地方自治体との違いをあげ

るなら､人民公社は中央政府に対し食糧供出の義務 (一種の納税義務)を､また都市部の

｢単位｣ は中央政府の財源を支える納税義務を負っていたことが挙げられる｡ さらに､郷

鋲に所属する農民には､戸籍制度などさまざまな地理的移動の制約も存在した｡

2 改革 ･開放政策

経済の発展が低迷する中､｢即小平理論｣に基づく改革 ･開放政策がとられた｡豊かに

3 ArayamaandMourdoukoutas(1999)参照｡
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なれるものから豊かになることが試行されることとなった｡人民公社は廃止され､最末端

の行政組織である郷政府と生産に直接従事する集体経済単位からなる郷として最編成され

た4｡ まず農業部門から実験的に､社会主義市場経済の名のもとに計画経済に市場メカニズ

ムが組み入れられることとなり､責任生産制が導入された｡一定量の食糧の供出義務を果

たせば残りの農産物は自由市場での販売が可能となった｡豊かになるための手段として､

各郷鋲はそれぞれの郷や鎮に､軽工業を中心とする企業 (いわゆる ｢郷鎮工業｣)の設立

を開始した｡農業部門での成果を見極めた上で､同様の責任制が､中国経済の根幹 (当時)

をなす国有企業に導入された｡

このことが､郷や鉾の置かれた立場を大きく変えることとなる｡ ｢計画｣から ｢市場｣

-の変化が､｢単位｣に所属する住民の生活を保証するという義務を依然負ったままで､

かつ自分たちの生産物の買い手を自分たちの力で見つけ出す努力を郷および鎮政府に強い

ることとなった｡この変化を受け､郷や鎮は､従来の国の財政を支え同時にそこに住む人々

の生活を保証する義務を負った主体から､中央からの指導は受けつつも独自に豊かになる

道 (場合によっては生きる遣)を追求できる主体へと変貌した｡しかし､多量の余剰労働

力を抱え､かつ一人当たりの所得の低迷に悩む郷鎮政府にとって､この変化は急激でかつ

対応の困難な問題であった｡

そこに属する人々の生活を保証するという基本的義務があることには何の変化もないた

め､集体経済単位､国有企業を問わず､その運営姿勢は､依然として資本主義経済圏の企

業のそれとは様相を大きく異にした｡中国の ｢単位｣にあたる対応概念が日本にないため､

我々にとって開放 ･改革政策後の集体経済単位の運営を理解することはいっそう困難を極

める｡ 批判を覚悟で､あえて比晩的な説明を行うとすれば､集体経済単位の運営姿勢は､

自由主義経済圏でビル等の資産価値の高い固定資産の運用を主目的とする主体､たとえば､

貸ビル業者の経営と類似点が多い｡中国の ｢単位｣では､人の移動にそれほどの自由度が

ない (もしくはほとんどなかった)という意味で､住民も ｢固定的生産要素｣としての性

質が強く現れる5｡郷鎮工業であれば､郷長または鎮長､総経理､工場長を頂点とする機構

が､国有企業であれば､董事長､総経理､工場長を頂点とする機構が､それぞれの ｢単位｣

の所有する固定資産の利用に対する決定権を保持したままで､その最有効活用を通して､

その ｢単位｣に所属する人民の生活水準の維持 ･向上をはかろうとする｡ もちろん資本主

義国にも､現有の固定資産の最有効利用をはかることを主要な経営目標とする企業は存在

するが､現有の労働力を前提とするような経営姿勢をとることは考えにくい｡一方中国で

は､原則的にすべての企業にこの行動姿勢が内在した｡

4 このため､現在では､郷そのものは一つの｢単位｣とはみなされなくなっている｡詳しくは､丁 紅衛(1996)
参照｡

5 中国における労働市場の構造については､辞 進軍(1997)に詳しい｡ただし､｢単位｣ に属する住民が固
定的生産要素に近いかどうかは､筆者自身の判断による｡
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3 驚異の経済成長

解放､大躍進､文化大革命という 30年におよぶ一連の動きの中で､中国は自由主義経

済圏とは異なる独自の進展 (事実上低迷)を見せた｡1970年代後半に改革開放政策がとら

れ､中国経済が再び自由主義経済圏との接点を持つようになった時点で､中国の工業は､

自由主義経済圏のそれと比較して大幅な後れを露呈することとなった｡世界市場で通用す

る製品を作り出す技術力という観点からすれば､ほとんどすべての工場は､陳腐化した生

産設備と熟練度の極めて低い多量の労働者を抱えたまま再出発を迫られることとなった｡

改革開放政策が開始されたころ､世界はすでに重厚長大産業中心の産業構造から脱し高度

情報化の時代を迎えていたが､中国にはそれらに対応する技術も生産設備も人材も存在し

なかった｡

このような状況のもとで､国有企業は､それぞれの持つ固定的生産要素の最有効活用の

手段として､外国からの技術や資本の導入や合弁に取り組み始めた｡郷鎮工業の多くは､

海外の企業や国有企業から技術､生産設備､原材料の供与を受け､その豊富で安価な労働

力を活用して､製品加工の下請け的作業を開始した｡この後中国の経済は､周知のように､

年間の経済成長率が 10%を超える爆発的発展を見せることになる｡中国の急速な経済成長

において郷鎮工業の寄与が大きかったことは既に述べた通りであるが､これは､郷鎮工業

に関する規制が弱かったこと､および改革 ･開放政策が国有企業に先立ちまず郷鎮に対し

導入されたことによるところが大きい｡図1-1は､中国の実質粗総産値とその内訳 (国

有企業および集体企業寄与分)を示している｡図からは､1)1978年の改革 ･開放政策以

降の中国の経済成長が著しいこと､および2)改革 ｡開放政策が郷鎮企業を含む集体企業

の生産額の伸びを加速し､1994年前後にその生産額が国有企業の生産額を上回ることが見

て取れる｡

4 中国経済と環境

これまでのところ中国の改革 ･開放政策はそれなりの成功を収めた｡しかし､現在の中

国を冷静に観察してみると､中国の順調な経済発展に立ちはだかるいくつかの重大な要因

が見え隠れすることから､中国経済の先行きに対する悲観論も取りざたされるようになっ

たOここでは､そのうちの主要な経済問題を中国の環境問題との関連で取り上げるO

1)異なる国富概念

本来社会主義国では､第一次産業および第二次産業における生産のみが ｢社会総産値 (国

内総生産概念)｣に計上された6｡そして､この ｢社会総産値｣のみが､国富として位置づ

6 ｢社会総産値｣は､目に見える製品の物的生産をとらえる概念で､工業､農業､建築業､運輸 ･郵便業

および商業 (飲食および流通)の寄与をとらえるものであるO(中国統計年鑑による)
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けられた｡飲食業や流通部門を除く第三次産業の寄与は､国富そのものを生み出すとは考

えられていなかった｡近年になり､第三次産業の寄与分も含め ｢社会総産額｣が算出され

るようになったものの､依然､第一次､第二次産業の寄与分のみを国富に結び付けて考え

るという原則に大きな変化は見られない｡このことは､自由主義経済圏ではそれぞれ生産

に寄与した貢献分に応じて所得分配がなされ､分配分が生産要素の所有者に帰着するとい

う明白なル-ルとやや趣をことにする｡たとえ外資の寄与に対する分配分であれ､それが

中国の国富の一部である以上､海外へ持ち出されることは社会主義理論上歓迎されない｡

このため､それが中国内向けの再投資にむけられるようさまざまな ｢メカニズム｣ が準

備されており､外国企業､とりわけ､製造業を主とする企業にとっては､これが有形 ･無

形の制約要因となり､長期的観点を視野に入れた投資をはばみ短期的な目的が強調される

要因として働く｡ 環境対策についていえば､短期的には排汚費を支払うことになっても､

長期的視点からの投資を極力避けることが経済的に合理的となる場合が多い｡

2)国際競争力の低下

経済力の基盤はいうまでもなく企業にある｡ 中国の進展を考えるとき､中国の企業が十

分な国際競争力を備え輸出主導型経済成長の原動力を果たすことができるかどうかがその

鍵となる｡ 現在の段階における中国企業の成功は､豊富で安価な労働力の活用によるとこ

ろが大きい｡しかし､豊富で安価な労働力の存在の実態は､非熟練労働力が多量に存在す

ることとほぼ同義で､本来的には､高度な経済成長の阻害要因となる｡先に述べたように､

多量に存在する非熟練労働力を抱える中国の企業､すなわち ｢単位｣は､それらを安全か

つ最大限に活用する方策を優先させる傾向が強い｡独自の製品を開発したり生産工程の改

善を進めるよりは､すでに市場において確立した位置を持つ製品のパテントを取得したり､

合弁の開始もしくは生産の下請け作業を行うことで､自らの持つ労働力を活用し着実に生

産を伸ばすことに成功してきたものの､中国企業に新製品の開発や生産工程の改善や環境

対策を自らの手で発案 ･実行する能力が育ちにくいことを意味する｡

図2-1および図2-2は中国および日本の貿易額の推移をまとめたものであるが､こ

れらを比較することにより､この状況がいっそう明白になる｡中国では 1978年から95年

の 17年間に実質粗総生産値が6倍 (図1-1)になり､一方､日本では 1957年から84

年の27年間に実質国民総生産を6倍 (図1-2)としているが､同期間の輸出入総額 (名

目ドル建て)の伸びは､中国で 14倍 (図2- 1)に留まるいっぽう､日本では43倍とな

っており (図2-2)､日本は中国に比べ約 3倍の速さで輸出入総額を伸ばした.この差

は主として､図3-1および図3-2が示すように輸出単価指数が､日本ではオイルショ

ック以降急速に伸びたのに比較して､一方､中国では改革 ･開放政後も低迷を示している

ことに起因する｡

さらに今後､中国よりも低賃金の労働力を持つインド､ベ トナム､カンボジアなどの世
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界市場-の急速な参入が進むことを考え併せると､独自の研究 ･開発力の高くない企業は

いわゆる過当競争の渦に巻き込まれる可能性が高い｡実際､多くの輸出品において､輸出

単価の低下が観察される｡最悪の場合には､輸出数量の伸びが輸出単価の減少によって打

ち消されることで､多くの製品において､輸出額の増加が頭打ちとなる｡ このことは､輸

出主導型の経済成長の阻害要因となるとともに､企業が環境対策を進めるための経済的余

力を失うことにつながる｡

3)弱体化する財政基盤

日本の高度経済成長を実現した要因として､一般に政府の役割の重要性が指摘されてい

る｡しかし､これは､あくまで制度的観点からの理解であり､経済学的観点からは､直接

税を主とするシャウプ税制下では経済成長がそのまま財政収入の増加につながり､日本政

府が増え続ける豊富な財源を強力なバックに積極的な政策を実行できたことが､いわゆる

政府主導型の経済成長を可能にしたO一方中国政府は､その主たる財棟として国有企業の

剰余金をあてる体制をとってきた｡しかし､現在では､大中型国有企業の大半が赤字経営

に陥っていることもあり､中央 ･地方を問わず財源の伸びは経済の成長率に比べ非常に低

いものとなっている｡他方､集体経済単位 (郷鎮企業を含む)の進展は著しいものの､税

制が完備していないこともあり､税収の大幅な増加にはつながっていない｡図1-1 (右

目盛)には､粗生産値に占める中央政府の歳入のシェアの推移が示されている｡ 改革 ･開

放政策以降､粗生産値の伸びが著しい一方で財政収入は低下の一途をたどっている｡ この

ため､一部の優良大中型国有企業と集体経済単位の資金力が強まるものの､歳入の低迷が

政府財政力を今後一層弱めるものと予想される.

日本において企業の環境対策が早い時機に進んだのは､住民の環境意識の向上､企業の

環境改善努力に加え､政府および地方自治体が､①公害対策設備導入に対する税法上の優

遇措置､②低利子 (または無利子)による融資､③すでに生じてしまった公害に対しては

公共事業としての環境回復事業の実施など環境改善に必要な費用の公的負担を積極的に行

なったことにある｡ 図1-2 (右目盛)が示すように､日本では､国民総生産に占める国

税および地方税のシェアの維持されていることから､政府には環境対策を推進するための

財政能力が存在した｡中国では経済成長が進むなかでの継続的な財政力の低下が､財源に

裏付けされた積極的な環境政策を推し進めること-の大きな障害となる公算が高い｡

5 細鎮工業の環境問題

郷鎮政府が積極的に郷鎮工業の経営に乗り出したのは1970年代後半に実施された改革 ･

開放政策以降で､郷鎮工業が生産を急速に伸ばし始めたのは1980年代後半から90年代前

半にかけてであった｡郷鎮政府はそれぞれの集体経済単位の持つ土地と､その労働力を極

力有効利用し､そこの一人当たり所得の改善を目的として郷鎮工業振興に努めた｡労働力
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が郷鉾から都市部-と動く代わりに､比較的に運搬のたやすい原材料を各郷鎮に運び込み､

そこで加工 ｡組み立て等を施し､製品をふたたび各地に送り出す｡発注元が､原材料と加

工技術を供与し､郷鎮工業で加工 ･組み立てを行い､全製品を引き取るという下請け加工

型の生産に従事する場合も多い｡

企業の行動を考えるとき､自由主義国では､その企業が何を生産するかは通常前もって

決まっており､生産を合理的に行うために地理的立地を考えることが工場設立の一つの重

要な要素となる.一方､中国においては､各郷鎮の内に工場を立地させることが必須で､

何を生産するかの決定が重要な選択として浮上する｡立地が郷鎮内に限定されても､農業

生産およびその加工に特化している限り､畜産などの例外を除き､排水､排煙および廃棄

物はさして問題にならない｡しかし､内陸部の農業地帯でしかも排水等の基本的施設が存

在しない場所で工業生産を開始すると､農業用水や地下水汚染が短期間の内にたちまち問

題化してしまう｡

現地調査を通して､郷鎮工業の特徴としてつぎの点が明らかとなった｡第-に､郷鎮工

業の生産の起源を調べると､図4の示すように､文化大革命時代に下放された技術者が持

っていた技術や郷鎮出身の出稼ぎ者が持ち帰った技術をもとに生産が開始されたと考えら

れる例も少なからず見られる｡近年の特徴としては､定年になった国有企業の技術者を雇

い入れたり､現役の技術者を技術顧問として､化学製品やハイテク製品の製造に取り組む

郷鎮工業も増えてきている (表 1)7｡ 第二に､環境規制が強化され､国有企業や都市部や

沿海工業地帯では立地が困難となった製品の生産が､郷鎮工業に対する環境規制が比較的

緩いことを利用して農村部に持ち込まれる例も多い｡第三に､生産設備の立ち上げにあた

っては､国有企業等から中古の生産設備を使うことが多い (表2)｡ この場合､国有企業

で使われていた環境装置などが､その老朽化と運搬費用の制約から､郷鎮に設置される段

階では機能しないことから環境問題を引き起こしやすい｡近年は､郷鎮工業の中には資金

力を持つものがふえ､新品の生産設備を購入する場合も多くなっているものの､多くの場

合､環境対策に十分な配慮がなされているとはいえない (表 3)｡ 第四に､大半の郷鎮で

は､依然農業生産の比重が高いことがあげられる｡通常､郷鎮工業で働く者も､一定面積

の農地の配分を受け､少なくとも家族のうちの誰かが農業生産に従事している｡一部の郷

鏡では､郷鎮企業や郷鎮工業が成功を収め､郷鏡に所属する者の大半が郷鎮企業や郷鎮工

業で働いている｡ このため､不足する農業労働力や工業労働力を他の郷鎮からの出稼ぎ労

働力に依存しているところも多い｡年間収入で比較すると､郷鎮企業や郷鎮工業で働く者

が農業に従事しているものに比べて2から3割高い所得を得ているO 第五に､既に述べた

ように､郷鎮において本格的に工業生産が始まったのは十年ほど前でその歴史が浅いこと

が､郷鎮工業の大きな特徴となっている｡図4の示すように､80年代に設立された郷鎮工

7 図4および表1から3は､竹歳 ･荒山(1998b)から引用した｡
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業が多い｡古くから郷鎮工業をやっているところもあるが､生産物は､非常に簡単な軽工

業品に限られる場合が多いo

6 結語

日本では､環境対策といえば､環境汚染物質の除去装置やより高い環境基準を達成する

ためのクリ-ナ-プロダクションの導入が一般的である｡しかし､郷鎮工業の行動原理を

考慮に入れると､中国における合理的な環境対策は多くの面で日本とは異なることをはっ

きりと認識する必要がある｡ 廃水処理の困難な地域に汚染された水を大量に排水する企業

が内陸部に立地 している場合は､廃水処理施設の利用が可能な他の地域に生産を移すこと

が最も有効な対策で､高度な技術や費用のかかる廃水処理設備を新たに建設することでは

ない｡場合によっては､生産物の大幅な転換や工場閉鎖が必要となる｡ しかし､郷鎮によ

る本格的な工業生産の歴史が浅いことを考えると､一時的な所得の低下は避けられないも

のの､生産物の転換や工業生産から農業生産-重点を戻すことも不可能ではない｡

中国の環境対策としては､ 1)三同時､2)排汚費､3)生産物の転換､および4)工

場移転もしくは閉鎖があげられる8｡ さらに､国務院通達により､中国における環境政策の

基本方針が示され､郷鎮工業の環境対策は､規模が小さく環境対策の改善が進む見通しの

低い､18類 15小の郷鎮工業の操業停止を含む政府主導型の政策が同時進行的に進められ

ている｡実際すでに､この郷鎮工業の環境対策の実施に当たり､18の関連部局 (国務院､

国家環境保護局など)が､組織横断的に 『検査庁』を組織し､地方レベル (県)での政策

の徹底を実施 している9｡これは､急速に進行している環境の悪化を止めるための強硬手段

とも見えるが､｢単位｣制度の影響から工場の地理的配置に無理が生じ易い中国において

環境対策上効率的な工場の地理的位置を促進することのできる環境対策であるとい う側面

を強く持っ｡ 中国において急速に進んでいる郷鎮環境汚染の地域的拡大を抑制するとい う

見地からは､工業生産の立地自体を環境対策の一環として総合的に見直し､地理的立地の

再検討を同時に推進することも重要な環境政策として位置づけられる必要がある｡

より一般的には､環境問題の解決には生産段階における環境技術の向上が不可欠で､企

業レベルにおける環境対策を推進するためには､各企業が環境技術を積極的に開発 し取り

入れて行く必要がある10｡ 企業にとっての環境技術の研究開発や環境対策のコス ト低減を

可能にする政府による補助金が日本で有効に機能 した経験から判断すると､環境関連の規

制の徹底と環境対策の実行をサポー トする行政協力 (補助金制度など)が不可欠であるが､

8詳しくは､荒山 ･厳 ･竹歳 (1997)参照のこと｡中国の環境政策一般については､曲 格平(1997)序章
のⅠが参考となる｡

9 国務院(1996)参照｡

10 ピグー税などの是正措置で経済的効率は改善されるが､環境汚染がゼロになるわけではない｡荒山(1996)
参照のこと｡
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財政状態を考慮すると中国では中央政府にも地方政府にもその余裕はほとんどない｡環境

問題が､地域に限定された ｢公害｣ から､国境を越えさらには地球規模での汚染が問題化

するなかで､中国における環境技術の開発促進 とその国際的移転のための方策が早期に検

討､実施されることが望まれる11｡
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図2-1中国の貿易綾の推移
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図2-2日本の貿易親の推移
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図3-1中国の輸出単価指数の推移(名目ドル建)
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図4郷鎮企業の設立と技術･設備の導入年代
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表 1 現在使用している生産技術 (%)

全体

既存の国産技術 66

最新式の国産技術 19

外国からの技術 3

表2 都市部あるいは国有企業からの中古機械の比率 (%)

全体

0% 44

1～20% ll

21-50% 5

51-80% 0

81/-99% 0

100% 23

表3 今後の環境~技術の開発 ･導入に関する問題点 (複数回答)(%)

全体

技術水準が低い ll

機械設備が高価で 23

ある

運転コス トが高い 44

機械設備の椎持管 5

理が困難

技術の習得が困難 6

特に問題はない ll
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第5章 蹄鎮企業の環境汚染防止 ･保全に関する法律

武漢大学環境法研究所 李 啓蒙

大分大学経済学部 醇 進軍

1 中国線鎮企業の環境汚染の現状

全国の郷鎮企業の総数は､89年に 1862.63万に達し､総生産額が 8402.8億元､工業総

生産額が 6145.7億元で､全国工業練生産額の28.1%まで占めるに至った1｡ 91年には､郷

鎮企業の紐生産額が 1.1兆元でほぼ83年の全国社会練生産額と同じ､工業総生産額が8500

億元で全国工業練生産額の三分の一を占めた2. 92年には､郷鎮企業の数が 2079万､線生

産額が 17584億元で全国社会総生産の 25%以上を占めており､郷鎮企業が上納する税金が

国家税金収入の 20%以上になった3｡ 資料によると､郷鎮企業における生産額が 80-91年

の間に年平均 30.1%上昇しており､90-92年の間に年平均 36.5%増加､93年においては

前年の50%の増加率を達成した4｡

郷鎮企業の発展は､上記のように企業数や総生産額が増加しただけでなく､全国規模で

全面的に展開されてきた｡すなわち､経済発展が目覚しい地域において迅速に発展しただ

けでなく､経済発展が遅れている地域においても急速な増加傾向を示している｡例えば､

湖北省場県は湖北省の西北部に位置する山地の貧困県であるが､85年における郷鎮企業の

数は 405､工業練生産額は 1298万元､全県の工業総生産に占める割合は 14.9%であった

のに対し､91年には総数 7965､工業紐生産額 7796万元､全県の工業総生産に占める割合

は23.2%まで上昇している5｡

また､いくつかの県における郷鎮企業の発展は更に速い｡例えば､軒狂者では 80年か

ら93年の間の郷鎮企業における総生産額の増加率が平均で84%であった6｡

一方､郷鎮企業の発展に伴い､深刻な環境問題も出てきた｡郷鎮企業の職種はすでに 40

を超えたが､そのうち環境汚染の源となっているのは主に郷鎮工業であるO 主要な汚染源

となっている郷鎮企業を業種別に示すと､製紙､染色､電気メッキ､化学工業､農薬､製

革､金属精錬､石綿､コークス製造用炭､硫黄･枇素の製造､煉瓦､陶器､セメント､デ

ンプン加工､及び酒の醸造､船の解体等 10以上のセクターにわたっている7｡

1 ｢中国農業統計年鑑｣1990年｡

2毛文永,資源杯境常用数据手放 中国科技文献出版社 1992年｡

日ChengShenglmiandXuYuylng,OndevelopmentofChina'SagnCulturalmodernization,NB.tuITal
J JJLヽ 1 1 .′■■■′■ヽ■1■ t I

LleSOuL'CeS,No3,1994.
4 誰執 [区域杯境蕃哨坪仇与鼻鏡工止的合理布局]. [杯境保折].1卵5年第3期｡

5LiumiaolongandLi血aohua,AresearchonindustrialdevelopmentinYunxianCountryof
NorthwesternMountainareaofHubeiprovhce,NatuL･alResoumes,No6,1994.
6weiJi且nandXuqingrui,Empiricalstudyonenvironmentalprotectiontechnologicalcapabi出yof
SMEsinChina,Ch'neseEmq').onmentalS｡1-eDCe,No.1,1996,Feb.1996.
7 王健民等. [全国重鎮企亜群境汚染対策研究].江罫人民出版牡 1993年5月｡
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郷鎮企業による環境汚染についての資料に関しては､系統的な統計や観測資料が欠けて

いるB｡ 国家環境保護局が毎年公刊する｢全国環境状況公報｣の中には､郷鎮企業で発生する

汚染物の発生量､排出量､処理及び処分量のデータは含まれていない｡全国的な定期的環

境統計の中にも､郷鎮企業の汚染状況に関するものはない｡

90-91年に国家環境保護局､農業部､国家統計局などが ｢第 1次全国郷鎮企業汚染源調

査｣を行い､約 8万人が参加した｡調査対象の 57.3万の郷鎮企業のうち 36.6万企業が主

な汚染源と見られ､これらの郷鎮企業の総生産額は 1858.3万元であった｡今回の調査の

有効データーとして､1.5億企業の資料がが収集された9｡

調査による分析結果については､以下のように報告されている100

1､汚染源:郷鎮企業の7.7%が汚染蛎であり､これは工業総生産の35.3%を占め､主な

汚染源が全体の4.9%､工業総生産の19.1%を占めていることが明らかになった｡

2､汚染物排出量 :

1)廃水排出量:郷鎮企業廃水排出量が 18.3 トンで全国工業廃水排出量の 6.7%であ

った｡廃水の成分について､COD値が基準に達していない廃水が 18.6%､水酸化

物排出量が 15.6%､重金属の排出量が0.1万トンであった｡

2)排出ガス:郷鎮企業全体のデーターはない｡主な汚染セクターの排出量は､1.22

万立方メー トル､その内 S02の排出量が 12.6%､煙塵の排出量が 17.6%､フッ素

化物の排出量が 12.6%となっていた｡

3)固体廃棄物:郷鎮企業の排出総量が0.39億 トン､全国の 42.2%を占めており､主

な汚染源による排出量が0.16億 トンであった｡

4)主な汚染源:調査された郷鎮企業の中で製紙セクターからの廃水排出量 (8億 ト

ン)が全体の 44%を占め､製紙セクターにおける CODの排出量 (108万 トン)は

郷鎮企業全体の 69.7%を占める｡また､煉瓦と陶器セクターの工業排出ガスにお

けるS02の排出量(124万トン)は､全体の56%､煙塵排出量 (201万 トン)は67%

を占めていた｡

5)汚染源の地理的分布:郷鎮企業の汚染腹の大部分が中国東部の経済発展地域､即

ち珠江デルタ､長江デルタ､杭嘉湖平原､東沖唐地区､山東半島､遼東半島に分

布している｡

6)汚染の危害:郷鎮企業から排出される汚染物は濃度が高く､汚染防止や治理(訳注 :

汚染を除去或いは低減させることで､日本語では ｢保全｣が近い意味を持っ｡し

かし､本文では引き続き ｢治理｣ のままとする｡)効果が低いので､土壌､水､農

産物や人間の健康に深刻な危害を与えている｡ 郷鎮企業によって汚染された土地

8 [杯境=作通釈],1996年第6期 (急第221期)0
9 [杯境工作通訊],1996年第6期 (息第221期)｡
10刈定票, [試稔多換金並的生志可持錬笈展]. [杯境保折],1996年第6期 (息第224期)0
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の面積は 2000万ムー11｡ 1992年の衛生部による調査結果に依れば､農村地区住民

の死因(1991年当時)は 1位が呼吸器系統の疾患(10万分の157.06)､2位は悪性腫

癌(ガン)(10万分の 101.39)､3位は脳卒中(10万分の 97.51)で全て環境汚染と関

係があるO貴州省務JH県水銀の土法精練に従事する農民のうち 97%の人に､水銀

中毒の症状が見られる｡

今回の調査はサンプルであり､多くのデーターが各地域の郷鎮企業の製品､産業や排

出汚染係数によって推算されたものである12｡ 例えば､郷鎮染色工業の廃水の排出調査の

データは､加工紡績晶 1トンにつき廃水排出量が約 200トン､生産量 1万元につき廃水排

出量約 180トンという基準をもとに推測･算出されたデータである130

郷鎮企業の汚染統計データーがかなり不足している状態を改善する為に､国家環境保護

局､農業部などは､96年から97年までに ｢第 2次郷鎮企業汚染源調査｣を行うことを決

定した｡更に､96年からの環境統計制度改革の一部として､郷鎮企業汚染状況の調査を日

常環境統計の範囲に取り込んでいる14｡

また､幾っかの地方では､すでに郷鎮企業の汚染統計作業を開始している｡東部経済発

展地区の広東省の統計によると､1994年に全省の郷鎮工業における主要な業種の郷鎮企業

から排出される廃水の量は 14,339万 トンで､そのうち排出量が基準に適しているものは

6,911万トン､基準達成率は48.19%(全国平均達成率は 54.67%)であり､工業排出ガスの

排出量は 114,420万立方メートルで､全省の工業排出ガスの排出総量の 17.6%を占めてい

た｡また､郷鎮企業の廃水､排出ガス､固体廃棄物の処理率､基準達成率､環境保護設備

の完備率と運転率は､全国と全省の平均値より低く､汚染物の処理技術は遅れていた｡さ

らに､省内で重大な環境汚染を理由に閉鎖或いは操業停止の処分を受けた郷鎮企業は 172

あり､これは重大な環境汚染を理由に閉鎖或いは操業停止処分を受けた企業総数の 64%を

占める15｡

中部の湖南省楼底地区には1994年に2.8万の郷鎮企業があり､5年間の平均増加率は26%､

5年間平均廃水排出量は全地区の工業廃水排出量の 23%､5年間平均のガス排出量は全地

区の工業排出ガスの31%､工業固体廃棄物の 5年間平均発生量は全地区の工業固体廃棄物

の 39%を占めている16｡ 同じく湖南省の株州地区には､1994年に 10,579の郷鎮企業があ

り､その廃水の年排出量は2168.46万トン､排出ガスの年排出量は54.75億立方メー トル､

廃棄物の年発生量は 169万 トンで､このうち危険廃棄物は 22.16万 トンであった｡また､

これらの郷鎮企業の廃水によって汚染された河川の流域は 239キロメー トルに及び､影響

11王松需 [自然資源利用葛生志短節系統]中国塩析科学出版払 1992年.
12同注4｡
13同注了｡
14 [杯境工作通訊]1996年第2期 (息第 217期)｡
15 李四清 [｢京多槙工此汚染加刷上 [杯境〕1996年第3期｡
16 夢教恩等 [引導多槙企地米展 保酔生姦杯境],[杯境]1996年第 1期｡
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を与えた農業用地面積は 14,451ムーに達し､なかでも製紙業を営む 66の郷鎮企業から排

出された廃水は494万 トンあり､郷鎮企業のなかでも主要な汚染業種とされた17｡

西部の内モンゴル自治区の鳥海地区では､1994年における中国の伝統的なコークス製造

工場数は 217､コークス製造釜は 1592座､コークスの年産量は 57万トン､石炭の消耗量

は110万トン､排出ガスの年排出量は3.85億立方メー トル､粉塵は2.5万トン､2酸化硫

黄は2.3万トン､ベンゼン系物質は 147万 トン､シアン化合物は 560トン､シアン化硫酸

塩は 400トン､フェノールを含む廃水は 80万トン､酸性廃水は 1500トン､コークス油は

3.9万 トン､CODは6,160トンあった18｡

郷鎮企業は重大な環境汚染をもたらすだけでなく､資涯を浪費し社会に損失を与えてい

る｡ 例えば､1988年､郷鎮企業の鉱山における鉱業製品の生産量は総生産量の 3分の 1を

占めていたが､総合回収率は 10%しかなかった19｡ 雲南省における燐の埋蔵量は全国第 2

位でこれは全国の埋蔵量の 19.9%にあたり､1991年に同省の 124の郷鎮憐鉱山から採掘

される燐鉱石は､全省の憐鉱石の採掘量507万トンのうち郷鎮企業は283万 トン､55.82%

を占めていた｡しかし､同省の燐鉱採掘における総合利用率は低く､その浪費による損失

は驚くべきほどである｡採掘の際には燐の豊富な 1級の鉱石だけを選び､燐の含有量が少

ない 2,3,4級のものは捨て去っている｡ 1トンの 1級品の鉱石につき2級以下の鉱石を

平均して 3595トン捨てているため､郷鎮鉱山が廃棄した利用可能な鉱石は 1991万トンに

のぼる20｡

このように､現時点では郷鎮企業の環境汚染が適切にコントロ-ルされていない為に､

郷鎮企業による環境汚染はその悪化の速度を増し､全国に蔓延する傾向が見られているの

である21｡

2 線鏡企業に対して環境保護を実施する上での困難

郷鎮企業による汚染の程度は重大で､その範日削ま広く､汚染をコントロールし､監督管

理を実施することは､非常に困難である｡ その主なポイントは､次のように上げられる｡

1)都市周辺部に集中し高度に発達した少数の郷鎮企業を除き､ほとんどの郷鎮企業は農

村に散在しており､ "一面に咲く花"と呼ばれる状況になっている｡このように郷鎮

企業は企業数が多いのにも関らず､政府の環境管理部門には従業員､資金などが不足

しているため､全面的に郷鎮企業の汚染をコントロールする能力はない｡県級環境保

17郭企椴 [多換金亜汚染的思考], [杯境]1995年第10期｡
18 朱豪速 [鳥海地区小煤各 水土蕉現状渦査覧述].zDnel.MoDgOll'aEn由･onmentPTOteCtlon,Vol.7No.
4,Dec.1995,
19 同注 11｡

20HuangZhongquan,Thepresentstatusofphosphateindustry,problemsandcountern1eaSureSin
Yuananprovince,Natal.alResoul･CeS,No.3,1994.
21 全国クリーン生産業務座談会における王揚祖国家環境保護局副局長の講義｡
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護部門を見てみると､全国で3分の1の県には独立した環境保護部門がなく､通常勤

務している.人員は数人しかいない 22｡ 内モンゴル自治区の面積は 118万平方メー トル

あるが､自治区内の環境保護工作人員は1995年時点で2,113人(環境観測や科学技術

作業員 1090人を含む)しかおらず､大部分は自治区の首府やその他の大都市に集中し

ており､県親で独立した環境保護部門を置いているのは 1県だけである23｡このよう

な政府の環境保護部門における能力不足は､姉鎮企業の環境汚染が制御できない原因

の一つとなっている｡

2)郷鎮企業は数が多く､規模が小さく､生産設備のほとんどが国有大･中型企業の設備

改善に伴い移転されたもの､或いは汚染規制が厳しくなった地区から移転されたもの

であるために24､その設備は老朽化しており､技術水準も低く､エネルギー効率が悪

く､原材料や資版の消費量が多く､廃棄物や汚染物の排出量やその種類も多い｡この

ように郷鎮企業は､資源を大量に消耗し､粗放な経営による発展方式を特色としてい

るのである｡しかし､現在の段階で郷鎮企業の集約化経営による発展を企図し､現代

化を実現させようすることは､時機尚早である｡汚染の拡散と移転を制御.し､郷鎮企

業の技術水準と設備水準を向上させることは､郷鎮企業にとって伴に難題であるとい

える｡

3)郷鎮企業は汚染防止及び治理(汚染を除去或いは低減させること)の能力が極めて低い｡

郷鎮企業は経済力と技術水準が低く､企業が個別に資金を投入して汚染を防止･拍理

することは大変困難であり､また管理者と作業員の教育水準が低く環境保護意識も蒋

いため､環境保護のための投資を進んで行おうとしない｡また､郷鎮企業は分散して

存在しているために､汚染物の集中処理も困難である｡漸江省の研究者の研究によれ

ば､技術設備の新しさ､情報の獲得と採用､技術者のレベル､及び技術管理と人事調

整という4つの側面から郷鎮企業の環境保護能力について調査と評価を行った結果､

郷鎮企業の環境保護能力がおしなべて低いことが明らかとなっている25. 一方､広東

省の調査の中でも､郷鎮企業の環境保護設備の配備率と汚染処理率､及び目標基準達

成率も国有大･中型企業に比べて低いことが明らかとなっている260

4)政府の管理が軟弱である｡多くの地方で､特に県､郷鎮レベルにおいて､郷鎮企業は

地方財政の主な収入鯨としてその地方の経済を支えている主役(環境を汚染している

郷鎮企業の生産額が､全国郷鎮企業の総生産額の 75%を占めている)であるために､

221995年7月に開かれた ｢全国地方環境保護機構改革検討会｣における解振華国家環境保護局局長の講
義より｡

23異国忠 [在全区杯保工作会規上的餅活]. [内蒙古杯保],InnerMongoliaEnvironmentalProtection,
Vbl.8No.1,1996,mar血.
24[中国帯境判 1996年1月25日0
25同珪6｡

26同珪15｡
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地方政府が不正な保護措置をとっている27｡ これは郷鎮企業による環境汚染がますま

す深刻なものになる最も重要な原因である｡

5)中央 ･地方政府が国有企業や､大都市の環境問題を重点にして環境汚染の防止･拍理

を進めている為に､中央及び地方政府における環境法は､郷鎮企業に関する規定が少

なく､内容も簡単で､実効性にかけている｡ 立法におけるこのような問題点は､郷鎮

企業に対する環境管理を困難にしており､郷鎮企業の汚染がコントロールを失ってい

る主要な原因の一つとなっているO

3 鱒鎮企業による汚染の防止･治理に関する現行の法律規定

中国における郷鎮企業による汚染の防止･拍理に関する法律規定は､以下の3つの規定

から構成されている｡

- 『環境保護法』や環境汚染防止･拍理の法律における一般規定

- 郷鎮企業に対する専門の環境管理規定

- 労働法や鉱産資源法､土地法などの各法律､法規における相関規定

1)適用可能な郷鎮企業による汚染の防止･拍理に関する一般規定

『環境保護法』､ 『大気汚染防漕法』､ 『水汚鞄防漕法』､ 『固体廃棄物汚染環境防漕

法』等の汚染防止･滑理に関する法律及び法規では､汚染の防止と拍理に関する一般法律

原則や法律制度､法律措置が規定されており､それぞれ郷鎮企業における汚染の防止･治

理にも適用されている｡その中で特に重要な意義を持っものを以下に挙げる｡

1.環境影響評価や環境影響報告書に関する規定｡国務院環境保護委員会､国家計画委

員会､国家経済委員会によって 1986年 3月に制定された 『建設プロジェクト環境保

護管理弁牲』は､環境影響評価制度が郷鎮企業に適用されると明確に規定している｡

郷鎮企業は､環境影響報告書の申告審査制度を受けねばならず､小型の郷鎮企業は

環境影響報告表を提出しなければならない.しかし､この制度は郷鎮企業の中で-

般に施行されるには至っていない28｡

2. 『三同時』制度｡この制度も､まだ普遍的に執行されてはいない 290
3.汚染排出申請登記制度｡この制度は､一部の地域においては施行されている. 例を

挙げると､江蘇省では､郷鎮企業に対して既にこの制度が実施されている30｡

4.汚染物排出の総量規制制度｡国務院における承認を経て､中国の "九五"期間(96年

から 2000年)に全国でこの制度が実施されることになっている｡国家環境保護局の

27同庄10.

28同庄 4｡

29 同注7､15､16､170
30中国杯境拒.1996年 1月2日o
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実施方針に基づき､郷鎮企業における汚染物の排出に対しても総量規制が実施され

る｡1995年 8月､国務院は｢唯河流域水汚染防拍暫行条例｣発布し､その中で推河流

域のあらゆる企業 (郷鎮企業も含む)に対して汚染物の排出に対して総量規制を実

施することを規定した｡

5.排汚費徴収制度

6.環境汚染を防止･拍理する為､企業に対して期限付きの汚染防治･拍理命令を出し､

場合によっては閉鎖､操業中止等の措置を取る制度｡国務院は 94年に､河南省､安

徽省､山東省､江蘇省の4省において､唯河流域でパルプの年産量が 500 トン以下

の小型化学パルプ製造設備を持っ工場(全部で 999工場)をすべて閉鎖する決定を下

し､閉鎖の最終期限は96年 6月 30日24時とした｡国家環境保護局の計画では､粧

河流域の年産 5000 トン以下の小型製紙工場を全て閉鎖した後､全国の小型製紙工場

に対しても同様の措置を取り､将来は規制範囲を年産 5000トン以上 1万 トン以下の

製紙工場にまで広げる予定である｡ 国家環境保護局は 96年 6月に､1万 トン以下の

小型化学パルプ製造設備を導入することを禁止する通知を出している｡

96年 5月に修正された｢水汚染防漕法｣の規定では､｢国家は水汚染の防止･治理施策のな

い製紙､染色､製革､電気メッキ､精油､農薬製造及びその他の重大な水質汚染をもたら

す小型の企業の新規設立を禁止する｣(第 23条)とされ､違反者に封しては閉鎖する処置を

取ることが規定されている(第51条)0

また､この修正後の｢水汚染防拍法｣では､水質を著しく汚染する遅れた生産技術や遅れ

た生産設備に対する淘汰制度を取り入れ､採用を禁止された技術と設備は定められた期限

内に使用を停止しなければならず､他人に譲渡することを禁止する(第22尭)ものとされ､

違反者に対しては工場閉鎖､操業停止の処置がとられることとなった(第50尭)0

94年に修正された｢大気汚染防給仕｣や 95年に制定された｢固体廃棄物汚染環境防漕法｣

においても同様に規定されている｡

新しい｢大気汚染防漕法｣においては､酸性雨抑制地区と二酸化硫黄抑制地区の画定につ

いて規定され(第 27条)､郷鎮企業による大気汚染を制限するように作用している｡

2) 郷鎮企業による汚染の防止･治理に関する専門規定

1984年に制定された｢郷鎮･街道企業に対する環境管理の強化に関する規定｣によって､

郷鎮企業による汚染の防止･拍理に関する全面的な規定が作られた｡ その主な内容は以下

のとおりである｡

1､企業発展方向の調整O郷鎮企業は当地の政府の統一的な指導の下､地域の資源､技

術､及び環境条件に合わせて､全面的に企画し､合理的に調整しなければならない｡

その土地に適した汚染の無い､若 しくは少ない業種を発展させる必要がある｡自然

環境の中で容易に分解されず､生物体内に蓄積する劇毒汚染物と発がん性物質を含

38-



む製品の生産と経常に関してはこれを禁止する｡ 例えば､水銀製品､批素製品､鉛

製晶､放射性製品､ペンジダイン､塩化ビフェニール(PCBs)､6塩化ベンゼン､DDT

等を含む製品がこれに当たる｡郷鎮企業が深刻な汚染を引き起こす生産項目､例え

ば石綿製造､中国の伝統的な方法による硫黄製造､電気メッキ､製革､パルプ製紙､

牲号の伝統的な方法によるコークス製造､漂白､精油､非鉄金属の製錬､燐系の肥

料や染料生産､及び騒音や振動が著しく住民に危害を加える工業に従事することは

許されない｡すでに操業されているものについては調整を行い､分類して閉鎖､操

業停止､併合､移転などの措置がとられる必要がある｡閉鎖や操業停止がどうして

も困難なものについては調整､改善を行い､定められた期限内に､国家の若しくは

地方の環境基準に達するよう指導する｡｢三廃｣(排出ガス､廃水､固体廃棄物)を排

出する郷鎮企業からは､国家の基準に従って排汚費を徴収する｡

2､郷鎮企業の場所を合理的に選択すること｡ 都市の風上､住民が密集して居住してい

る区域､水源保護区等法律で保護することが規定されている区域内には､環境を汚

染する郷鎮企業を建設してはならない｡既に建設されているものに対しては､断固

として閉鎖､操業停止､併合､移転の措置をとるべきである｡

3､新たな汚染源を厳格に抑制する｡新規､改善､拡張､或いは生産品を変更する郷鎮

企業は､必ず国家の規定を遵守し､｢環境影響報告表｣に必要事項を書き込み､県親

環境保護部門がそれぞれの郷鎮企業の主管部門と共同で行う審査を受けていなけれ

ば､当地の計画委員会や農業事務室などから建設許可を受けられず､銀行からも融

資を受けられない｡また､｢三同時｣規定を実行せず環境を汚染した企業は､経済責

任と法律責任を追及される｡ 鉱物や文化財､水､土地､森林､草原､生物､風景を

破壊する活動は厳格に禁止する｡有毒､有害製品を汚染防止設備のない郷鎮企業に

委託して生産することも厳格に禁止する｡

4､郷鎮 ･街道企業に対する管理･指導を強化する｡郷鎮企業所在地の県､郷(鎮)と主管

部門の主要な責任者は､当該地区の､当該部門の環境保護業務に責任を負い､郷鎮

企業の発展における指導を強化し､当該産業発展の方向を調整し､合理的な姉鎮企

業の配置を進め､深刻な環境汚染事件については真剣に処理を行うべきである｡各

地の環境保護部門､工商行政管理部門､及び企業甲主管部門は､規定に基づいて郷

鎮企業に対する定期的な検査を行うべきである｡

｢郷鎮･街道企業に対する環境管理の強化に関する規定｣の実施については､いっまでも

管理する者が任意に決定するという状態であるべきではない｡現在までのところ､これ以

外に郷鎮企業による汚染防止･拍理の規定をしているものは､この｢規定｣と重複した内容

を持っもので､その範囲を出るものではない｡目下のところ､国家環境保準局が｢郷鎮･街

道企業に対する環境管理の強化に関する規定｣に基づく｢郷鎮企業環境管理条例｣の草案を

作成中である｡
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3) 村･韓の建設用地に関する法律規定

『土地管理法』及びその実施細則では､柑･鏡における建設用地の問題について比較的

詳しく規定している｡村･鎮建設においては､合理的に配置し､土地の節約原則を制定す

るべきであるとされている｡農民の住居の建設､村･鎮企業の建設､柑･鎮公用施設の建設

などの建設活動においては､法律の規定に基づいて級別の人民政府の許可を受け､建設計

画を実行しなくてはならない.秤.･鎮企業の建設用地は､必ず厳格にコントロールされね

ばならず､併せて用地基準の規定も作られるべきであるとされる｡地方各級人民政府は､

漸く鎮)村建設用地コントロール指標を制定することが出来､-線上の人民政府の承認を受

けることとされている｡

4)村･鎮企画作成に関する規定

村･鎮企画は村･鏡の建設と発展を指導する基本的な根拠となるものである｡科学的な村･

鎮企画は相や鏡における合理性な土地利用と､村･鏡の産業の合理的な配置を嘩証し､村･

鏡における生産､生活環境を改善し､農村経済と社会の発展に少なからず貢献するもので

ある｡

国務院は93年 5月 7日に､｢村荘と集鏡の企画作成管理条例｣を頒布し､村･鎮における

企画の作成について全面的に規定した｡この｢条例｣では村･鎮企画を編制するに当たって

の原則を以下のように規定した｡

1､国家レベルでの経済や社会発展企画と各地域の経済発展の現状に基づく要求を結び

つけ､自然環境､資源や歴史状況を考慮した総合的な建設プロジェクトにすること｡

2､短期的な発展と長期的な発展との関係をうまく調整し､村･鎮にあう規模や速度を考

慮した基準の制定､経済発展が農民生活水準と相応するように努める｡

3､合理的に土地を開発し､できる限り土地を節約して使用すること｡

4､生産に実利があり､生活が便利で､住宅と郷(鎮)柑企業及び公共施設が合理的に配

置され､農村の各方面における順調で協調的な発展を促進すること｡ また､将来の

発展のために適当な余地が残されていること｡

5､生態環境を保護､改善し､汚染や公害を防止･拍理することで､衛生的な農村､郷鐘

を作り上げること｡

村･鎮企画は､村荘･集鋲の総体的な企画と村荘･集鎮建設企画の二種類に分けられてい

る｡前者は､村荘･集鍵の行政区内の配置計画と相応する各方面の建設の練合的な企画で

あり､その主な内容は交通､水･電気の供給､郵便局､商業地の配置､緑化等の生産 ･生

活基本施設の配置に関る企画である｡ 後者は､総体的な企画の基で行われる具体的な

Projectsに関する規定であり､主な内容は住宅､郷(鎮)村企業､郷(鎮)村公共施設､福祉

事業に関る配置や用地面積､関係する技術や経済目標､建設プロセス等の企画である｡
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5)村荘･集鏡における住居､公共施設､衛生管理に関する規定

｢村荘･集鏡の企画作成管理条例｣は､村荘･集鏡における建物､公共施設及び環境衛生管

理について詳しく規定している｡ すなわち､個人､企業には村荘･集鏡の公共施設を保護

する義務があり､任意に改装､破壊してはならない｡徴収される ｢都市の維持 ･建設税｣

は､村荘･集鎮の公共施設の修理 ･建設専用に使用されることと規定され､他の目的での

使用が禁止されている｡また､いかなる個人､企業も村荘･集鎮の景観 と衛生を維持する

べきであり､糞尿やごみ､芝や草は正しく処理し､草花や樹木を保護し､環境美化に努め

るべきであるとされている｡

6)郷鎮の労働環境に関する法律規定

労働環境保護に関連する主要な法律は､｢工場安全衛生規程｣､｢企業安全生産工作に関

する国務院規定｣､｢珪素塵の危害を防止する工作管理弁法｣､｢鉱山安全条例｣､｢鉱山安全

監督条例｣､｢粉塵防止､毒防止工作に関する国務院決定｣､｢安全生産に関する国務院緊急

通知｣､｢姉鎮企業における労働環境保護工作に関する規定｣､｢郷鎮企業労働衛生管理弁法｣､

｢塵肺防止･滑理条例｣､｢放射性同位元素及び放射線装置防止･保護条例｣､｢倉庫防火安全

管理規則｣､｢港湾石炭灰防拍規定｣､｢鉱山安全法上 ｢炭坑の乱採掘を阻止し､炭坑の安全

生産を確保することに関する意見の通知｣及び｢労働法｣等がある｡

現行の労働環境を保護する法律規定の範囲は､2種類に分けられる｡1つは､室内の労

働環境を保護､改善する法律規定､もう 1つは､室外における労働環境を保護改善する法

律規定である｡

7)室内労働環境の保護と改善に関する法律規定

室内労働環境の保護と改善に関する法律規定の目的は2つあり､1つは安全な生産を保

障すること､もう 1つは労働者の健康を保障し､職業病を防止し､環境汚染を防止をする

ことである｡

1､安全生産の保証に関する規定

工場内部の構造と人員､設備-の配慮について､ 『工場安全衛生規定』において詳しく

規定されている｡

『企業の安全生産工作の強化に関する規定』は､安全生産の責任制､安全生産の実施計

画､安全生産に関する教育､安全生産に関する定期検査､死傷事故の処理などに関する基

本的制度を規定している｡

87年 7月に郷鎮企業を対象にした､ 『郷鎮企業における労働環境保護の強化に関する規

定』が制定､実施された｡その中では､労働契約書の労働安全保証内容､企業経営者の安

全生産に対する責任､企業安全保証部門の設立､労働者自身の権利などについて詳しく規
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定された｡

2､労働者の健康の保障､職業病の防止､環境汚染の防止に関する規定

『郷鎮企業労働衛生管理弁牡』では､郷鎮企業に対する政府の監督責任を明らかにされ､

郷鎮企業の創設､運営における安全生産や労働衛生の実施の位置付けを明確にされ､ ｢三

同時｣制度の適用範囲に関しても具体的に規定された｡

『塵肺防止･拍理条例』は､国務院が発布した条例であり､粉塵を出すあらゆる企業･事

業単位に対して適用されることとされている｡ここでは､職業病の予防 ･治療についてや､

工場設備 ･生産方法における塵肺予防基準､予防設備､監督機関の設立や運営などについ

て規定された｡

『労働法』は､労働者の健康保証､職業病の防止に関する基本法である｡ この法律の第

6章では､労働安全と衛生について専門の規定を設けている｡ また､各親人民政府に死傷

事故と職業病の統計報告と処理制度の制定を行うよう要求している｡

8)室外労働環境の保護と改善に関する法律規定

室外労働環境の保護と改善に関する法律規定の目的は､安全生産を保証することと､労

働者の健康の保障､職業病の防止､環境汚染の防止のほかにも､生態系の保護も組み入れ

られている｡その主な内容は以下のようになっている｡

1､クリーン工場に関する規定 :

『化学工業基本建設環境保護管理暫行規定』では､廃水､排出ガス､煤塵中の有害物質

の含有量に関する基準と､廃棄物や汚泥の適切な処理に関する基準について規定されてい

る｡また､ 『冶金工業環境管理に関する若干の規定』では､クリーン工場における 4条の

基準を規定しており､その中には工場-の晴潔化や緑化などの内容が含まれている｡

2､工場地区の配置に関する規定 :

『非鉄金属工業環境保護設計規定』第 15条では､最も汚染危害が大きい汚染源を生活

地区から距離をおいて配置し､できる限り排気ガスの拡散を考慮に入れるべきであるとし

ているoまた､工場内部では相互汚染を出来る限り避け､風向きも考慮に入れた配置に心

がけること､また､工業地区と生活地区の間に緑化防護帯を設けることなどを規定してい

る｡

3､工場の緑化に関する規定 :

『冶金工業環境管理に関する若干の規定』では､生産による廃棄物の排出方法 ･標準､

工場内部の緑化などについて規定し､環境や人間の健康の保全を強化するよう規定してい

る｡ 『石炭鉱業環境保護設計に関する若干の規定』や 『非鉄金属工業環境保護設計規定』

でも､各産業の特色に基づく緑化について規定している｡

4､防塵に関する規定 :

『非鉄金属工業環境保護設計規定』と『港晴煤塵防治規定』では､作業中の汚染防止に
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関して規定している｡

5､鉱山の安全生産と環境保護に関する規定 :

『鉱山安全条例』､ 『鉱山安全監督条例』では､生産活動に関する基準と労働者の労働

環境に関する安全基準を規定している｡ 『鉱山安全法』は安全生産管理､開発の安全保障､

鉱山企業の安全管理､鉱山事故の処理に対して詳しく規定している｡

(釈 :安 棋 ･桜井 次郎)
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第6章 賭鎮工業環境汚染の構造およびその地域分布

- 1995年全国藤蛙工業汚染源調査結果を中心に

大分大学経済学部 醇 進軍

l はじめに 中国の奇跡およびそれに伴う環境問題

中国は1978年から改革開放改革を実施し､20年連続平均 10%のGDP成長率を遂げ､

経済発展を大成功に導いた｡その驚異的な経済成長の要因は､主として対外開放による外

国資本の効果的な利用と農村改革による郷鎮企業の発展にある｡ しかし､80年代後半以来､

中国の経済発展を支える郷鎮工業には環境問題が発生し､深刻な問題となっている｡本稿

は､国家環境保護局等の機関が実施した 1995年 ｢郷鎮工業環境汚染源調査｣(以下 ｢汚染

調査と呼ぶ｣)およびわれわれが実施したアンケー ト調査の結果の分析を■中心に､郷鎮工

業環境汚染の現状､その産業別の構造､地域分布を解明する｡また､経済モデルを利用し､

郷鎮工業環境汚染の要因､メカニズムを検討した上で､環境対策を論じるD

本稿は六つの部分から構成されている｡第2節では中国の経済発展における郷鎮工業の

役割を評価するとともに､郷鎮工業の環境汚染問題およびその新たな進展を指摘する｡第

3節では郷鎮工業環境汚染の構造 ･地域分布を分析し､その環境汚染のメカニズムを解明

する｡ 第4節では郷鎮工業環境汚染の要因と対策について検討する｡第5節では経済モデ

ルを利用し､郷鎮工業環境汚染の経済学的分析を行う｡

2 姫島工業の驚異的な発展とそれに伴う環境問題

i｢中国の奇跡｣およびそれに伴う環境問題
東アジアは 1970年代から90年代まで平均8%の成長率で､先進国では数世代もかか

った過程をわずか 20年に圧縮し､経済発展を成功した (義-1を参照)01993年に世界

銀行は ｢東アジアの奇跡｣をタイ トルに､東アジアの経済発展を高く評価した1｡ しかし､

その急速的経済発展に伴った問題､特に環境破壊問題は近年徐々に浮上している｡1994年

に米国のクルーグマン2教授は､東アジアの資本 ･労働集約的資源総動員型の発展が持続出

来ないと非難し､同年､OECI)のデビッド･オコンナ-氏は東アジアの奇跡に伴う深刻な

環境問題を指摘し､両氏とも持続可能的発展の課題を強調した呂｡1997年以来､アジア通

貨危機は発生し､クルーグマンの予言が証明された｡時を同じくして､マラッカ海峡をは

さむインドネシア､シンガポール､マレーシアのかなりの部分が煙霧に覆われ､大きな被

1世界銀行著､白鳥正喜監訳 『東アジアの奇跡』東洋経済新報社､1994年｡

2paulKrugman,"TheMythoftheEastAsialsMiracle,"ForelgnAffairs,No･12,19940
I

3デビッド･オコンナ-著､寺西俊一を劫 訳ゝ『東アジアの環錯視瞳-｢奇跡か裏側｣』瀬棚 1996年〕
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害を出している｡これは ｢東アジアの奇跡｣を遂げたとともに東アジア諸国が払ったコス

ト､また環境破壊を無視した急速な経済発展-の大自然による報復と考えられる｡

表-1 高度成長の持続時期の国際比較

国と地域 期間 年 年平均成長率

日本 1947-58 ll 8.9

1947-73 26 9.7

1958-73 15 9.7

1958-88 30 6.6

1958-93 35 6.1

1973-88 15 3.6

1973-93 20 3.5

1988-93 5 3.0

韓国 1962-77 15 9.6
1962-87 25 9.0

1962-92 30 乱9

1962-95 33 8.8

1977-87 10 8.0

1977-92 15 8.1

1977-95 18 8.1

1987-92 5 8.3

1987-95 日 8.1
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1962-87 25 9.5

1962-92 30 9.0

1962-95 33 8.8

1977-87 10 8.7

1977-92 15 8.0

1977-95 18 7.7

1987-92 5 6.7

1987-95 8 6.6

中国 1978-80 3 9.0
1981-85 5 10.3

1986-90 5 7.9

1991-95 5 12.0
;:::}r::}'.':.-モ::::::::::ll:::..:::_-:_{::.-:::i::::W.-:::I:::::::::i::::::i:-I::::::::T{S:-L;=享-:.:::: :i:::::=fi=:I:'-.-;::::::::::::iI;:::::_I_:'-,I_tr/I.i:.二.I:-_-:::::::::::::::::::::I;--i:i:..i::::::::::::I;'.:==::i--I:=Il等 ;:::::::::::::#::;I::::諺;:::;I:_::;::i:::::;i::i:::;:;:::::;::台≡ ;:;-':.=i=i:i=-::I:::;::-i:::::::≡:::::::-:;:llll:::::::::-I=-.:;:.L}'}':}-::::::::-'::}':;tr,:-L:::::-L:..I.I.'fl'._L_:_''':-.-';J'J~
;i再 等:宅 JfS:式 辞 ;;;;:≡≡:≡≡:占 守 芸 ;;≡亮 輯 萱 ::i:I:I:ri:.:与:韓;;≡諾 …: ,::i:_::_::_::_::.::.::.:::葉.::i=--::::講読:71::-_:iJ::三井学芸:::≡;≡≡≡:≡:荘::;三三三;:拡::_::.:.:.:-:-::

出所 :経済企画庁調査局､｢アジア経済1996｣｡

経済企画庁､｢国民経済計算報告｣､｢現代日本経済の展開 経済企画庁30

年史｣;

中国統計年鑑｣1994､1995､1996年各版より作成｡
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一方､東アジアの一員としての中国は 1978年から改革開放の政策を実施し､20年連続

で年平均 10%の成長率を遂げた (義-1を参照)Oこれは ｢中国の奇跡｣ と呼ばれている4.

しかしながら､東アジア諸国のような環境汚染等の問題も中国では起きている｡ 主な環境

問題､まず､都市の汚染はかなり深刻である｡北京､涛陽､西安､上海､広州の 5つの都

市は､大気観測を行った世界の50都市のうち､深刻な汚染のワースト10にランクされて

おり､ゴミに囲まれた都市は珍しくない｡また水質汚染も進んでいる07大河川のうち約

半数が､程度の差はあるが､汚染されている｡湖沼やダムの富栄養化も進み､大潮､巣湖､

慎池の汚染が最も深刻である｡酸性雨も広がっている｡主に長江以南､チベット高原の東､

四川盆地に発生している｡pH値の最低は長抄の 3.54である｡生態環境の悪化も進んでい

る｡1998年に中国では 100年ぶりの大洪水が発生し､経済発展している長江地域に大き

な災害を与えた｡これらも徐々に顕在化した ｢奇跡｣の裏側の問題ということができるだ

ろう｡

ii 鱒鎮工業の加速発展およびそれに伴う環境問題

中国の経済発展における著しい特徴の1つは郷鎮工業の発展であるo表-2によると､

郷鎮工業の従業員は1978年の2800万人から95年の1億2700万人-大幅に増加しつつ､

工業生産高に占める郷鎮工業の工業生産高は78年の9%から95年の56%に達した｡同期

で､国有企業の同比率は78年の78%から31%に大幅に低下した｡これによれば､郷鎮工

業は中国の高度成長を支える主導部門となっていると言える｡ しかし､郷鎮工業は国有企

業より高い成長率を推持しているが､環境悪化の問題も国有企業より急速に展開している｡

中国政府は､1989年から1992年にかけて郷鎮企業が関わる環境問題に対して詳細な全

国調査を行った｡以下では､この調査報告を取り上げ郷鎮工業の環境汚染の現状を解明す

る｡また､1997年実施した ｢1995年郷鎮工業汚染源調査｣の結果を解説するとともに､

これらの二回の調査結果を比較分析していく｡

(1)19約 年蹄鎮工業環境汚染の嚢態

1)調査対象

調査対象企業となったのは､チベット自治区を除く全国29の省､自拍区､市にわたる57

万1200社 (1989年当時の中国の郷鎮企業全体数の7.80/o).対象企業の紐生産高は1862.81

億元で､中国の郷鎮企業全体の 35.5%に当たる｡ このなかでは ｢汚染産業｣(化学工業や

製紙業のような汚染物質大量排出型産業)に属する企業が36万4400社ある (以下､これ

らの企業を ｢汚染産業｣企業と呼ぶ)0

4 林毅未ほか 『中国奇跡』､三聯出版社､1995年､上海｡
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義-2 中国の工業構造の推移及び郷鎮企業の発展

午 工業紐生産高構造の推移 姉 鎮 企 業

国有企業(軸 集団企業(叫 私営､その他(射 郷鎮工業(軸 練生産高(億元) 郷鎮工業(億元) 従業員(A)

1978 77.6 22.4 0.5 9.1 493.1 385 2,827
1979 77.3 23.1 9.0 548.4 424 2,909

1980 76.0 23.5 9.9 656.9 509 3,000

1981 74.日 24.6 0.6 10.7 745.3 579 2,970

1982 74.4 24.8 0.7 ll.1 853.1 646 3,113

1983 73.4 25.7 0.9 10.0 1,016.8 646 3,235

1984 69.1 29.7 1.2 9.9 1,709.9 757 5,208

1985 64.9 32.1 3.0 18.8 2,728.4 1,827 6,979

1986 62.3 33.5 4.2 21.6 3,540.4 2,413 7,937

1987 59.7 34.6 5.7 23.5 4,764.3 3,244 8,805

1988 56.8 36.2 7.0 24.9 6,495.7 4,529 9,545

1989 56.1 35.7 8.2 23.8 7,428.4 5,244 9,367

1990 54.6 35.6 9.日 25.3 8,461.6 6,050 9,265

1991 52.9 35.7 ll.4 32.7 ll,621.7 8,709 9,609

1992 48.1 38.0 13.9 39.4 17,975.4 13,635 10,581

1993 43.1 38.4 1乱5 48.4 31,540.7 23,447 12,345

1994 34.1 40.9 25.0 46.1 42,588.5 32,336 12,018

1995 30.9 42.8 26.3 55.8 68,915.2 51,259 12,862

出所 :中国統計年鑑1996年版｡

2)調査結果

･水質汚染

調査した郷鎮企業全体の年間紐排水量は 18億 トン､そのうち環境保護局が定める排出

基準を満たしていたのは2.8億 トン (給排水量の15.6%)であった｡

また ｢汚染産業｣企業の練排水量は 13.7億 トン､このうち処理されたのは4.1億 トン (処

理率 30.3%)であった｡さらに ｢汚染産業｣企業の排水で排出基準を摘たしていたのはわ

ずかに6億 トン (総排水量の 11.8%)であり､処理した排水で排出基準を満たしていたの

も0.67億 トン (処理排水量の16.20/.)にすぎなかったol

･大気汚染

調査した郷鎮企業全体の年間大気汚染物質の総排出量は 6200億立方メー トル､そのう

ち除塵など､なんらかの浄化処理がされたのは860億立方メー トル (総排出量の 13.7%)

であった｡また総排出量のなかの生産工程での排出量は 3900億立方メー トルであり､そ

のうち浄化処理されたのは1200億立方メー トル 性 産工程排出量の32.0両 であった｡

･固体廃棄物
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｢汚染産業｣ の固体廃棄物は 4926万 トン､そのうちなんらかの処理がされたのは 1599

万 トン (処理率.32.5%)であった｡また､リサイクルされた量は 2207万 トン､リサイク

ル率は44.8%であった｡

･環境規制の遵守状況

環境アセスメント実行率は調査企業全体で 22.7%､｢汚染産業｣企業では 19.0%であっ

た｡また､新規プロジェクトの環境保全考慮を規定する三間時制度の実行卒は調査企業全

体で 14.4%にすぎず､｢汚染産業｣.企業ではわずかに 11.6%であった｡ さらに､汚染物質

排出課徴金である排汚費の支払い額は､調査企業全体で 1億 6925万元､そのうち ｢汚染

産業｣企業が支払ったのは1億 1133万元であった｡

･汚染事故､操業停止､賠積金および罰金額

汚染事歯数は調査企業全体で 2550件であり､｢汚染産業｣企業では 1991件あったoま

た､環境汚染による操業停止企業は､調査企業全体で 5190社 (中国全体の操業停止企業

総数の 5.74%)あった｡企業が支払った賠償金および罰金額は調査企業全体で 2103万元

であり､｢汚染産業｣企業が支払った賠償金と罰金はそれぞれ 1443万元と174.万元であっ

た｡

3)構造的な問題

これらの調査結果から､以下のような郷鎮企業特有の構造的な問題を報告書は指摘して

い る｡

･経済成長優先の弊害

郷鎮企業においては､雇用および現金収入の増加による貧困解決が最重視される｡した

がって､資金､原材料､エネルギー不足の状況の下で､短期的な生産量や売上高の増加を

追求するために環境保全がどうしても軽視される｡

･農村企業および中小企業としての制約

一般的に郷鎮企業は小規模であり､技術水準も低い.一方､その汚染源は地理的に多岐

にわたり､環境汚染物質の分布は広く速い｡水貝武存量などの環境容量が小さい地域では局

地的に深刻な被害が出やすい｡また､都市部での操業が困難になったいわゆる公害企業が

農村部に移動してきている｡

･環境管理体制の不備

国の政策のなかで ｢農村の環境保全｣に与えられている優先度が低い｡また環境保全に

対する意識や教育レベルが農村では高くない｡さらに環境法規や汚染状況のモニタリング

体制などの環境保全管理体系が農村では整っていない｡

(2)1995年の牌軽工業汚染の進展

1995年､中国は2回目の郷鎮工業汚染源調査を行った.その概要は表 -3に表示してい

る｡
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衷-3 1995年姉鎮企業汚染鯨調査の概要

項 目

調査年次 1995年

調査実施期間 1996年1月から11月まで

調査の対象 全国31省､自治区､直轄市の汚染郷鎮工業

調査内容 ①汚染の基本状況 ②汚染物の排出 釦 号数の対策 ④環境政策の整備

調査の実施者 国家環境保護局､農業部､財政部､国家統計局

調査の規模 121.6万社:全体の16.9%oうち､郷村工業:25%､村以下工業:75%

調査企業の郷鎮工業練生産高に占める比率:37.6%

調査の方法 不明

調査の組織 中央-省-地区-県-郷鎮-工場-調査員

今回の調査の主な結果は表-4にまとめている.

衷-4 1995年姉鎮企業汚染源調査の結果概要

項目 且旦 全国に対する比率

調査企業数 121.6万社 5.5

調査企業の紐生産高 19260.39億元) 27.9

工業廃液排放畳 59.0日(万トン) 21.0

SO皇 441.12(万トン) 23.9

煙塵排放 849.52(万トン) 50.3

工業粉塵排放 1325.27(万トン) 67.5

工業固体廃棄物(発生量) 3.77(億トン) 37.3

工業固体廃棄物(排赦量) 1.76(億トン) 88.7

上述のように､郷鎮工業は工業全体発展における大きな役割をしている｡しかし､統計

資料によると､郷鎮工業の付加価値は高くない｡1995年における郷鎮工業の付加価値は付

加価値全体の 25.3%しかない｡これは､郷鎮工業はエネルギー多使用で､環境のコス トが

高く､効率が低いということを示している｡

また､工業全体において郷鎮工業が大きなシェアを占めていることと比べれば､郷鎮工

業の環境汚染は全国の環境汚染と比べ､どの程度深刻であるか｡すなわち､郷鎮工業の汚

染は他の企業より深刻であるか｡これは郷鎮工業の役割､およびその評価に関連している

ので､非常に意味がある｡ 以下､全国の環境汚染における郷鎮工業が占める比率でその汚

染の状態および悪さを解明する｡

表-5によると､廃水､S02の指標以外､工業煙塵､工業粉塵､工業固体廃棄物の発生

量､および工業固体廃棄物排出量は全国水準の 50%以上を占め､その汚染の深刻さが分か

った｡
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義一5全国の工業汚染における姉鎮工業汚染の割合

郷鎮企業の

項目 郷鎮工業 県以上の工業 対全国の比率

万トン 万トン %

廃水 221.9 21.0 21.0

SO営 441.1 上405.0 23.9

工業煙塵 849.5 838.0 50.3

工業粉塵 1,325.3 639.0 67.5

工業固体廃棄物(発生量)* 3.8 6.4 37.3

工業固体廃棄物(排出量)* 1.日 0.2 88.7

往.:*は億トンであるo

郷鎮工業発展とともに､80年代後半から中央政府は郷鎮工業の環境汚染問題を重視し､

様々な対策を出している｡ しかし､これらの政策はどの程度が有効であるか､そしてこれ

らの政策により郷鎮工業の環境汚染は減少しているか増加しているかということが二回の

調査結果を比較して明らかになった｡表- 6によると､調査 した指標は全く前回より悪化

した｡これは郷鎮工業環境汚染の深刻さを表し､それに対してより有効な対策の必要性も

示している｡

秦-61995年と1989年肺鎮企業汚染状況の比較

項 目 1989年 1995年 増加率(%)

廃聴 28.8億トン 59.1億トン 120.5

SO営 359.7万トン 441.1万トン 22.6

煙塵 543万トン 849.5万トン 56.5

工業粉塵 470万トン 1325.3万トン 182.0

工業固体廃棄物(発生量) 0.76億トン 3.77億トン 396.0

工業固体廃棄物(排壮皇) 0.27億トン 1.76億トン 5白2.0

出所:中国環境研究院『1995年郷鎮工業汚染源調査資料』CD-ROM版､1998年O
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Ⅲ 捧鎮工業環境汚染の産業 ･地域分布

1 細鎮工業汚染の産業分布
～

郷鎮工業は農村工業であり､技術､機械も古い｡姉鎮工業は製紙､服装加工､セメン ト

製造などに集中し､汚染工業はこれらの産業に多いということである0

表-7､表-8､表-9､表-10は主な産業別の郷鎮工業環境汚染の構造を示している.

秦-7産業別の廃水排出量(1995)

産業 廃水排出量(万トン) 占める比率(%〕

製紙及び紙製品 26.60 45.0

紡織業 5.10 8.6

石炭採掘業 3.20 5.4

非金属鉱物製品業 2.80 5.3

化学原材料及び化学製品製造業 18.30 4.7

その他 59.10 31.0

義-8 産業別の二酸化炭素排出量 (1995)

産業 排出量(万トン) 占める比率(%)

非金属鉱物製品業 220.3 49.94

製紙及び紙製品 34.1 7.74

化学原材料及び化学製品製造業 31.3 7.08

石油加工及び練炭業 25.7 5.84

有色金属精製及び圧延加工業 22.2 5.02-

その他 107.5 24.38

合計 441.1 100.00

義一9産業別の工業粉塵排出量(1995)

産業 排出量(万トン) 占める比率

非金属鉱物製品業 547.0 64.4

有色金属精製及び圧延 66.4 7.8

製紙及び紙製品 56.3 6.6

石油加工及び練炭業 38.2 4.5

化学原材料及び化学製品製造業 ■25.1 3.0

その他 116.4 13.7
合計 849.5 100.0
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義-10 産業別の固体廃棄物排出量(1995)

産業 排出量(万トン) 占める比率

石炭採掘業 0.74 42.0

有色金属鉱採掘.精製業 0.29 16.5

非金属鉱採掘.精製業 0.27 15.3

黒色金属鉱採掘.精製業 0.17 9.7

重金属鉱物製品業 0.08 4.5

その他 0.21 ll.9

合計 1.76 100.0

出所:中国環境研究院『1995年郷鎮工業汚染源調査資料』CD-ROM版､1998年｡

以上の表によると､廃碑の排出は製紙および紙製品業に (45%)､二酸化炭素 (CO皇)

の排出は非金属鉱物製品業 (50%)に､工業粉塵の排出は非金属鉱物製品業 (64%)に､

固体廃棄物の排出は石炭採掘 (42%)に集中していることが明らかである｡このことから､

郷鎮工業の環境汚染は製紙業､非金属鉱物製品業､石炭採掘業に集中している-ことが分か

る｡したがって､姉鎮工業環境汚鞄の対策はこれらの産業に中[け るべ■きと思われる｡

2 韓鏡工業環境汚染の地域分布

表- 11は郷鎮工業環境汚染の地域分布を示している.廃水､二酸化硫黄､工業粉塵､

煙塵等多くの汚染は東部に集中している｡ しかも､固体廃棄物の汚染は中部には厳重であ

り､工業固体廃棄物発生量は西部に集中していることも特別な発見である｡これは中部に

は石炭採掘は多く､西部にはセメント産業が多いことによると考えられるO

義-11産業別の汚染源の地域分布

地域 廃水 二酸化硫黄. 煙塵

排出量 比率 排出量 比率 排出量 比率

東部 32.5 54.9 227.0 51.5 351.4 41.4

中部 17.7 29.9 117.6 26.6 333.9 39.3

西部 9.0 15.1 96.6 21.9 164.3 19.3

合 計 59.1 100.0 441.1 100.0 849.5 100.0

工業粉塵 固体廃棄物 工業固体廃棄物発生量

排出量 比率 排出量* 比率 排出量* 比率

東部 750.0 56.6 0.3 14.8 1.2 31.8

中部 388.2 29.3 0.7 39.2 1.4 37.1

西部 187.1 14.1 0.8 46.0 1.2 31.0

合計 1､325.3 100.0 1.8 100.0 3.日 100.0

52日



問題は何故郷鎮工業の環境汚勤 ま東部に集中しているかであるO 実は東部の経済発展は

中部､西部より進んでお り､郷鎮工業も集中して工場の数が多いのである｡開発経済学に

よると､国内資本が足 りない場合は､外資の導入が必要であるC 一方､地域が大きく､推

進する部門が多い場合は､投資を一部の地域､部門に集中使用することが必要である5｡ 経

済発展の経験によると､MESでは成功した輸出志向の発展パターンが途上国に魅力があ

る｡中国は上述の理論と経験より､対外開放の政策より外資の導入と輸出志向の貿易戦略

を経済発展のエンジンの一つとした｡しかし､中国は広いので､全国同時に外資引導､輸

出志向の戦略の実施が難 しい｡そこで､中国は沿海部を優先に外向型経済発展を行って､

華南モデル (広東､福建省)を形成 した｡一方､珠江三角州地域は郷鎮企業を原動力とし

て発展し､江新モデル (江蘇省と漸江省)を創造 した｡華南モデルと比べれば､江新モデ

ルは自己資本､国内貿易を中心とすることがわかる｡この華南モデル､江斬モデルは中国

経済発展の二つのエンジンとなった｡以上の地域およびモデルはいずれも東部にある｡ 表

- 12によると､GDPの成長､国内総資本形成､外国直接投資､および貿易依存度､いず

れも東部に集中する傾向がある｡これが､郷鎮工業の環境汚染も東部に集中していること

の理由である｡

義-12 三大地域の経済格差

国内総生産 国内資本形成 外国直接投資 貿易依存度

地域 伸び率 シェア 投資率 シェア 外資依存度 シェア 貿易依存度 シェア

全国 13.6 100.0 39.5 100.0 14.4 100.0 42.4 '100.0

･二首 1..こ....:二 ー̀∴: I:III.:-.+.:..: I.ー⊥∵二 I.J二JJ 二:.:,I..:.:

北京 12.7 2.5 52.5 4.0 12.4 2.9 158.8 9.2

天嘩 13.8 1.6 42.7 2.0 24.7 4.1 59.9 2.5
河北 15.5 5.0 27.9 4.2 5.6 1.5 10.6 1.4

遼寧 ll.1 5.5 35.3 5.3 13.5 3.8 32.9 4.7

上海 14.4 4.4 46.7 6.8 19.9 7.8 71.4 8.3

江蘇 17.5 8.0 48.2 9.0 22.4 14.1 25.6 5.4

漸江 19.6 5.9 40.5 7.0 8.3 3.4 25.2 4.0

福建 20.6 3.6 32.5 3.3 51.6 10.9 55.6 5.4

山東 16.3 8.5 30.8 7.0 17.0 7.1 19.7 4.4

広東 18.8 9.5 51.0 13.5 33.5 27.6 163.8 41.3

広西 17.5 2.7 30.2 2.2 17.8 1.8 16.5 1.2

海南 12.4 0.7 64.7 1.2 38.0 2.9 59.9 1.2
≡:::;諺.:三三三;壬宗E:i:::-Tl:1::.,:::;;i:_.i.:I.:I:.-.-:::.Ti.::-:::A::-::-::-::A::A::-::A::'::':¥､-,---:-i-::'.::.:::I::-::-:--㌔-A--A--一諺:-::---i::-_-:-::-_手'三三.::'iI-;:-,=:-_i::JiI_:i.:i.;;'i.:i.;:T.:i:-_=:-:ff::捕:;:二:=:--:I::::+.-.1-/.･-1.I:I::_.I::=こ.-.A.-.1:.ll:::..:::..--.-.-.::::.'.:::.I.-.--~

5触 九m弧1958;dlen町 弧dStrnut､1976.
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内蒙古 9.9 1.5 37.6 1.5 2.2 0.1 10.6 0.4

書林 12.3 2.1 33.4 1.9 8.2 1.1 21.4 1.2

黒龍江 8.7 3.6 26.7 2.7 6.5 1.2 12.6 1.3

安微 18.7 3.3 26.3 2.4 3.3 1.3 7.9 0.7

江西 15.1 2.1 26.4 1.5 8.5 0.8 9.9 0.6

河南 14.8 5.0 27.8 3.9 4.9 1.3 5.6 0.8

湖北 14.7 4.2 27.6 3.5 7.8 1.7 ll.0 1.2

湖南 ll.7 3.8 25.2 2.7 7.7 1.3 8.7 0.9◆◆◆◆◆◆- ◆ ◆-◆-◆◆ ◆ ◆ - .

◆◆◆◆◆◆､
四川 ll.7 6.2 27.4 4.7 7.2 1.5 7.9 1.3

貴州 8.6 1.2 24.8 0.8 3.3 0.2 6.9 0.2

雲南 ll.1 2.2 33.3 2.1 2.6 0.3 12.5 0.7

駅西 10.3 1.9 31.4 1.7 13.5 0.9 13.3 0.ラ

甘粛 10.6 1.0 29.3 0.8 7.4 0.2 8.4 0.2

青海 8.6 0.3 39.4 0.3 0.4 0.0 7.4 0.1

寧夏 9.1 0.3 41.5 0.3 0.4 0.0 9.1 0.1

新彊 10.5 1.5 46.4 1.8 0.9 0.1 10.4 0.4

しかし､郷鎮工業の環境汚染は勿論地域別で進展 しているが､地域内､および省によっ

ても異なっている｡ これは表-13が示している｡
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4 線鏡工業環境汚染の要因と対策

i 要因

環境保護への取組みはけっして遅くないこと､意気込みもあること､環境対策の中身も

日本に遜色がないこと､それなりの成果も挙げられたこと､が以上の分析から明らかであ

ろう｡それにもかかわらず､なぜ環境の悪化を食い止められないのか｡これに関して､環

境悪化の要因を解明する ｢経済優先説｣､｢途上国説｣および ｢環境システム不備説｣等の

仮説がある｡

1つは､中国が相変わらず､先進国の歩んできた ｢経済は優先､環境は第 2｣の道を踏

襲しているという仮説､すなわち ｢経済優先説｣である｡一般論として､経済優先説は説

得力のある仮説である｡なぜならば､どの国をみても､環境汚染は保護を経済発展に優先

させないことに起因するからである｡かつて先進諸国で環境問題が生じたのはそうであっ

たし､現在の先進国､途上国で汚染問題が深刻化しつつあるのもそうである｡ また､技術

進歩があったにもかかわらず､地球温暖化の主要原因物質の二酸化炭素排出量が､各国で

増えっづけているのも経済優先の結果といえよう｡

しかし､経済優先説を中国について検証してみると､それが適切ではないことは明らか

である｡ なぜならば､この仮説は､中国政府の環境保護-の取組みという事実を説明でき

ないからである｡｢経済優先｣ならば､1人当たりGDPがわずか 664ドル (1996年､為

替レー ト換算､｢中国統計年鑑 1997年版｣)の国が､目先の経済発展を遅らせかねない上

記の取組みは行わないであろう｡

もう 1つは､中国が発展途上国であるからだという ｢途上国説｣である｡すなわち､政

府が環境保毒劉こ力を入れているにもかかわらず､発展途上国であるがゆえに､資金制約と

技術制約が厳しく､環境意識も低い､その結果､環境悪化を防ぎきれない､という仮説で

ある｡ 一般論として､途上国説は高い説得力をもっ｡というのは､仮説は､中国が積極的

に環境保護に取り組んでいること､中国の経済発展水準が低く､環境保護能力等が相対的

に低いこと､という2つの客観事実を矛盾することなく説明できるからである｡

第3の仮説は ｢環境保護システム説｣である｡すなわち､中国における環境悪化は､環

境保護システムの不蹄によるものであり､環境保護システムを整備すれば､高度経済成長

の維持と既存ベースの資金援助､技術援助を前提にしても､環境悪化を食い止められる､

という仮説である (李 [1996､218頁])｡環境保護システムは､環境経済主体を取り巻く

環境保全活動に関連する諸政策体系､法体系､行政制度､裁判制度､社会慣行､国民意識､

国際社会との関わり方などの影響要因の複合体として広く定義する｡影響要因は直接的な

ものと間接的なものとに大別できる｡直接要因は環境関連の政策体系､法体系､行政制度､

裁判制度などを含め､狭義のシステム､すなわち直接システムを構成する｡間接要因は環

境意識､法律意裁､政治制度､経済制度､社会慣行､経済発展段階､政府戦報 ･攻策体系

などを含め､間接システムを構成する｡
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第4仮説は ｢中小企業説｣である｡小規模企業による汚染への取り組み数多くの小規模

な産業の汚染者持､容易に規制の網からすり抜けてしまうoこれらの小規模企業は､しば

しば広範囲に散らばっていたり､非公式に操業していたり､あるいはまた､監視が難しく､

発覚しにくい不法投棄が行われがちな有害廃棄物を生み出していることが多い｡これらの

｢小さな魚｣に対しては伝統的な直接規制 (CA仁)のアプローチではあまりにも多くの資

源が浪費されてしまうことになる｡また､排出課徴金を査定するために､これらの排出を

個別に測定することは､経済的にみて実行不可能である｡それらは､規模が小さいため､

自らの廃棄物の処理施設にそれぞれ投資することも困難である｡汚染を引き起こすような

原料-の課税が次善の策かも知れないが､この方策では廃水を処理し廃棄物を適正に処理

する業者に対しても､そうでない業者と同じようにペナルティーを課してしまうことにな

る｡

これに対して､具体的に､郷鎮工業の環境対策率はなぜ低いかという質~問に対し､ある

調査によると､次の7点を指摘することができる｡

①企業経営者､特に郷鎮企業経営者の環境意識が低いこと｡汚染処理は投入のみで､産

出のない活動であると認識されているため､後回しにされがちであるo

②環境保護機関の監督管理が段格ではないこと｡ 日常業務においては､企業から上がっ

てきた書類のチェックが多く､現場検杏が少ない｡現場検査を年一回行うにしても､形式

上の検査が多く､実査が少ない｡問題を発見したとしても､口頭警告が多く､法律に基づ

く処理が少ない｡

③環境設備のメンテナンス-の投入が少なく､破損､陳腐化が進んでいる｡

④環境管理技術者が少なく､設備管理が十分ではないこと｡ 技術者が少ない原因は､経

済待遇が低く､ポス トの問題が長期間にわたって解放されないことである｡環境管理関連

部署は､企業における ｢第三世界｣とされている｡

⑤運転経費が保証されないこと｡正常運転の経費が保証されたのは､設備給数の 32.4%

しかない｡一部の企業は､運転経費の1/4-1/3しか出さない｡

⑥環境設備の質の問題.一部の設備は､設計､建設､機種選択の段階ですでに ｢先天的

不足｣となり､初期から質の問題を抱えながらの運転を強いられている｡ その原因は､環

境機器製造業､環境施設建設業等の環境保護産業の未熟､湛乱である0

⑦汚染処理コス トが普通､汚染費を上回っていること｡ ほとんどの企業では､汚染処理

のコストが､処理しないときに支払う汚染費よりも顕著に高い (李 [1998､223-224頁]).

ii 環境汚染対策

(1)一触的環境対策

中国の国家環境保護局は 2つの重要な実施法案を提出している.その一つ目は､汚染物

の排出総量をコントロールするための法案である｡最近5年間におけるわれわれの対象は､
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12種類の有害汚染物質のコントロールである｡これには､煙､工業粉塵､二酸化硫黄､石

油類､あるいは重金属､工業固体廃棄物などが含まれている｡こういった排出を 1995年

のレベルにコントロールすることを目標にしている｡2つ目は､21世紀に続くグリーン ･

プロジェクト計画のことであるoこれらの対策はすべて郷鎮工業に適用される.

(2)環境汚染対策のためのきまざまな施策

環境問題の 1つは酸性雨である｡酸住雨は中国の南部､特に准河､梅河､遼河流域に集

中している｡この日つの河が中国の環境対策の主な対象になっている｡ そして太湖､巣湖､

境地という3つの湖も二酸化硫黄汚染のところにある｡この 3つの河､3つの湖およびそ

れに隣接の2つの地域は二酸化硫黄防止地域と酸性雨の防止地域と指定し､この対策に関

する計画は ｢332｣計画と呼ばれるO

次に環境保全のための経済政策である｡ 国務院は環境保全に関するいくつかの問題につ

いての決定のなかで汚染防止準備金制度と､生態回復のための経済保障制度をつくるよう

に呼びかけた｡また汚染物質排出の算定基準を引き上げ､クリーンな生産を優先させるよ

う企業に呼びかけ､外資導入のチャンネルと金額を増やし､鉛入りガソリン､フロンガス､

ハロゲンなどの生産を抑制するための経済政策を策定した｡これらは有害物質排出を規制

するためのものである｡それと同時に経済貿易委員会や､財政部や､銀行などとともに環

境保全のための経済政策をも策定している｡

次に環境保全の法体制を強化している｡中国は環境法に関する 6つの法律と､環境資源

に関する 9つの法律を相次いで公布し､30余りの行政法規と370を超える環境基準を発

表し､地方政府も600を超える環境法規を発表した｡さらに刑法の改定を採択し､環境と

資源保護の破壊罪を追加した｡1993年以降､全国人民代表大会､環境と資源保護委員会､

国務院環境保護委員会は､4年連続して環境法の執行状況を検査した｡96年 6月 30日ま

でに汚染の深刻な古くからの方式を用いた製紙工場の多くは閉鎖された｡

さらに中国は科学技術の強化にも力を入れている｡ たとえば節水技術､省エネ技術､砂

漠化 ･荒れ地化防止技術､クリーンコール燃焼技術､廃棄物再生技術､グリーンな生産､

生態にやさしい農業､脱硫技術､無鉛ガソリンの生産をも強化している｡

(3)牌鎮工業環境汚染に封する政策

以上の政策はすべて郷鎮工業に適用される｡しかし､郷鎮工業は特徴を持っ､特別な政

策も必要となるOそれに対して､政府は全国統一的な政策を出した.例えば､准河流域環

境保全のため､その環境汚染源の主な産業としての製紙業が強制的に廃止された｡1996年

歌には汚染の原因となっている工場やプロジェクトが数万件単位で閉鎖 ･生産停止される

といった強制措置まで執られるようになった｡また､多くの環境保護関連法規は制定だけ

でなく実施を経て改正の段階に入っている｡1989年に 10年前 ｢試行法｣として制定され

た ｢環境保護法｣ が大幅に修正され正式な法律として施行された後､｢固体廃棄物環境汚

染防除法｣(95年制定､96年実施)､｢環境騒音防除法｣(96年制定､97年実施)等が新規
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に立法されるとともに､95年に ｢大気汚染防除法｣(もとは87年制定)､96年に ｢小汚染

防除法｣(もとは84年制定)が相次いで改正されるなど､環境立法はすでに2連日にある｡

｢大気汚染防除法｣の改正は､第 3章が ｢煤塵汚染の防除｣から ｢石炭燃焼によって発生

する汚染の防除｣と代わって､同章を中心に全 9ヵ条と1段落が加えられた｡加えられた

条文は､使用する石炭や燃焼方法､火力発電所に対するもの､二酸化硫黄 ･酸性雨の抑制

についてのものなどである｡また ｢水汚染防除法｣ の改正は､監督管理の章に 呂ヵ条､法

律責任の章に 6ヵ条加えられるなど､全 16ヵ条が加えられた｡加えられた条文は国や地

方政府の河川など水域 (海洋以外)に対する管理や汚染防止計画､水源保護区についての

違反者に対する閉鎖 ･生産中止などを含む罰則を定めたものなどで､全体として前述の ｢唯

河方式｣を一般的に行うことが可能な内容となっている. これらの改正は中国における具

体的な環境汚染被害やそれに対する政策実施の実績を踏まえたものと評価できる｡

郷鎮工業環境汚染の対策は中国の特色を有するものであり､その原因は郷鎮工業の分散

性､規模が小さい､管理 ･監督の困難､および地方政府の保護主義にある｡そのため､法

律体系全体を見わたしたときに矛盾や不備が存在するのに加え､法治国家に対する ｢人治

国家｣としての伝統を有する中国社会においては､法律 ･法的手段はまだ十分な信頼をか

ちえ､浸透しきっているとはいえない｡このため問題解決の過程で自力救済など法的では

ない手段がとられたり､被害者が泣き寝入りしていたりする場合も少なくない｡

iii 環境対策の成果

①環境汚染のひどい技術が淘汰され､企業が大量に閉鎖された｡たとえば､1995年 8

月に公表された ｢推河流域水汚染防拍暫行条例｣ に基づき､1996年 6月 30日までに､旧

式小型製紙企業を1100杜閉鎖した｡1996年 8月に公表された ｢国務院環境保護の問題に

関する決定｣に基づき､15業種の旧式小型技術をもつ企業を､1996年 9月30日までに4

万8000社､1997年6月 30日までに6万4083社を閉鎖した (張坤民 [1997])0

②公害処理設備が増加した｡1995年現在､工業企業に設置された各種改善処理設備の

合計は38万7000基に上った (第3回全国工業センサス弁公室､1997)O

これらの成果は､国策としての環境保護の推進がなければ得られないものである｡言い

換えれば､環境保護を推進しなければ､あるいは､先進国のように経済成長に遅れて環境

保護を受動的に行うならば､中国の環境問題は今よりもはるかに深刻化していたにちがい

ない｡

iv 対策実施の問題

しかし､表-14によると､環境対策および環境保全装置を採用している工業の比率は非

常に低く､郷鎮工業に対しての対策は厳しいものであるが､その環境問題の深刻さはまだ

進んでいるとみられる｡
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塞-14郷鎮企業の汚染対策

項目 環境対策を採っている企業の比率(%)

羊琴廃液の処理率 40.1

嘩甲燃焼排気硝煙整備率 26.0

年産工程排気揮化率 27.9

工業固体廃棄物の練合利用率 30.9

嘩焼炉煙塵排出標準の達成率 35.3

工業煙筒煙粉塵排出標準の達成率 5.6

表- 14によると､環境対策の採用率は､特に煙筒粉塵排出で低い (5.6%). また､郷

鎮工業と県以上工業とを比べてみると､村レベル以下の姉鎮工業の対策採用率は非常に低

い (義 一15を参照)｡さらに､1989年と1995年との比較すると､多くの対策は退行して

いるといこうことが分かった (秦 -16を参照)O次に､地域別の比較によれば､東部は中

部､西部より進んでいるということが顕著である (表-17を参照)0

義一15姉鎮企業と県以上工業の汚染対策の比較

項目 郷鎮企業 県以上工業 両者の格差(ポイント〕

工業廃液の処理率 40.1 76.1 -36.0

嘩料燃焼排気硝煙整備率 26.0 89.0 -63.7

年産工程排気揮化率 27.9 70.8 -42.9

羊琴固体廃棄物の総合利用率 30.9 42.9 -12.0
燃焼炉煙塵緋鯉標準の達成率 35.3 78.0 -42.7

手業煙筒煙粉塵排壮標準の達成率 5.6 54.3 -48.7

秦-16郷鎮企業の汚染治理の比較

%/ポイント

項目 1989 1995 増減のポイント

工業廃棟の処理率 30.3 40.1 9.8

燃料燃焼排気硝煙整備率 13.7 26 12.3

生産工程排気揮化率 32 27.9 -4.1

工業固体廃棄物の総合利用率 44.8 30.9 -13.9

燃焼炉煙塵排出標準の達成率 37.7 35.3 -2.4

工業煙筒煙粉塵排壮標準の達成率 0 5.6 0
出所:中国環境研究院『1995年郷鎮工業汚染源調査資料』CD-ROM版､1998
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塞-17地域別の姉鎮企業汚染対策の埴較

地域 工業廃碑の処理率 燃料燃焼排気硝煙整備率 生産工程排気揮化率

東部 45.8 39.3 44.1

中部 32.日 9.3 10.8

西部 33.5 10.2 20.8

平均 37.4 19.6 25.2

工業固体廃棄物の 燃焼炉煙塵排出標準の 工業石炭炭坑排出標準の

練合利用率 達成率 達成率

東部 40.7 40.0 ll.2

中部 31.4 21.8 5.3

西部 20.3 36.0 1.7
平均 30.8 32.6 6.1

5 牌鎮工業環境汚染の経済学的分析

i逆 U字曲線モデル

東アジアにおける工業化のパターンは､かつての中央計画経済 (そこでは廃棄物の削減

や技術の改善-のインセンティブが大幅に欠如していた)と比較すれば､その汚染の程度

はかなり低いものであったといえる｡しかし､急速な成長に伴って､絶対量でみれば､東

アジア地域の汚染負荷 (pollutionloadingyは著しく高まってきた｡また､急速な都市化

に伴って､不十分な衛生状態や飲料水の問題といった伝統的な環境問題はより一層深刻な

ものとなってきた.さらに､`圧縮型工業化'(teleSCOPhgofindustrialization)は､さま

ざまな環境問題の複合的な発生という事態をもたらし､貧困に関連する諸問題に加えて､

自動車公害､有毒化学物質､固形廃棄物などの高い所得水準や工業化に伴う諸問題も引き

起こしている｡

逆 U字曲線モデルとは経済発展と環境保護のトレー ドオフ関係を説明する理論モデルで

ある｡ その関係を以下の図で説明しよう｡

この図の意味は二つある｡ まず､汚染の産業構造およびその推移を示している｡オコン

ナ-氏によると､東アジアの工業部門で起こってきた構造変化を調べ､それぞれの汚染集

約度のおおよその傾向を描くことができる｡ 工業の発展については､次のような 3つの段

階に分けることができる｡

- 60-



汚染

= = =

産業構造の転換

第 1段階では､主として繊維､衣類､食料､飲料品のような軽工業から成長が起こる｡

これらは､汚染集約度のランクが低い.もちろん､ある種の経済- とくにインドネシア

やタイのような- においては､資源依存型の工業が突出し､各種の環境問題を引き起こ

すこともある｡

次に第2段階では､鉄､非金属､石油化学､非金属鉱物 (たとえば､セメント､ガラス)

のような中間財を含む､かなり汚染集約度の高い工業が重要性を帯びてくる｡ この段階で

は､大気汚染が深刻な問題の一つになり､有毒化学物質や重金属による中毒問題も深刻と

なっている｡

第3段階では､成長を主導する部門が電気 ･電子機械､一般機械､輸送機器といった､

低度から中産の汚染集約度の工業になってくるという傾向がある｡この段階での基本的な

問題の1つは有害廃棄物の管理問題である｡要するにこれまで様々な経済にみられる工業

発展のパターンは､1つの汚染問題が■改善されるよりむしろ次から次-と別種の汚染問題

が悪化していくという傾向があった｡さらには､全体としての汚染集約度にみられる変化

に加えて､工業内部での構造転換が汚染の流れの性質や構成に著しい変化をもたらしてき

た｡

以上の3段階モデルによると､環境汚染は第一段階の産業では軽く､第二段階の産業で

は悪化しており､第3段階の産業で桔梗和しているG

ii環境保護の中国モデル

中国は今日まで18年間も続いている高度経済成長の元年にあたる1979年に､環境法(読

行)を制定し､環境保護-の本格的取組みを始めた｡その頃､国民所得を 2000年までに

1980年の 4倍にするという所得 3倍増計画が策定されたが､その実現はすでに悪化して

きた環境をさらに悪化させかねない､と誰しも危慎していた｡先進国の教訓が後発者の利
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益として中国が認諾したからである｡ 高度経済成長を実現しながら､環境悪化を食い止め

られないのか､そのためにどのような環境保護のモデルを選択せねばならないのか､これ

らが中国の環境保護初期の課題であった｡

よく議論されているモデルは2つある｡ 第 1は経済発展を優先させ､経済力と技術力を

十分につけてから､環境問題を解決しようとするモデルである｡かつて先進国が歩んでき

た ｢経済は第 1､環境はその後｣(中国語で ｢先汚染､健治理｣)の道である｡第 2は現在

の先進国のように､膨大な資金と高い技術を環境保護に投入する､いわゆる ｢高投資､高

技術｣モデルである (曲 [1989､1992])0

第 1のモデルは魅力的にみえる｡ なぜならば､貧困にあえいだ人々は誰しも高度経済成

長と物質的な豊かさを待ち望んでいたからである (1980年の1人当たり名目GI〕Pは202

ドル)｡ また､先進国がかつて歩んできた道だから､という正当化の切り札も用意できる

からである｡しかし､中国はこのモデルを選択しなかった｡環境問題を適時に解決しなけ

れば､｢環境赤字｣が蓄積され､それは中長期の経済発展を阻害するのみならず､生存の

場までをも脅かしかねない､と認識されたからである｡第 2のモデルは中国の国情に合わ

ない｡高い技術と多くの資金を環境保護に投入すれば､経済成長率は鈍化しかねない､そ

れが､貧困､就業などの経済社会問題の解決に支障をもたらすのみならず､環境保護を支

える経済力も弱めかねないからである (曲､前掲)0

結局､中国はかつて存在しなかった新しいモデル､すなわち中国モデルを白.ら作らざる

をえなかった｡ 80年代初期の第2回全国環境保護会議を経て､中国モデルの輪郭ができあ

がった｡主な特徴として 望つ指摘できる (曲､前掲､1997;李､[1998､215頁])0 1つ

は､経済優先ではなく､経済を犠牲にすることでもない､持続可能な発展戦略をとったこ

と｡すなわち､経済発展､都市と農村の発展､および環境保護の同時計画､同時実施､同

時促進を図り､経済 ･社会 ･環境にかかわる効率 ･利益の統一を実現する､環境と発展と

の関係を調和させる戦略方針をとったのである｡もう 1つは､環境管理の役割を最大限に

強調したこと｡すなわち､経済発展水準の低い人口大国､伝統文化と従来の計画経済体制

の影響が根強いこと､市場経済体制が十分に確立されていないこと､などの基本国情を考

慮し､それに起因する資金制約､技術制約､低い環境意識などの環境保護にとって不利な

条件を克服するために､環境保護事業を基本的国策として位置づけるうえで､法律化､制

度化される環境対策と行政管理ネットワークなどを用いて､環境管理の強化を囲ったので

ある｡
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第7章 鱒鎮工業における環境対策の現状と課題1

桃山学院大学経済学部 竹歳 一艇

名古屋大学経済学部 荒山 裾行

1 はじめに

中国の農村工業､いわゆる郷鎮工業は､中国経済の改革 ･開放が進む中でめざましい発

展をとげ､経済成長の大きな原動力となってきた｡ 1985年と 95年を比較すると､郷鎮工

業の企業数は493万から718万-46%の増加､従業員数は4137万人から7565万人へ83%

の増加となっている｡1995年における郷鎮工業の練生産額は5兆 1259億元で､工業練生

産額の56%を占めるに至っている｡ この比率は､1985年には19%であった2｡

規模が小さいことが､まず､郷鎮工業の特徴してあげられる｡上記の数値から計算する

と､1企業あたりの従業員数はわずか 11人にすぎない｡さらに､農村の安価な労働力を

利用した労働集約型の生産構造となっており､1人当たり固定資産額も国有企業に比べて

著しく低い3｡ 郷鎮工業の発展は､農村部の所得を飛躍的に向上させた一方で､環境問題も

農村部-もたらすこととなった4｡中国全体の環境問題の中で郷鎮工業の比重は急速に増大

しており､2000年には郷鎮工業からの主な汚染物質の排出量が全体の 50%に達すると予

測されている5｡

中国の環境問題における郷鎮工業の比重は急速に増大しているが､一方その対策は全体

としてこれまでのところ国有企業に比べ遅れがみられるO郷鎮工業は､一般に規模が小さ

く､資金力や技術力も国有企業に劣るものが多い｡その結果､十分な環境対策をとる余裕

のある企業は少ない｡政府の監督や施策も､郷鎮工業の数が多く農村部に散在していると

いったことから､必ずしも十分に行き届いていない｡こうしたことから､郷鎮工業の環境

問題に関しては､事前に対策を実施することが容易ではなく､またそれを放置しておくと

広大な農村部に環境汚染が拡散してしまうという二つの問題点を抱えている｡

本稿では､まず郷鎮工業の発展に伴って生じてきた環境問題の特徴および郷鎮工業に対

する環境政策の状況を明らかにする｡つぎに､雲南省､河北省､山東省､江蘇省､天津市

など数カ所の地域で郷鎮工業を対象にし実施したアンケー ト調査の結果に基づき､主に環

境対策に蘭する技術及び資金面での実態と問題点に関する分析を行う0

1名古屋大学経済学部の許可を得て､荒山裾行 ･竹歳-紀 ｢中国における郷鎮工業の発展と環境問題｣『経

済科学』第46巻 3号,15-2日頁,1998 年 12月に基づき再構成した｡
皇 『中国統計年鑑 (1996年)』よりo
a林毅夫他(1997)p.1490
4郷鎮企業 (郷鎮工業を含む)が農業部の管轄下にあり､環境保護も含め農業部による一括管理が行われ

ていたため､環境保護に対する規制は､国有企業に対する規制に比べて弱かった0

5 『中国環境年鑑 (1996年)』より｡
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2 碑鏡工業による環境問題

郷鎮工業による汚染排出総量は､1985年からの 10年間に､廃水､廃気､固体 ･有害廃

棄物､工業粉塵のいずれについても大幅な増加を示している｡例えば､水質汚濁は約 1.6

倍に､固体 ･有害廃棄物については 2.6倍になっている6｡表1は､1995年における郷鎮

工業による汚染排出総量およびそれが全工業からの排出に占める割合を示すが､郷鎮工業

からの二酸化硫黄の排出量は全国工業の28.2%1粉じんの排出量は同じく6乱3%､COD(化

学的酸素要求量)排出量は 46.5%､固体廃棄物は 38.6%を占めるに至っている｡ 粉じん

や煙じんについて郷鎮工業の比率が高いのは､石炭やレンガ製造の郷鎮工業が多いこと､

さらに他の業種においても石炭の使用比率が高くしかも排煙処理装置があまり設置されて

いないことなどによる｡

このように郷鎮工業による汚染が総量で増加していることに加えて､いくつかの河川や

湖沼において製紙業などの郷鎮工業による汚染が著しいものになっているなど､郷鎮工業

からの汚染排出割合が大きい一部の産業や地域においては､深刻な問題を引き起こしてい

る｡こうした､産業および地域による問題の偏り､そして､後で述べるような郷鋲工業が

もっ特質により各企業や政府の対応が容易でないことが､郷鎮工業による環境問題の特徴

として考慮しなければならない点である｡

郷鎮工業において特に汚染が深刻で汚染防止に重点が置かれている産業は､製紙､染色､

メッキ､化学､製革､でんぷん､醸造､製糖､コークス､硫黄､金属精錬､水銀､金､石

炭洗濯､選鉱､セメント､レンガ､陶磁器など 1日の産業である丁｡これらは､いずれも農

村部から原料が供給され､加工度のそれほど高くない産業であり､郷鎮工業として一般的

に見られるものである｡

これらの産業の中で特に､製紙業はわらを原料として使用するため郷鎮工業として各地

にに存在し､しかもそこからの廃水が河川や湖沼を汚染するということで大きな問題とな

っている｡ 1989年に行われた ｢全国卸鎮工業主要汚染産業汚染源調査｣によると､郷鎮製

紙業の水質汚濁は郷鎮工業の廃水全体の 30%を占め､CODは郷鎮工業全体の 58%を占めて

いる日｡廃水に関しては製紙業の汚染が占める比率が突出している｡また､レンガ製造業も

農村で一般的に見られる産業であるが､これが排出する S02は郷鎮工業全体の三分の一を

占めており､廃気に関してはレンガ製造業が大きな割合を占めている90

こうした汚染源として大きな比重を持つ産業では､原料の供給が広い範囲で可能なため､

特に小規模な企業が各地に多数立地するという特徴がある｡したがって､環境汚染が地域

61995年中国農村経済発展年度報告兼析 1996年発展趨勢』p,540
7『中国環境年鑑 (1995年)』より｡

8 『中国郷鎮工業環境汚染及其防治対策』p.104｡
9『中国環境年鑑 (1996年)』より｡
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的に拡がることになり､これが郷鎮工業による環境汚染をいっそう深刻な問題点としてい

る｡

3.線鎮工業に対する環境政策

排汚費や三同時といった基本的な環境政策は郷鎮工業にも制度としては適用される｡ た

だ､これまでの政策対象は国有企業が中心であり､郷鎮工業については､その発展があま

りに急速であること､企業の数が多く地域的に分散していること､国有企業とは違って政

府の管理が行き届きにくいことなどの理由から､制度 ･政策の対象から漏れるものが多か

ったことは否めない｡しかし､中国全体の環境問題の中で郷鎮工業の比重が急速に大きく

なるにつれて､それによる環境汚染の防止が大きな政策課題となってきており､環境保護

に対する地方政府および各企業の責任を明確にしたり､排汚費の徴収や三同時の適用など

を厳しくするなどの施策が取られつつある10｡

郷鎮工業の環境問題に対し最近強力に進められている政策は､小規模工場の閉鎖である｡

これは､小規模な工場は環境対策がほとんどとられておらず､環境対策をとるだけの資金

力もないことから､そのような工場の操業を停止させ汚染の排出を強制的に抑えるもので

ある｡1995年には､製紙業などからの廃水による汚染が著しい牲河流域で小規模な郷鎮工

業 1200個所が閉鎖された11｡ また､1996年8月に出された国務院の ｢環境保護に関する若

干の決定｣の中でも､年産 5000トン以下の製紙工場､年産3万枚以下の製革工場､年産500

トン以下の染色工場など 15種類の小規模工場を､各地方政府 (県レベル)の責任で閉鎖

させるよう定められた｡このような､規模を基準とした強制的な工場閉鎖による環境汚染

の防止が､姉鎮工業に対する環境政策の大きな特徴としてあげられる｡その結果､閉鎖さ

せられた ｢15小｣企業は1997年1月末時点で全国で6万を超えた12｡

排汚費制度や三間時制度など13､一般的な環境政策は郷鎮工業に対しても原則として適

用されるが､工場閉鎖という強硬手段は郷鎮工業に対して特徴的なものである｡しかもこ

れは短い期限を切って実施されたことに加え､国家環境保護局と監察部が全国的に検査を

行うなど､かなり徹底したものとなっている｡また､農業銀行はこれら ｢15小｣企業-の

融資を停止する一方､環境対策のための技術改造や ｢三廃｣の練合利用､農業生態環境の

保護や回復といったことに優先的に融資を行うことを定め､金融面から郷鎮工業-の環境

政策をサポー トしている. さらに､1997年1月1日から ｢郷鎮企業法｣が施行されたが､

この中でも自然資源の合理的使用と環境保護に関する具体的規定が盛り込まれている14｡

こうした郷鎮工業に対する政策はこの2､3年の中で出されてきたものであり､それま

10 『中国郷鎮工業環境特典及其防治対策』p.165､およびヒアリングによる｡

ll ｢第四次全国環境保護会議 発言材料｣p.33､およびヒアリングによる｡
12 『中国環境年鑑 (1997年)』より｡

13 これらの制度の内容については､井村 ･勝原(1995)､荒山 ･厳 ･竹歳 (1997)などを参照されたい｡
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で事実上野放しに近かった郷鎮工業を急速にコントロールしようという方向が見える｡ そ

れだけ､郷鎮手業の急速な発展とそれにともなう汚染の増加が､国全体の中でも大きな社

会 ･経済問題となってきたと考えられる｡

4 アンケー ト調査の概要

1)調査方法

郷鎮工業における環境問題や環境対策の現状､および環境対策をとるのに必要な技術や

資金面での実態と問題点などを明らかにするために､郷鎮工業を対象にしたアンケー ト調

査を行った15｡ 調査は､1997年秋から1998年春にかけて､雲南省西双版納自治州および昆

明市､河北省保定市､山東省青島市および威梅市､江蘇省張家港市､天津市において､各

地の環境保護局の協力を得て実施した｡調査方法としては､各地域で数カ所の郷鏡を対象

にし､各郷鏡で数個ないし 10個程度の企業に回答してもらう形をとった｡ただし､対象

となる郷鎮および企業の選択は各地の環境保護局に任せており､必ずしもランダムに選択

されているわけではない｡調査では､計 22日の企業から回答を得た｡内訳は､雲両省 (西

双版納 ･昆明〕54､河北省 (保定)3日､山東省 (青島 ･威海)26､江蘇省 く張家港)50､

天津市60となっている16｡

2~)回答企業のプロフィール

回答企業の主なプロフィールは表2に示したとおりであるo各企業の工業生産額 (96年

値)を省別平均でみると､最も商いのが江蘇省の1億 3575万元､最も低いのが雲南省の945

万元となっている｡平均の従業員数が最も多いのは江蘇省で 654人､最も少ないのは河北

省の 94人である｡従業員規模別の企業数比率で見ると､雲南省では約6割が 50人未満で

あるのに対して江蘇省では 1000人以上規模の企業が3割近くあるなど､地域によってか

なりの差がある｡

また､企業の設立は平均で､江蘇省が最も早く1982年､雲南省と天津市が最も遅く.1989

年となっている｡製造品種は多岐にわたるが､主なものは表2に示したとおりである｡ 特

徴的なものは∴雲南のゴム ･茶､江蘇省の毛 ･綿織物､天津の自動車部晶などである｡

調査地域のうち､江蘇省張家港市は大規模な郷鎮工業が多数立地し､郷鎮工業の発展と

環境対策に関するモデル地区になっている｡この地域で早い時期から郷鎮工業が発展した

理由の一つは､周囲に大きな国有企業がなく､経済的に恵まれた条件ではなかったことで

ある｡ 天津で企業の設立年が比較的新しいのはこれとは逆の理由で､古くから国有企業に

14 『中国環境年鑑 (1997年)』より｡

15 ァンケ-トについては､荒山･醇 ･竹歳 (1998)を参照されたい｡また､1997年春に山東省新春市で

実施した予備調査の結果についても上記文献に収録している｡

16以下では､省 く天津は特別市)を単位に地域区分を行い､市の名称は略する｡
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よる工業の集積があったために､郷鎮工業の発展はかえって遅かったと考えられる｡また､

内陸部に位置する雲南省では経済発展がようやく進みつつある段階に入った判断される｡

5 アンケー ト調査結果の分析

1)生産技術

郷鎮工業が操業を開始する際､国有企業で働いていた技術者を引きぬいたり､国有企業

で使われていた中古の機械を買い取って使用したりするということが一般に行われている｡

都市部あるいは国有企業からの中古機械の比率に対する回答を見ると､江蘇省では中古機

械の比率が極めて低いのに対して､天津では 日日翫うミ設備全部を中古機械で導入し､河北省

でも23恥が設備全部を中古機械の形で導入している170 天津や河北省は､周囲に国有企業が

多い一方で郷鎮工業の設立の時期が遅かったために､中古機械の導入比率が高くなってい

るものと思われる｡

現在使用している技術に関しては､多くが ｢既存の国産技術｣であるが､江蘇省では ｢最

新式の国産技術｣と回答した企業が 68%にのぼった く表3)｡ このことからも張家港市に

おける郷鎮工業の先進性が示される｡ ｢外国からの技術｣と回答した企業は江蘇省以外で

には見られなかった｡

2)環境問題の発生と対策実施の時期

各企業でいっ頃から環境問題が発生し､いっ頃環境対策がとられたかについての回答で

特に注目されるのは､環境問題の発生時期と対策実施時期と間のタイムラグである｡環境

問題の発生は､ほぼその企業の操業開始と時期を同じくするものが多いと考えられるが､

雲南省や河北省では 80年代前半以前から環境問題が発生していながら､対策がとられた

のはほとんど80年代後半から90年代になってからであるO-方､江蘇省や天津市では､

問題発生と対策実施の間にタイムラグはあまりないとみられるが､大気汚染に関しては江

蘇省でも80年以前から問題が生じていたのに対し､対策に遅れがみられた｡

3)捧持費制度と三同時制度

郷鎮工業に対しても排汚費制度や三同時制度といった環境政策は原則的に国有企業と同

じように適用される｡排汚費を支払った企業は山東省で 100%､河北省で 92剛このぼる (表

4)｡江蘇省や天津では支払った企業は半数以下であるが､他の地域よりも平均支払額は

多くなっている｡各地域における平均支払額は数千元から2万元程度であるが､これを工

莱 (粗)生産額の平均値 (表2)と比較すると約 1万分の1のオーダーであり､けっして

17郷鎮工業における中古機械の導入は､環境対策にはネガティブな要因として働く｡国有企業で使われて

いた時にはそれなりの環境設備が付加されていた場合でも､姉鎮工業に移転されるに際し､｢不必要な｣

環境対策が捨てられてしまう可能性が高い｡
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大きい額とはいえない｡

三同時制度の適用については､江蘇省ではすべての企業が ｢適用をうけたことがある｣

と回答しているのに対して､雲南省では 35%､河北省では 47%が ｢適用をうけたことが

ない｣と回答している (表5)｡ 操業開始時や工場の増設時には郷鎮工業に対しても三同

時制度は原則として適用され､しかも多くの郷鎮工業の操業開始年はこの制度が実施され

て以降であることからして､ほとんどの郷鎮工業が三同時制度の適用をうけるはずである

が､実際にはこのように地域によって大きな差がある｡

4)環境対策の技術

現在とられている環境対策の技術に関しては､ほとんどが ｢既存の国産技術｣という回

答であったが､江蘇省では ｢最新式の国産技術｣という回答が 76%を占めた (表6)｡江

蘇省は生産技術に関しても ｢最新式の国産技術｣という回答が7割近くあったが､生産技

術に伴って環境技術も最新式の国産技術が導入されている｡

つぎに､現在とられている環境技術の問題点に関しては､｢運転コストが高い｣とする

回答が最も多く､江蘇省や天津市では半数以上ある (表7)｡ 河北省では ｢機械設備が高

価である｣が最も多く､雲南省では ｢技術水準が低い｣という回答が ｢運転コストが高い｣

という回答と同数であった｡技術面はそれほど問題とはとらえられておらず､費用面が問

題とされている｡技術的に必要とされるレベルの環境対策はやむを得ずとっているものの､

｢既存の国産技術｣であっても費用負担が重いと受け止められている0

今後の環境技術の開発や導入に関しては､｢政府が開発した技術の導入｣ という回答が

最も多く､山東省で69%､河北省で 55%､天津市で 52%であった (表呂)｡ しかし江蘇省

では､｢自社で技術開発｣が 54%にのぼり､この地域の多くの企業では自社で環境技術を

開発するだけの技術水準に達していることを示している｡｢国内他社から技術導入｣とい

う回答は少なく､環境技術の市場は郷鎮工業にまで広がっておらずまだまだ政府依存であ

ることを示している｡

今後の環境技術の開発や導入に関する問題点に対する回答は､江蘇省や天津市で ｢運転

コス トが高い｣という回答が多く､｢機械設備が高価である｣という回答が多いなど､現

在の環境技術に関する問題点に対する回答結果とほぼ同様の傾向を示した く表9)｡ ただ

し詳しく比較してみると､山東省で ｢機械設備の維持管理が困難｣を､.河北省では ｢技術

の習得が困難｣ を ｢今後の環境技術の開発 ･導入｣についての問題点としてあげる企業が､

｢現在の環境技術｣の問題点としてあげる企業よりもかなり多いという結果がみられる｡

今後より水準の高い環境技術を導入しようとしたときには､費用面に加えてこうした技術

面が問題点の比重として大きくなることが予想される｡ また雲南省では､｢機械設備が高

価である｣を ｢今後の環境技術の開発 ･導入｣についての問題点としてあげる企業が多く

なっている｡雲南省では現在技術水準が低いことが問題となっており､それをクリアしよ
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うとするには費用面が問題になるとみられる｡

5)環境対策の資金

環境対策のための資金調達に関しては､多くの企業が ｢内部留保から｣という回答であ

り､その比率の平均は全体で 86%､河北省では 100%､天津では 98%であった (表 10)0

また､雲南省では ｢銀行から借り入れ｣ の比率が平均 33%､江蘇省では 18%であった｡

これは､雲南省の場合､企業規模が小さく内部留保が不十分であること､逆に江蘇省では

大規模な環境投資を行うために内部留保だけでは賄えないことが理由として考えられる｡

政府からの借り入れや補助金はないに等しい状態である｡支払われた排汚費の約8割は融

資など環境対策の補助に充当され企業に還流する｡ 表4に示されるように多くの企業は排

汚費を支払っているのであるから､こうした制度の恩恵を受けることができるはずである

が､回答企業の中でこの制度を利用した企業はほとんどなかったということになる｡

環境対策のための資金調達に関する問題としてあげられた回答は､｢充分な額が調達で

きない｣が最も多く全体で57%､山東省では96%､天津市では90%にのぼった (表 11)0

このことから､環境対第-の必要資金が内部留保で充分に賄えているわけではないことが

わかるO -方､｢利子が高い｣という回答が問題点として挙げられていないことは､銀行

や政府からの融資に障害が少ないことを意味している｡ ｢(利率以外の融資)条件が厳 し

い｣という回答も､江蘇省を除いてわずかであり､資金調達上の大きな障害とはなってい

ない｡環境対策のための資金に銀行や政府による融資を用いる比率が少ないのは､リスク

も含め､たとえ低利でも返済が負担になるため､実際は､そこまでの負担をして環境対策

に費用を投下することを迫られていない｡また､排汚費を財源とする政府の融資 ･補助は､

汚染排出量の多い国有企業に対して優先的に行われている可能性もある18｡

環境対策のための資金調達に関する今後の計画については､｢内部留保から｣と回答し

た企業は全体では29%にととどまる (表 12)｡江蘇省では ｢内部留保から｣が 84%､山東

省では 62%にのぼっているが､これはこの地域の郷鎮工業の資金力が現れたものと考えら

れる｡河北省､天津市では ｢政府からの借り入れ｣と ｢政府からの補助金｣があわせて80%

以上になる｡これは排汚費制度による融資 ･補助の利用を望むものであろう｡雲南省では

｢銀行からの借り入れ｣ が最も多くなっているが､排汚費制度による融資 ･補助があまり

まだ認識されていないか､郷鎮工業にまでまわるほどの額が徴収されていないといった理

由が考えられる｡

18排汚費制度導入後かなりの間､企業の支払った排汚費は環境対策を実施する場合に､25%の管理費用を

差し引き､支払った企業に ｢返還｣されていた｡1995年頃から現行の運用方法に変化した｡詳しくは､
荒山 (1996)を参照のこと｡
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6)技術 .資金に関する回答間の相関

上で述べたよ.うな環境対策の技術や資金に関する回答について､回答間に何らかの相関

が見られるかどうかを検証した｡分析手法としては､対象とする2つの設問のほかに地域

(省別)を含めた3次元のクロス集計を行い､対数線型分析を用い対象とする設問間の相

関を調べた19｡ 分析では､地域を示す変数でコントロールすることにより､地域を越えて

共通な傾向を抽出した｡

現在の環境技術とその問題点に関する分析結果のうち有意な相関が表 13に示されてい

る｡現在の環境技術が ｢既存の国産技術｣と回答した企業には､その問題点として ｢機械

設備が高価である｣､｢機械設備の維持管理が困難｣､｢技術の習得が困難｣といった問題点

をあげた企業が少なく､｢特に問題はない｣と回答した企業が多いとい う有意な相関が見

られる｡逆に､｢外国からの技術｣ と回答した企業には､｢機械設備が高価である｣､｢機械

設備の維持管理が困難｣､｢技術の習得が困難｣ といった問題点をあげた企業が多く､｢特

に問題はない｣と回答した企業が少ない｡｢外国からの技術｣と回答した企業は江蘇省の

み存在するが (表 6)､その割合に比してこうした問題点をあげた企業が多い■とい うこと

を示している｡ ｢既存の国産技術｣と回答した企業の比率は多いが､それによる問題はむ

しろ少ない｡

現在の環境技術と今後の環境技術の導入 ･開発の関係を示したものが表 14である｡現

在の環境技術が ｢既存の国産技術｣である企業は､今後の環境技術の開発 ･導入に関して

｢政府が開発した技術の導入｣と回答し､現在の環境技術が ｢外国からの技術｣である企

業は､今後の環境技術の開発 ･導入に関して ｢海外から技術の導入｣と回答している傾向

にある｡現在の環境技術の延長線上で今後の環境技術の開発 ･導入を考えているとみられ

る｡

表 15は､今後の環境技術の開発 ･導入とそれに関する問題点についての相関を示して

いる｡ 環境技術の開発 ･導入に関して ｢自社で技術開発｣ と回答している企業では､問題

点として ｢技術水準が低い｣という回答が少ない｡逆に言えば､技術水準が商い からこそ

自社で技術を開発するということであろう｡ ｢技術の習得が困難｣ という問題点をあげた

企業には､｢政府が開発 した技術の導入｣ と回答した企業が少なく､｢海外からの技術導

入｣と回答した企業が多くなっている｡

環境対策のための資金調達に関する問題点と環境対策のための今後の資金計画について

の結果は表 16に示される｡ 問題点として ｢充分な額を調達できない｣と回答した企業に

は､環境対策のための今後の資金計画について ｢政府からの補助金｣と回答した企業が多

19 3つの変数間の相関関係について異なるモデルを推定し､AIC(赤池の情報量基準)を基準として､対
象とする変数間に相関があるモデルが溝択された場合に､それら変数間に相関関係が存在するとみなして
いる｡詳しくは､荒山･厳･竹歳(1997)第9章を参照されたい｡また､対数線型分析に関しては松田(1988)
などを参照されたい｡
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かったのに対して､｢条件が厳しい｣と回答した企業には ｢内部留保から｣と回答した企

業が多いという傾向が見られる｡問題点を避ける方向で今後の資金計画を考えていること

がわかる｡ また､現在の環境技術と環境対策のための資金調達に関する問題点との間の関

係についても表 16に示されている｡環境.対策のための資金調達に関する問題点について

｢充分な額を調達できない｣ と回答した企業には､現在の環境技術について ｢既存の国産

技術｣ と回答した企業が多く､｢外国からの技術｣と回答した企業が少ない｡環境技術の

選択に関しては､資金面からの理由も含まれるということがこの結果からも示唆される｡

6 要約および結論

本稿では､中国における郷鎮工業の発展にともなって､それによる環境汚染の比重が全

国的にも大きなものとなり､一部の産業および地域では郷鎮工業の汚染による環境問題が

深刻化していることを指摘した｡郷鎮工業は規模が小さく､農村部に広範囲で立地してい

るため､事前に対策を実施することが容易ではなく､またそれを放置しておくと広大な農

村部に環境汚染が拡散してしまうという二つの問題点を抱えている｡郷鎮工業に対する環

境政策としては､三間時制度や排汚費制度の適用に加えて､1996年からは ｢15小｣企業

とよばれる小規模な郷鎮工業の閉鎖という強制的な手段がとられているが特徴となってい

る｡

郷鎮工業を対象に実施したアンケー ト調査を通し､特に環境対策のための技術および資

金調達に関して以下のようなことが明らかになったo第-に､現在の環境技術に関しては､

江蘇省以外では ｢既存の国産技術｣ をほとんどの郷鎮工業は利用しているが､技術面での

問題点はあまり指摘されておらず､｢運転コス トが高い｣あるいは ｢機械設備が高価であ

る｣といった費用面での負担として受け止められている｡第二に､今後の環境技術の開発 ･

導入に関しては､政府に依存する受動形であり､他の企業あるいは外国企業からの導入と

いった能動段階にまでは進んでいない状況である｡ また､今後の環境技術の開発 ･導入に

関する問題点としては費用面に加えて､新技術に伴う機械設備の維持管理や技術の習得に

かかわる問題をあげる企業の割合も比較的多い｡第三に､環境対策のための資金調達に関

しては､内部留保からの比率が高く､政府からの借り入れや補助金はほとんどないに等し

い状況である｡その結果､充分な額を調達できないということが問題点として多くあげら

れている｡ 政府からの融資や補助金がほとんどうけられていないことに対して､利子や条

件の厳しさといったことは大きな理由とはなっていない｡第四に､環境対策のための今後

の資金調達計画に関しては､地域差はあるものの政府からの借り入れや補助金をあげた回

答が多く､特に現在 ｢充分な額を調達できない｣という問題点をあげた企業に多い｡

さらに､本アンケー ト調査の結果全体を通していえることとして､地域内の回答にあま

り大きなばらっきがなく､地域による差が地域内における差に比べて大きかったことがあ
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げられる20｡ これはおそらく郷鎮工業の内容およびそれがおかれている環境に､地域によ

って大きな差があることの現われであろう｡このことは､環境問題を制御しつつ郷鎮工業

を発展させていくためには､技術や資金面で地域の実態に応じたきめ細かい施策がとられ

る必要があることを意味する｡

環境対策のための技術および資金調達に関する分析から､姉鎮工業がその環境対策を進

めるにあたり､環境技術および資金調達の面で､地方および中央政府に期待がかけられて

いることがわかる｡ しかし､国有企業の不振から財政的にまったく余裕の無い政府にはそ

れに答える余力がないと判断されることから､現在実施されている種々の規制に加えて､

姉鎮工業の期待と現実のギャップを埋め郷鎮工業の環境コストの内部化をはかるための施

策を早急に実施することが必要となる21｡ しかし某際には､江蘇省などの一部を除き､他

の地域ではまだその動きが見られる段階にまでは至っておらず､この点が今後の中国の環

境問題を考える上での重要な課題となろう｡

20 これは､本調査におけるサンプルの抽出などの調査方法がもたらした結果ともいえるが､いくつかの地

域に限定した小規模の調査では一般に避け難い問題であるo

別 紐産値と財政収入の趨勢については､荒山･辞 ･竹歳 (1998)第1章を参照のこと｡
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表 1 郷鎮工業による汚染排出

全郷鎮工業総計 全工業に占める比率

工業生産額 5兆 1259億元 56%

二酸化硫黄 549万 トン 28%
煙 じん 993万 トン 54%

粉 じん 1358万 トン 68%
COD 670万 トン 47%

固体廃棄物 4.1億 トン 39%

牲)｢1996年中国環境状況公報｣より作成｡数字は 1995年値｡

表 2 回答企業のプロフィール

雲南 河北 山東 江蘇 天津 全体

(西双 版綿､昆明) (保定) (青島､威梅) (張家港)

工業生産額平均 (万元) 945 4132 1482 13575 9894 6662
(1766.4) (4897.0) (1292.9) (15356.0) (41860.0) (23159.5)

従業員数平均 (A) 110 94 115 654 248 263
(206.6) (73.9) (67.7) (625.5) (325.9) (412.3)

設立平均 (西暦) 1989 1987 1983 1982 1989 1986
(8.8) (4.6) (10.9) (10.2) (5.5) (8.4)

主要産品 ゴム､茶､ 金属､石 鋳造 品､ 毛 .綿織物 自動 車部

紙など 材､毛織物など 食品など など 晶､化 学製品など

住)( )内は標準偏差

表 3 現在使用している生産技術 (%)

雲南 河北 山東 江蘇 天津 全体

既存の国産技術 44 97 85 20 97 66

最新式の国産技術 6 3 15 68 3 19

外国からの技術 0 0 0 12 0 3
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表4 排汚費の支払い

雲南 河北 山東 江蘇 天津 全体

支払った企業 (%) 95年 4 92 100 44 38 47
96年 9 92 100 44 43 50

支払額o (%) 95年 0 0 0 56 35 21
96年 0 0 0 56 35 21

平均支払額 (元) 95年 6200 4800 5400 20300 15000 8700
96年 3800 4700 4400 19000 21400 9900

無回答 (%〕 95年 96 8 0 0 27 31

表 5 三岡時制度の適用 (%)

雲南 河北 山東 江蘇 天津 全体

うけたことがある 35 47 92 100 93 73

うけたことがない 26 39 8 0 7 15

表 6 現在の環境技術 (%)

雲南 河北 山東 江蘇 天津 全体

既存の国産技術 41 84 88 16 95 62

最新式の国産技術 0 3 12 76 5 20

外国からの技術 0 0 0 呂 0 2

表7 現在の環境技術に関する問題点 (複数回答) (%)

雲南 河 北 山東 江蘇 天津 全体

技術水準が低い 17 32 31 4 20 19

機械設備が高価である ll 42 35 24 0 19

運転コス トが高い 17 18 42 50 67 40

機械設備の維持管理が困難 6 0 12 8 0 4

技術の習得が困難 0 5 0 4 0 2

一一一77---



表 8 今後の環境技術の開発 ･導入 (%)

雲南 河北 山東 江蘇 天津 全体

自社で技術開発 2 3 12 54 27 21

政府が開発した技術の導入 28 55 69 30 52 44

国内他社から技術導入 9 32 15 4 20 15

海外から技術導入 0 0 4 4 0 1

その他 0 3 0 8 0 2

表 9 今後の環境技術の開発 ･導入に関する問題点 (複数回答) (%)

雲南 河北 山東 江蘇 天津 全体

嘩術水準が低い ll 0 8 6 23 ll

機械設備が高価で奉る 22 55 38 16 3 23
運転コス トが高い 20 16 54 54 72 44

機械設備の維持管理が困難 4 0 23 呂 0 5

技術の習得が困難 0 29 0 6 0 6

表 10 環境対策のための資金調達 (内訳の平均) (%)

雲南 河北 山東 江蘇 天津 全体

内部留保から 67 100 88 71 98 86

銀行から借り入れ 33 0 6 18 1 10

政府から借り入れ 0 0 3 0 0 0
政府からの補助金 0 0 0 1 2 1

表 11 環境対策のための資金調達に関する問題点 (%)

雲南 河北 山東 江蘇 天津 全体

充分な額が調達できない 19 79 96 20 90 57

利子が高い 7 0 0 2 0 2

条件が厳しい 2 13 4 76 2 20

そ甲他 2 0 0 0 0 0
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表 12 環境対策のための資金調達に関する今後の計画 (%)

雲南 河北 山東 江蘇 天津 全体

内部留保から 2 3 62 84 10 29

銀行から借り入れ 30 0 12 8 2 ll
政府から借り入れ 6 16 15 0 13 9

政府からの補助金 0 71 12 0 67 31

その他 2 0 0 8 0 2

表 13 現在の環境技術に関する問題点

技 術 水 機 械 設 運 転 コ 機 械 設 技 術 の 特 に 間

準 が 低 備 が 高 ス トが 備 の 維 習 得 が 題 は な

Ⅴヽ 価 で ある 高い 持 管 理が困難 困難 Vヽ

注)-は係数が負であることを示す｡串と*串は､係数がそれぞれ 10%水準と5%水準で

有意であることを示す｡

表 14 今後の環境技術の開発 ･導入

自社 で技術 政府 が開発 し 国 内他 社 か 海外から技

開発 た技術の導入 ら技術導入 術導入

往)表 13の住に同じ｡

表 15 今後の環境技術の開発 ･導入に関する問題点

技 術 水 機 械 課 運 転 コ 機 械 設 技 術 の 特 に 問

準 が 低 備 が 高 ス トが 借 の維 習 得 が 題 は な

L'ヽ 価 で ある 高い 持 管 理が困難 困難 い

往)表 13の住に同じ｡
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表 16 環境対策のための資金調達に関する問題点

充分な額を調達できない 利子が高い 条件が厳しい

環境対策のための今後の資金計画内部留保から銀行からの借り入れ政府からの借り入れ政府からの補助金 ** **

往)表 13の注に同じ｡
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第8章 牌鎮企業における環境と資源保護

天津市郷鎮企業管理局 王 梅山

過度に消耗されるエネルギー源､しだいに枯れていく貴重な資源､及び工業化に伴う環

境問題は､今日世界各国から関心が寄せられる問題である｡ これらの問題は､相互に関連

しているとともに､究極のところ､発展と生存､人間と自然の対立の現れでもある｡中国

も現在､発展途上国としてこのような問題を抱えている｡この両者の対立関係を解消する

道を見出すことは､人類共通の責務である｡

中国郷鎮工業は､その発展とともに巨大な財産を生み出してきた一方､環境汚染の問題

ももたらしてきた｡今世紀未から21世紀初めにかけての間は､中国郷鎮工業にとって重

要な成長時機であると同時に､(政府機関にとって)環境管理を強め､環境汚染を制限す

る重要な時期でもある｡

そのため､中日共催で 『中国の郷鎮企業の環境汚染防止対策と日本の援助のあり方』を

テーマとしたシンポジウムが天津で開かれたoその主旨は､環境保護における中日交流の

促進と､中国郷鎮企業の発展に伴う環境汚染の予防及び除去における協力のあり方を探る

ことである｡このシンポジウムの開催は､中国にとって上述の問題を解決するための助力

になるものである｡ このプログラムが順調に進めば､大いに中国郷鎮企業の総体的レベル

アップにつながり､その健康的な発展が保証されるに違いない｡

環境保護は中国の基本国策の一つであり､中国政府は郷鎮工業における環境問題の解決

を重視してきた｡

1982年国務院が発布した ｢排汚費徴収暫定弁法｣､1984年の ｢中華人民共和国水汚染防

止法｣､同年の ｢郷鎮街道企業の環境保護管理を一層強化することに関する国務院規定｣､

1986年に国務院環境保護委員会が発布した ｢建設項目環境保護管理弁牲｣､1987年に全国

人民代表大会常務委員会が発布した ｢中華人民共和国大気汚染防止法｣､1989年同常務委

員会が頒布した ｢中華人民共和国環境保護法｣､これらの法規､条例の発布及び執行によ

り､郷鎮企業における環境保護活動が進められてきた｡

中華人民共和国国務院は､さらに 1990年に ｢環境保護の若干の問題に関する国務院決定｣

を発布し､環境保護の基本国策のさらなる遂行､持続できる発展戦略の実施を念頭に､2000

年までに環境汚染と生態破壊の加速趨勢を抑制し､一部の都市や地区では環境質量のある

程度の改善を目標として､一連の有効措置を取るよう各部門に指示を出した｡

1 天津市姉鎮工業及びそれに封する環境保護対策

天津市の郷鎮企業は改革開放の流れに沿って､迅速な発展を成し遂げた｡統計では､1995

年における全市郷鎮企業の総生産額は 871.2億元であり､全市工業総生産に占める割合は
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45%に達してい■る｡全市郷鎮企業の輸出額 (本国における受け渡し値段)は､123.9億元

に上り､元値 (インフレ率を取り除いた)固定資産総額は､214.5億元にまで達している｡

全市で､郷鎮企業総生産が百億元を超えた区､県の数は､6カ所あり､5億垂を超えた郷

鎮数は､66個に成長した｡郷鎮企業グループも 94個誕生し､この2年間で､全市郷鎮企

業において重点技術改造が1339項目行われ､339項の重点新製品の開発に力が入れられた｡

前記で示された通り､天津市郷鎮企業は既に本市農村経済の支柱になっており､市の産

業全体の中でも重要な役割を担っているのである｡

l)鯉鎮企業における環境汚染及びエネルギ-消耗の概況

郷鎮企業の成長に伴って､東境保護及びエネルギー節約はますます重要な問題になって

きた｡1995年の統計によると､全市で郷 (町)村両クラスの工業系企業 10141の内､汚染

源 (汚染をもたらす)企業は2350あり､23%を占めている｡重汚染企業数は929､郵相工

業系企業総数の 9.16%を占め､さらに､厳重汚染企業は 338あり､姉村企業練数の 3.5%

を占めている｡郷鎮企業の年間廃水排出量は 2500万トン強､全市の工業廃水の 11%であ

る｡年間廃気排出量は190億立方メー トルあり､全市工業廃気放出量の10%を占めている｡

固体廃棄物は年間 21.2万 トン排出し､全市工業固体廃棄物の4%である｡廃水における

汚染物は 14種類で､総量 3.5万 トンに及ぶ｡エネルギー消費の状況を見てみると､1994

年郷村集団工業企業の石炭消費は全市合わせて､302.4万トンもあった｡そのうち､石炭

の消費が1万トンを超えた企業は 27あり､1万トン未満 5000トン以上の企業は 68,5叩0

トン未満 3000トン以上の企業は 135,3000トン未満 2000トン以上の企業は254,2000トン

未満 1000トン以上の企業は609あった｡エネルギー消費の大口は､建築材料､化学工業､

冶金等の業者に集中している｡

姉鎮企業といえば､数が多くて分布が広域にわたり､しかも､相当の部分の企業におい

て､管理が粗放的で､工業生産に携わる労働者は農業生産者から直接転換した農民である

場合が多い｡小生産者から市場経済の海洋に躍進した郷鎮企業にとって､環境問題はその

発展過程において必然的なものであるO自己蓄積で徐々に成長する方式により､生産規模

の拡大､汚染の予防及び除去対策を取らなくてはならない郷鎮企業にとって､一挙に現代

化水準にまで達することは無理である｡多数の郷鎮企業は､規模が小さかったり､設備が

粗末だったりして､汚染の予防及び除去能力が弱いため､汚染物質が無処理のまま排出さ

れ､地区によっては生態系を脅かす問題となっている｡ 本市の農村部では､人口が多くで

土地が少なく､生態環境が崩れやすい｡しかも､郷鎮企業は都市部大手企業の部品の下請

けなどをしているのが多数で､メッキや製紙､化学工業､染色等の工場が郊外や郷鋲､村

普 (民家)の近くと､あちこちに分布されており､用水路網や農地と交錯して､農業生産

や生態系を脅かしている｡特に､本市の貧困地区においては､経済の発展及び貧困脱出問

題が環境問題と絡み合い､経済と環境における効果と利益の比較が難しくなっている｡
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2)天津市牌鎮工某における環境保護及びエネルギー節約の実績

(1)環境保護及びエネルギー節約監督機構のネットワーク作り

近年､姉鎮工業の発展に伴い､市各般政府は郷鎮工業の環境保護及びエネルギー節約問

題の解決に向けて､力を注いできた｡市政府の要求に基づいて､郷鎮企業の環境保護及び

省エネのネットワークが作られ､市郷鎮企業省エネ促進リーダーグループを設置し､その

運営に当たってい.る｡オフィスは市郷鎮企業管理局生産技術処 (部)に置かれ､専門スタ

ッフが勤務している｡また､市郷鎮企業管理局では､安全環境保護処 (部)が設置され､

姉鎮企業環境保護業務の全般に当たっている｡ 各区県の郷鎮企業経済委員会 (或いは局)

にも､環境保護機構や省エネ促進リーダーグループがあって､各管轄域内の業務を担って

いる｡現在､一全市で郷鎮企業の環境保護や省エネ業務に関っている職員の数は､4240人に

のぼり､その内､.専門員がおよそ 1000人に達している｡

(2)環境保護及び省エネ管理の強化

近年､我が局は市環境保護局､建築材料局と協力し､姉鎮企業の環境保護及び省エネ管

理を実施してきた｡本市の郷村両クラスの企業 (町所属と村所属)における環境影響調査

済みの企業数の割合は 91.8%に連しており､｢三同時｣の執行率は 89%に連している｡全

市の姉鎮企業の中で､閉鎖､生産中止､合併､転業､工場移転等の処置を受けた重汚染企

業は併せて 150あり､その内､閉鎖或いは生産中止は 136企業､合併もしくは転業は 14

企業あった(所属別で見ると､郵相両クラス企業 134､村以下クラス 16)｡現在､市郷鎮企

業における主な汚染部門では､630台 (セット)の汚水処理施設があり､産業別に見ると､

メッキが 209台､製紙が 16台､染色が 47台､化学工業が 56台､皮革が6台となってい

る｡汚水処理施設-の投資総額は 3665万元､設計処理能力 3.7万トン/日､設備の 90%

の運転状況は良好である｡郷村雨クラス企業に2トン以上のボイラーが 1022台あり､既

に 808台が改造靖である｡環境保護施設の固定資産額は 2900万元ある｡メッキ､製紙､

染色､澱粉､煉瓦等の部門において､数多くの有効な措置を散ってきた｡市の水源となっ

ている河川の水質を保全するため､水路沿線の 11の郷鎮重汚染企業に対して､閉鎖､工

場の移転､期限内に排出基準に達する措置を取るよう命ずるなどの対策を取った｡このよ

うに､本市における郷鎮企業による急速な環境汚染は奉る程度抑制されている｡

｢八五｣(第八次五力年計画)期間中､本市は環境保護及び省エネに関する管理訓練班

を開設し､80期にわたり､4000人を上回る環境保護及び省エネ関係スタッフの教習を実

施した｡本局は､農業部 (農林水産省に当たる)の省エネ製品監督及びテス ト･センター

と共同で､197の煉瓦工場で 204個のトンネル窯に対して､熱平衡測定を実施し､千項目

に及ぶ改善策を提供し､若し全部実施されれば､石炭 2800 トンの節約力苧可能である. 私

たちは､省エネの促進を ｢エネルギー利用合格証｣の授与と結び付け､合格した企業に省

エネ賞を与える｡既に 27個の企業が受賞し､あわせて 6.5万 トンの石炭が節約され､こ
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れは市場価格で 1036.8万元に相当する｡ とりわけ､武晴県石各庄郷煉瓦工場の環境保護

及び省エネの実績が目立ち､国家環境保護局より ｢環境保護先進企業｣の称号が与えられ

た｡ここ数年､10個の企業が農業部より国家二親省エネ企業と定められており､36企業

が市政府に省エネ先進企業と認定されている｡国家計画委員会や市政府に表彰された者は

延べ 29人にのぼっている｡本市の郷鎮企業汚染源調査事業は 1991年国家環境保護局､農

業部､統計局の連合表彰を受け､｢全国汚染源調査優秀者｣の称号が授けられた｡市環境

保護局と郷鎮企業管理局が 1993年の共同研究で公刊した､｢天津市郷鎮工業汚染源調査､

評価 (分析)及び対策研究｣ の論文が､天津市人民政府科学技術成果二等賞､及び ｢国家

科学技術成果賞｣をあわせて受賞した｡1991年来､市政府は "全市人民のために正しく

行動する原則"に基づいて､郷鎮企業を毎年 10ずつ環境保護先進企業に変えることを決

定した｡現在､既に 50の姉鎮企業が市政府の環境保護先進企業に選ばれている｡1995年

に本市の2つの企業が農業部､国家環境保護局により､｢全国環境保護先進郷鎮企業｣と

正式に命名されており､天津市における郷鎮企業の環境保護活動を大いに促進した｡

天津市はエネルギーが不足しがちな都市であり､エネルギー需要の 70%～80%を他省か

らの供給に頼っている｡その内､姉鎮企業は毎年石炭 300万 トンを消費している｡エネル

ギー不足により､本市の姉鎮企業に､生産コストの高揚､利益率の低下､競争力の低下等

の問題をもたらしており､エネルギーを節約し消費を抑えることは､企業の発展にかかわ

る重要な問題となっている｡そのため､省エネ意識を高めることに着眼し､建築材料､化

学工業､冶金等のエネルギー大量消費の部門において､私たちはエネルギー計算のキャン

ペーンを繰り広げた｡主には､次の四つの計算である｡ 1つ目はエネルギー消費の節約に

よる収益の計算､2つ目はエネルギー値上げによる企業収益の変動計算､3つ目は企業の

生産コス トに占めるエネルギー費用の割合計算､4つ目はエネルギー消費における内外同

種先進企業の指標との比較計算｡以上の計算を通して､企業の経営者たちに､省エネの優

劣が企業の発展及び収益に直接関わっているという共通認識が生まれた｡建築材料部門の

例を見てみよう｡我が局は煉瓦産業で数年かけて､武晴県石各庄郷煉瓦工場の ｢トンネル

省エネ窯｣､｢疎ら積みによる速焼技術｣及び ｢内燃煉瓦｣等の省エネ技術の普及に努めた｡

その結果､全市煉瓦産業平均一万個煉瓦における石炭の消費量は､85年の 1.3 トンから

現在の 0.4 トンに減少し､毎年 16万トン余りの石炭が節約されている｡ 各種固体廃棄物

の量が 200万 トン余り減少し､土地 550ムー (中国地積単位,15ムーは1-タタールに相

当)余りが節約されている｡この技術は ｢中国郷鎮企業報｣及び ｢工人日報｣等の新聞で

報道され､国内 28の省市にわたる 568の県区の 3000余りの企業から7000人以上の経営

者や技術者たちが見学に訪れている｡この技術は､山東､湖北､青梅､安撒､河北等省の

煉瓦工場で採用されており､省エネに目立った効果を発揮している｡最近､我が局は二項

目の省エネ先進技術を新たに提案している.一つはボイラー段別給炭装置､もう一つは､

モーター保護及び電力節約WB型系列機である.既に実験段階が終わって､全面的に普及
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しようとするところである｡この普及により､企業や社会に相当な経済利益や環境効果を､

間違いなくもたらしてくれるだろう｡

(3)各種工業ブロックの建設

郷鎮企業を集中して発展させるうえで､工業ブロックの建設や小都市の建設を進めてい

くことは､党中央国務院による我が国の農村経済と社会発展の実況に基づいた重要な戦略

決定である｡

朱連康副市長も､｢各区､県は異なるレベルの工業ブロックを企画しなければならない0

政策を決め､統括的に組織して､郷鎮企業の発展と小都市の建設を促進し合えるようにし

なければならない｣と､いっも語り続けてきた｡

1991年来､本市 12の区県で各種工業ブロックが120ヶ所企画されている｡その中で､54

郷鎮 (町村)と7村のものが既に一定の規模に達しており (企業数 10以上､総生産1億

元以上､総利潤 1000万元以上)､この外の 59カ所も順調に伸びている｡とりわけ静海県

大部庄 (秤)､武晴県漠活港郷が農業部により郷鎮企業国家クラスモデル区と定められ､

大港中塘鏡が国家科学技術委員会に国家クラス ｢火花｣技術 (農村の経済発展を燃えさせ

る意味で比晩的な中国表現)密集区と命名された｡これらの工業ブロックは､優位製品を

優先して生産し､中堅企業が中心を成していて､技術水準が高く､専門的で､生産が大規

模で､競争力がある｡しかも､的確に企画され､効率的な土地の利用､経済的なインフラ

投資､集中的電力､暖房､工業用水の供給システム､汚染の総合的処理や環境保護が図ら

れ､第3次産業も発展し､郷鎮企業の科学的で且つ健康的な発展が確保されている｡

く4)環境保護に関する法規の執行

全国人民代表大会､国務院及び天津市人民代表大会常務委員会事務局の ｢環境保護法の

執行検査に関する通知｣ に基づき､私たちは郷鎮企業に対して検査を行った｡ 市郷鎮企業

局局長を組長とした郷鎮企業環境保護法執行検査グループを組織し､各区､県の郷鎮企業

経済委員会 (或いは局)にも同様の機構が組織された｡さらに各郷鏡には､安全環境保護

員が置かれ､｢中華人民共和国環境保護法｣等の関係法規をもとに､3年間で大量の仕事を

完成させた｡

ある統計によると､三年来､全市郷鎮企業で 2425点の新規プロジェクトがあった｡ そ

の投資総額は55億元で､その内､環境保護投資は5179万元で0.94%を占めている｡ここ

3年間､全市郷鎮企業で 396項目の汚染源処理も行われ､投資額 3368.2万元に達する｡

平均で毎年百以上の郷鎮汚染源を処理することになる｡1995年の統計では､この年の排汚

費の徴収額は 1651.6万元だった｡ この内､環境保護の補助金として 1060万元を還元し､

返還率は64.2%であった｡

1994年の本市の環境保護法律執行検査は､生産許可証無しの郷鎮メッキ企業を■めぐって

行われ､精査整頓を実施した｡市経済委員会､市環境保護局､工商局及び郷鎮企業局が協

議を経て､｢メッキ生産許可証無しでメッキ生産をしている工場の精査につにての通知｣
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を共同で出した｡調査したところ､生産許可証無しのメッキ企業数は全市で19であった｡

これは､津南で 12､西青で1､静海で6という分布になっている｡この外､市経済委員会

工業調整弁公室の許可を得ただけで､まだ生産許可証をもらっていない企業が三つあった｡

私たちは直ちにメッキ産業の調整会議を開き､協調の結果､政策手段と市場原理によって

競争淘汰で解決する方策を決めた｡これから生まれる企業に対して､高水準の技術や設備

と貿易向け或いは大企業との連携などの必要条件を設けた｡これにより郷鎮企業のメッキ

工場数が規制されたと同時に､高水準､高技術､厳格管理のモデル企業が出るようになっ

た｡例として､津秦製版工場のメッキ部門の設備はすべてドイツから取り入れたもので､

その技術水準および汚水処理能力は､いずれも国際先端水準に達しており､現代的管理が

実現されている｡また､宝士民県林亭口金属装備工場では､先進メッキ技術が取り入れられ､

高水準､高付加価値､それに廃水を排出しないことを実現した｡寧河県津徳金属有限会社

と津南区の天津市第-鋼索工場メッキ部工場も､廃水の処理水準が高く､所定の水準に達

している｡

近年､本市は大いに力を入れて､無シアン亜鉛メッキ逆流洗浄と低濃度クロムメッキや

代替クロムメッキ､それに亜鉛メッキ低濃度クロム不動態化などの新技術を普及し､汚染

を生産過程内で抑えるよう努力してきた｡全市メッキ産業の 80%が既に上記の技術を取り

入れているOこれにより無水クロムの損失は三分の一減少し､電力も三分の一が節約され

ている｡経済利益と環境利益が共に得られたと言える｡ 検査の結果､許可証のある企業は

全て廃水処理設備がセットされていて､六価クロムの除去率は92.8%､処理設備稼働率93%

に達していることが分かった｡

市人大常春会､市政府は､関係部門を動員し､郷鎮企業重汚染区域一一例えば､西青区

張寓鎮､大港区遭連庄郷､静梅県大鞘庄鎮等に対し､度々法律執行の検査を行った｡ 先達

康副市長及び各関係区県の区県長が､検査に参列し､重汚染区域における汚染の拍理(汚

染問題に対する対策を実施し､汚染を除去或いは低減させること)を促進した｡

本市郷鎮企業は環境保護及びエネルギー節約の面において､かなりの成績を挙げた｡こ

れは主に､各親人民政府が確実に党中央の ｢積極扶植､合理企画､正確指導､管理強化｣

という方針を実行し､郷鎮企業における環境意識の向上や､自己補完による素質アップ､

実情を踏まえた技術改善などの面から指導してきた結果であるC同時に､関係部門や郷鎮

企業の主管部門が環境保護及び省エネを重視してきた結果でもある｡しかし､他の省市に

比べると､不足な所がまだたくさんあり､広大なる人民大衆の要求にもはるかに及ばないO

また､工業先進国に比べると､格差があるのも事実である｡ だからこそ､われわれは奮起

して追いかけなければならない｡この世紀の変わり目の大事な時期に､環境保護及び省エ

ネ問題を重視し､農村が現代化していく過程で環境保護と資源保護問題の解決に全力を尽

くして取り組んでいる｡
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3)天津市鯉鎮工業主要汚染源の分布及び治理企画

農業部郷鎮企業局の指示に従い､また郷鎮企業環境管理や治理の需要を踏まえ､市郷鎮

企業局は環境保護局と力を合わせ､天津市姉鎮工業の主な汚染企業 929を突き止めること

ができ､各区県における分布も明らかになった｡この内､水汚染工場は 599で､大気汚染

工場は330であった｡産業別でみると､製紙工場 44､皮革工場 8､染色工場 84､メッキ工

場 155､化学工業工場297､澱粉醸造工場 11､セメント工場 7､煉瓦工場285､冶金工場 3日

という具合である｡ 各区県における具体的な分布が明らかである上､それに基づいて､重

汚染抑制区域を決めた｡水汚染については､17の郷 (鎮)が抑制目標になり､排ガス汚染

は､27の郷 (鎮)が抑制目標となった｡汚染胎理の具体的な目標は次の通り定められた0

①汚水排出産業 (染色､製紙､皮革､染料､メッキ､澱粉醸造)廃水処理率60%

(1993年は39%)0

②廃水処理施設の稼働率90%｡

(塾主宰水質汚染物は基準達成率700/o(1993年は450/o)O

④工業排出ガス処理率60%｡

⑤工業排出ガスの基準達成率70%｡

⑥窯改造率70% (1993年は35%)0

⑦ボイラーの消煙除塵設備の取り付け率95% (1993年は80%)0

⑧工業固体廃棄物の処置率75%｡

1994年以来､市郷鎮企業局は､環境保護局と共同作業で出来た､｢21世紀に湛進する天

津市郷鎮企業環境保護行動計画｣と ｢天津市郷鎮工業汚染防拍(予防と治理)企画｣の二つ

の文書をも.って､郷鎮企業の環境対策の指導に当たってきた｡この二つの文書で､染色､

メッキ､皮革､製紙､澱粉､煉瓦､セメント､冶金等産業の拍理について､具体案が示さ

れている｡

2 重点 く対処)産業における行動計画と優先すべき技術

社会発展の必要に基づき､また国務院 2000年企画の基準に従い､市政府は人民のため

に 20件の事業を実施することを決めた｡全市で毎年 10ずつ環境保護先進企業を出し､ま

た50ずつ郷鎮企業汚染源を治理して､汚染の拍理に力を入れる｡1995年から2010年の間､

本市は製紙､煉瓦､メッキ､染色､農産物の加工及び工業プロッタの建設において､拍理

規制を厳しくする運びである｡同時に優先すべき重点技術を絞っていく｡

1)製紙工業における汚染防治

天津市郷鎮製紙工業に製紙パルプ工場は53あり､年生産額2.7億元､年生産高 11万4443

トンにのぼっている｡製品としては､主に文教用紙と段ボール紙のような中､低質の紙を

生産している｡ パルプの製造技術はアルカリ蛙による製造と石灰 (酸化カルシウム)法に

よる製造が主流を成している｡1995年に黒輯総合利用､清水回収利用､水循環利用法及び
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中段水処理技術が実施されている｡

2000年までにアルカリ無使用の製紙技術でパルプ生産のモデル工場を作り上げる｡

2)煉瓦産業における汚染防治

本市における煉瓦産業の企業数は 304あり､年生産額 5.3億元､年生産量 51億個であ

る｡製品の種類は粘土煉瓦を主としている｡ 生産技術は､自然乾燥(トンネル窯技術)を利

用している｡今後､郷鎮煉瓦産業の汚染問題を解決するには､主に新しい建築材料 ｢泰柏

板｣の生産を増やすことと中空煉瓦を生産することで対処する｡工業固体廃棄物や都市ゴ

ミを原料または燃料として､煉瓦作りに生かすことで､石炭の使用量が減らせる｡

1996年に新しい建築材料 ｢泰相板｣､それに中空煉瓦年生産 5000万個の実験生産を行っ

た｡計画上､2000年までに年生産 3000-5000万個の都市ゴミ煉瓦工場を建設する予定で

ある｡

3)メッキ産業における汚染防治

本市の郷鎮メッキ産業は主に市の周辺に分布されていて､都市工業の部品加工をしてい

る｡企業数は 156で､年生産額 1･3億元の上､廃水の排出が 70万トンある｡.拍理されて

から､高水準､高技術､厳格管理のモデル企業が数多く現れている｡弾奏製版工場､林亭

口金属装備工場､寧河県捧徳金属有限会社､それに天津市第一鋼索工場付属メッキ工場が

その例である｡1995年には､メッキ各工場で物理化学法による廃水処理が実施された｡さ

らに､2000年までに80%のメッキ工場で､系列添加剤による排水処理が計画されている｡

4)染色､染料産業における汚染防治

当該産業の郷鎮企業数は全市で 139であり､年生産額 22.78億元､年廃水排出量は 289

万 トンに達している｡この産業の廃水は､成分が複雑で､廃水に有機物が多く含まれてお

り､色が濃く､処理に難しい｡より効果的な対処策として､設備､技術の改良による水流

の距離の短縮､エネルギー消費の減少およ.び連続操縦が望まれる.使用水や原材料､補助

材料の利用率を高め､汚染物の排出量を抑え､積極的に練合利用 (リサイクル)を採用し

て胎理を展開する｡

1996年には､染色､染料産業を対象とする化学的 ･生物化学的方法による廃水処理技術

が完成されている｡

5)農産物加工業における汚染防治

本市農産物加工業の郷鎮企業数は3027あり､年生産額が140億元､有機廃水排出量は25

万 トンに達している｡これは主として､本市に 11ある澱粉生産工場が汚染源となってお

り､その技術は､流槽沈澱及び気流乾燥の技術を採用している｡澱粉生産による環境問題

は､高濃度有機廃水の排出が原因になっている｡この澱粉業による汚染問題を解決するた

めには､生産技術の改良や総合利用対策が必要である｡

1995年に全市で澱粉工場の年生産一万トンを計画し､それに伴い､糊コーン､コーン油､

黄色の糊や粉､それに洗浄用水等の回収を普及した｡
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6)終盤工業ブロックの建設

現在､本市の郷鎮工業はおよそ郷鎮政府所在地の周辺に分布している｡統一的企画に基

づき､郷鎮工業ブロックを建設することによって､その科学的配置の実現が可能で､電力

供給､給水や下水､それに汚水の処理やその他の公共施設まで､すべて集中的に賄うこと

が､エネルギーの有効利用や環境保護に非常に有利である｡

3 醒鎮企業の環境保護及び省エネに関する思案と予定措置

郷鎮企業は激しい市場経済における競争と環境汚染の問題に直面し､強いプレッシャー

が掛けられている｡こういう実情を踏まえ､大量の調査に基づく対策として､養成施設の

設置､主要汚染産業向けの外国先進設備や技術の導入､外国からの環境保護資金援助の獲

得などを考えている｡ これを実施するために以下のように郷鎮企業の環境保護及び省エネ

に関する思案と予定措置を定めた｡

1)郷鎮企業の実情を踏まえ､持続可能な経済発展企画を制定する｡｢積極扶植､合理

企画､正確指導､管理強化｣ の方針を貫き､資源の節約と環境保護を重視し､郷鎮企業の

持続的､安定的かつ健康的な発展を目指す｡資源を浪費し､汚染状況が著しく､拍理の難

しい産業に対しては今後発展させない等､郷鎮企業の構造調整を進める｡ このような企業

に対しては現存の企業に対しても､漸次､閉鎖､生産中止､合併､転業させていく方針で

ある｡ 郷鎮企業の健康的かつ持続的成長を保つことを前提に､郷鎮工業における環境目標

とエネルギー節約目標を定める｡経済発展と資蹄､環境との協調が最大のポイントである｡

2)郷鎮企業の行政主管部門は､郷鎮工業の発展に目を向けるばかりではなく､環境保

護や省エネにも力を入れなければならない｡江沢民主席は最近次のように指摘している｡

｢切実に資源と環境を保護しなければならない｡目前に配慮するのは勿論のことだが､子

孫のための配慮も必要である｡決して先祖の財産を使い果たし､子孫の暮らしの道を絶っ

ことはできない｡資源の浪費や先に汚染して後でまた胎理するやり方を選んではならな

い｣. ｢資源の開発は節約と並行していかなければならないO各種の浪費を克服し､資源を

総合的に利用すべきである｡汚染の防止 ･処理も強化しなけらばならない｣｡よって､郷

鎮企業の成長に合わせて､その農業支援､農村建設の資金づくりにおける環境保護投資も

拡大させていく考えである｡弥鎮企業の管理機構内において､できるだけ速く環境保護と

省エネ目標責任管理制度を確立し､環境保護基金 (環境保護補助金を主とする)も設置し

て､少しずつ郷鎮企業の汚染対処能力やエネルギー節約能力を高めていく｡ 企業に対して

指導､管理､監督､協調､サービスなどを行い､郷鎮企業が積極的に環境保護と省エネに

取りかかるように推進する｡

3)経済手段を軽に､郷鎮工業の汚染拍理を発動させる｡主要汚染産業において､収益

増につながる汚染治理技術のモデルを造るo その一方で､省エネ技術の改善も進めてい く｡

郷鎮工業企業の汚染拍理や省エネ技術に対する関心を高め､金融部門の資金を郷鎮工業の
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環境保護及び省エネのための技術改善に利用できる態勢作りを行う｡ 資源の開発と節約

を並行させ､しかも節約を優先する｡生産過程の各段階において､水資源､エネルギー資

源､原材料の節約を励行し､あらゆる手を尽くして､資源のむだ使いや浪費を減少させる｡

節約及び総合利用の目標と措置を講じて､エネルギーと原材料の利用率の大幅な改善をは

かる｡

郷鎮企業の汚染防治と省エネ対策を考える際､生産管理から､設備それに技術までの全

過程を考慮に入れる｡とりわけ､生産過程の廃物最少化技術に着眼し､企業にエネルギー

消費の減少や原材料の節約を実現させ､収益の増加を図る｡

4)省エネ用品の普及と企業のエネルギー現場管理の強化を図り､エネルギー節約の監

視と測定を続行する｡姉鎮企業における省エネ新技術の普及が大切である｡年内に､4ト

ン以上のボイラーに新しい給炭装置を順次設置し､可能であれば､ボイラーによるエネル

ギー消費線量を今の水準よりさらに 30%～40%減少したい｡建築材料､化学工業､製紙な

どの産業において､WBモーター保護及び電力節約機の装着を普及させ､｢大馬が小車を

引っ張っている｣と例えられている問題のいっそうの解決を図りたい0

5)情報管理システムの確立｡1985年と 1989年の調査を基に､環境情報データベース

を作る｡現場監視観測地点を設置し､情報の収集システムを確立させ､郷鎮工業と関連の

ある環境指標や環境状況の変化を掌握し､郷鎮工業環境情報を発布する｡もって､郷鎮工

業の環境管理や科学研究及び技術普及を指導する｡

6)郷鎮相の環境企画を続行し､郷鎮工業ブロックの建設を推奨する｡合理的企画に基

づき､工業ブロック内で､給熱､給水を集中的に行い､効率的に利用し､利用率を高める｡

このように､各汚染源の治理と地域治理を結び付けた環境保護戦略を実施する｡とりわけ

自然保護区､景勝地区､引漆 (河)沿岸および梅河流域の両岸に､汚染をもたらす企業を

新たに建設することは一切禁止する0

7)環境管理｡企業の産業別また所属別管理制度を実行する｡汚染の重大な新規プロジ

ェクトを厳禁し､一般汚染類は抑制する. 環境影響評価と ｢三同時｣制度を励行し､建設

プロジェクトの最終検査制度を厳格にし､行政管理手段を強化する｡

8)環境保護及び省エネ製品の市場開発に力を入れ､姉鎮環境保護及び省エネ産業の発

展を応接し､環境拍理とエネルギー節約の総体的なレベルを向上させる｡

9)関係教育と訓練の強化｡本市は訓練施設の建設により､各機関において郷鎮工業管

理に従事している人員や職工の環境意識を高めることを計画している｡教育界や学校､社

会団体､マスコミなどの協力を得て､環境に優しい各種生態工業の展覧会を開いたり､郷

鎮企業環境保護テレビ講座を開いたり､適用教材の編集に協力してもらって､年に一回か

二回､郷鎮環境保護管理人員と郷鎮環境保護員のための集中訓練を行なったりする｡

10)協力と交流は郷鎮工業の発展における環境保護及び省エネ問題を対処する重要な手

段である｡郷鎮工業の環境保護及び省エネ問題を解決するために､部門間､地域間または
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国際間の協力と交流､並びに全人民の参加が不可欠である｡互いに学び合い､補い合って､

関係知識と情報を共に享有して､郷鎮工業の環境保護及び省エネ問題の解決に努めるG 今

もっとも必要とされる郷鎮企業環境保護先行項目につき､内外各部門や団体の支援をでき

るだけ獲得し､国際協力を特に得たい｡われわれは各国の汚染防拍面での優れた経験を真

面目に勉強し､本市の実情と結び付けて､花を咲かせ､実を結びたい0

われわれは､一貫して環境保護やエネルギー節約の法規を遵守し､これら法規の一層の

完備にも努力する.管理組織と情報のネットワークを築き上げ､環境保護及びエネルギー

節約分野の技術政策を制定し､関係法律の普及宣伝や教育訓練を強化する｡内外との交流

や協力を進め､環境保護及びエネルギー節約の資金ルー トを確保し､天津市姉鎮企業汚庵

治理の深刻な資金不足問題を解決して､環境及び資源の保護に真剣に取り組んでいく｡

4 割達目標

十年ぐらいの努力を経て､この世紀の末と 21世紀の初めごろには､郷鎮工業環境管理

ネットワーク及び法規体系が基本的に整えられ､主要汚染産業において適切な汚染防止先

進技術が設けられ､環境汚染がある程度抑制され､地域によって主要汚染地域の環境状況

が次第に好転し､村鏡の環境が明らかに改善されていること､ここまで達成できる自信を

われわれは持っている｡

経済や技術の発展にともない､2010年までにはさらに､健全な郷鎮工業環境管理ネット

ワークの確立､社会主義市場経済下の環境管理法規体系の整備､郷鎮工業による環境汚染

の抑制､主要汚染地域の環境状況の復元､経済及び社会の発展と環境保護との協調を実現

したい｡それは､わが国の農業生態に良性の循環を与えることにもなり､また郷村の清潔､

優美､安静なる未来環境図にも繋がっている｡

前述の目標を達成するために､心から日本の皆さんを歓迎し､われわれと共同で天津市

郷鎮企業環境保護交流センターを構築することを切願している｡これを通して､日本の先

進技術や設備及び資金を導入し､華北ないし全国に普及させ､この世舵の変わり目に､郷

鎮企業の環境問題の解決を急ぐ所存である｡我々皆が力を合わせて､人類の命の源である

この地球を大切に保護して行きたい｡

(釈 :董 世杢)
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第9章 細鎮企業の汚染防止対策及び援助方式

天津市環境保護科学研究所 李 万塵

天津市の郷鎮企業は 50年代から始まり､70年代末になって高度成長期に入った｡1995

年郷鎮企業の数は既に4万余りに達し､生産高は 1100億中国元に上り､全市の工業総生

産に占める割合は 46%まで伸びている｡すでに郷鎮企業は､本市の経済発展において重要

な役割を果たしているのである｡しかし､農村各地にばらばらに散在している郷鎮企業は､

環境問題に当たっては管理が難しく､また一般的に技術水準が低く設備も旧式で生産工程

が遅れているため､汚染対応能力が要求される水準に遥かに及ばないという問題を抱えて

いる｡従って､農村の生態環境をひどく脅かしているのである｡

李鵬首相は演説で､｢小型の製紙工場や化学工場一つで､河Jt卜つを汚痕してしまって､

何十万もしくは何百万人の都市や農村人口の生活用水が脅かされ､民衆の反発が強い｡こ

の問題は､五年以内で完全な解決を実現してほしい｡｣と語っている｡ 郷鎮企業における

汚染防止策の研究と制定は､21世紀に向けての中国の環境保護措置中､優先される行動

なのである｡

1 碑鎮企業による汚染の原因

郷鎮企業の急速な発展と同時に､天津市経済技術開発区の決起が注目される｡10年間の

開発及び建設で､1994年末までに面積 16.8平方キロメー トルの土地開発を完成し､その

内､工業区が 12.3平方キロメー トルを占める｡各項目の累積投資総額は 15.3億米 ドルに

達し､1994年の工業総生産額は 149.1億元に達した｡この開発区は､天津市で土地利用

度及び経済成長率が最高の区域となっており､本市の新たな経済成長地域になりつつある｡

開発区では､経済の高速成長に伴う環境面での状況悪化が見られず､経済発展と環境の調

和が達成されている｡

郷鎮企業と経済開発区の企業とを比べてみると､地理的位置､経済成長方式､環境意識､

牡的関与､技術レベル等において､いずれも大きな差が存在していることが分かる｡この

ような差は､解決困難な郷鎮企業による環境汚染の主な原因である｡

姉鎮企業における環境汚染が開発区のそれとどのように異なるのかについては､次ペー

ジの表1のようにまとめることができる｡

2 坤填企業における汚染防止対策

郷鎮企業の環境汚染防止対策は､1)汚染防止の戦略的対応､2)技術支援システム､

3)郷鎮企業環境汚染防止対策､4)郷鎮企業環境汚染防止対策の系統に整理することが

できる｡
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表 1 郷鎮企業と経済技術開発区の企業の比較

郷鎮企業 経済技術開発区

企業分布 分散 集中

企業規模 中小型企業を主とする 大中型企業を主とする

経済成長方式 粗放型 集約型

生産工程 .設備 旧式 先進

企業内環境.対策 弱め 健全

運営者環境意識 低い 比較的高い

末端処置状況 悪い 要求基準に達している

企業の環境イメージ 悪い 良好

製品の環境行為 汚染が強い 汚染が弱い

給熱方式 分散 集中給熱

域内総合対処措置 無し 建設検討中,例えば10万 トン/ 冒汚水処理工場等

汚水排出先 非合理的な排出先が大多数を占める 合理的な排出先がある

1)汚染防止の戦略的対応

汚染防止は､①末端処理から生産過程における練合的対策､②濃度制限から濃度および

総排出量規制-の移行の二つの手段で推進する｡

① 末端処置 - 全過程コントロール

② 濃度制限 - 濃度と排出総量の組み合わせ制限

2)技術支援システム

クリーン生産工程-の静行- 有害物質や廃物の排出量を減少あるいは無くす工程

ISO14000環境管理システム- 企業内環境管理システムの助成

環境会計審査 一一 企業内審査スタッフの養成

3)郷鎮企業環境汚染防止対策

郷鎮企業向け汚染防除技術の提供｡以下の研究センターの設立が考えられる｡

天津市クリーン生産普及センター

天津市 ISO14000システム教育センター

天津市廃棄物交換センター

天津市郷鎮企業汚染処理工程技術センター

4)郷鎮企業環境汚染防止対策体系の確立(詳細は資料 1参照)

検査､監督機関 一 区､県環境保護局
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業種ごと､企業ごとに排出量を定めて､制限する

区域内排出量を定めて､制限する

主な技術手段 - 排出総量規制

3 援助のあり方について

日本側に期待する援助項目:

中･日工業汚染防除技術養成 ･研究センターの助成

･計画的に 〔天津一北方一全国の)企業に対し､工業汚染防除技術の養成を行う (教材作

り､養成､モデルを立てること)

･2005年までに各企業が基準通りになることを目標に､関係企業にシステマティックな技

術を提供し､サポー トする

･国際的視野をもつ養成､研究､諮問､経常等が一体化した技術サービス機構を設ける

･姉鎮企業汚染防除モデル県 (郷)を一つ作る

中日提携郷鎮企業汚染防除技術養成 ･研究センターにおける主な活動内容 :

汚染企業が環境基準通りになるためのシステマティックな技術支援を行う

･スタッフ養成- 企業のリーダーたちの環境意識を高め､汚染予防技術を勧める

･国内外の最新情報を提供する

･産業別の環境保護技術ハンドブックを提供する

･応用技術の提供 (BAT)

･生産過程における環境会計審査の推進に協力する

･外国の清潔生産技術の移植

･企業に先進的パテントや設備を提供する

経営

･外国工業汚染処理技術の移植 (特許の譲り渡し)や設備の導入 (商売)

日本側の援助方式 :

･専門家を派遣して諮問にあたる (短期､中期､長期)

･養成計画を編成する

･スタッフ養成に参画する

具体的には､ベテラン教師の派遣､工業企業汚染防除企画の共同作成､日本で使われ

ている教材の提供

･実験企業選出-の協力

･養成授業に使われる器材や設備の提供

･産業別汚染防除技術ハンドブックの共同編集
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･日本における清潔生産技術の情報提供

･日本の清潔生産工程や技術の輸入 (特許の譲り渡し)

･日本汚染処理設備に関する中国市場の共同開発

･環境プロジェクトの共同受持ち

･郷鎮企業汚染防除モデル県 (郷)の樹立-の協力

4 備わった協力基盤

天津市科学技術 (管理)委員会及び同市環境保護局に所属する専門的科学研究機関とし

て､天津市環境保護研究所がある｡1975年に設立され､現在職員 202名､その内､科学研

究員が 170名にも達している｡同研究所は､環境管理研究課､汚染処理技術研究課､環境

工程課､工業化産業基地課の四つの支部からなり､各課にはいくつかの研究室や実験室が

ある｡

同研究所の主な研究分野は以下の通りである｡

1)環境保護政策､法規､基準及び審査

2)地域生態環境保護及び環境汚染総合防除

3)汚染処理技術の研究及び商品開発

4)汚染処理工程

同所設立以来､国家､部庁､市から併せて 130項目を超える研究課題の依頼を受け､そ

の内 44項目において国家､部庁､市からの表彰を受けた｡また､43項目の大､中型汚染

処理工程の設計を請け負い､数多くの環境保護商品の開発にも力を注いだ｡国家環境保護

局と人事庁から ｢全国環境保護先進機関｣ と辞されたほか､天津市政府から ｢天津市基幹

研究所｣の名称が送られ､国家科学技術 (管理)委員会からは全国ソフト科学研究機構研

究実力ベスト80に選ばれた｡

現在取りかかっている研究項目:

1)天津市工業汚染防除ストラテジー研究

2)天津市郷鎮企業汚染防除ストラテジー研究

3) ISO14000環境管理システム基準の実施に関する準備作業

EU (欧州連合)がシンガポールで開催するⅠ.SO14000養成機構に技術者を 20

名派遣すること､｢企業における環境審査基準｣の制定､全国の企業管理スタッフ

を主な対象にするISO14000養成センターを組織すること

4)天津市クリーン生産普及センターの開設

5)天津市における工業 (郷鎮企業を含む)汚染源調査及び排汚申告登録の実施

6)天津市郷鎮クラス環境保護企画

7)｢海ラン河流域｣(天津及び周辺地域)水質汚染物をめぐる排出総量規制の研究

8)天津市における汚染物排出総量規制の実施に関する保証体制
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9)工業汚染処理工程技術センターの設置

10)工業汚染処理工程項目の受入れ

内外の専門家と協力し合って､21世紀に向けて､これからの環境問題に挑み､地球上

の環境保護に貢献できることを､本研究所は目指している｡

(釈 :蓋 世室)
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第 10章 鋸盤企業発展の持続可能性

天津市環境保護局 劉 文仲

環境保護と経済発展は､今日国際社会からもっとも関心を寄せられている重要問題の一

つである｡ 環境保護と経済発展の不可分性は､人類が模索と研究を重ね､しだいに辿り着

いた国際的な課題である｡ 持続可能な発展というのは､まさに環境保護と経済発展の関係

の深い認識のもとに提起された､全地球共同発展の戦略的理論である｡ これは既に科学技

術の新たな推進力となり､同時に文明社会のシンボル､人類が協力して追求すべき目標と

なっている｡

郷鎮企業の持続的発展をいかに実現するかは､わが国の農村経済発展と生態系保護に関

る根本的な問題であり､しかもいち早く対応しなければならない現実的な問題である｡ こ

こでは､まず姉鎮企業の特徴及び農村生態環境との関係を認識する必要があり､その上で

経済､技術面の対策及び行政上の措置を検討し､さらに宣伝効果の検討も進める｡

1 輝鎮企業の特徴及びその発展経緯

郷鎮企業というものは､中国の特色ある農村工業体系で､主に以下の特徴がある｡

1)分布が広い｡郷鎮企業は広く農村生態環境に分布しており､｢村々に火が灯り､あ

ちこちに煙が立つ｣という状況を生み出している｡天韓市223姉鎮 (町村)が所轄する3870

の村ほとんどに姉鎮企業があり､姉鎮企業が存在しない村はわずか5%にすぎない｡

2)産業分野が多岐にわたる｡ 姉鎮企業の製品は種類が豊富で､飛行機やロケットのよ

うな少数製品を除き､ほとんどの工業製品が生産できる｡さらに国有企業にない部類まで

郷鎮企業で見つけることができる｡ 天津市郷鎮企業には､併せて 35種の産業があり､136

部類ある｡

3)発展が速い｡国の改革開放政策を追い風に､ここ十数年来､郷鎮企業は飛躍的発展

を遂げている｡天津で言えば､郷鎮企業数は､1984年の 屯800より今日の 38,500に成長

し､年生産額も1984年の22.7億元が､今日では 1,000億元あまりに伸びてきた｡従業人

数は､1984年の数万人から現在は80万人あまりにまで増えた｡

4)規模が比較的小さい｡郷鎮企業の内訳をみると､郷鎮所属のもの､村所属のもの､

数家族合弁のもの､個人のものという構成であって､規模が比較的小さいG天津市の場合､

郷鏡のものが5%､村所属のものが 20%､合弁のものが 15%､個人のものが 60%となっ

ている｡企業の規模を固定資産でみると､100万元を超えた企業はわずか 15%で､100万

元以下の企業が 85%と主流を成している｡各企業の平均固定資産はわずか 20万元にすぎ

ない｡
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5)設備が老朽化している｡郷鎮企業は､60年代の社隊 (人民公社生産大隊集団所有)

企業をもとに創られ､発展してきた｡80年代の初期､経済体制の改革や都市工業の農村-

の拡散に伴い､多数の老朽化 した設備が郷鎮企業に移されてきた｡調査によると､現在使

われている設備は､30年代のものが20%､50年代のものが30%､80年代のものが40%､

90年代のものが 10%となっている｡

6)労働者の教育水準が低い｡郷鎮企業の多数は ｢土を離れても里を離れない｣型であ

り (っまり農業を離れても地元を離れない人からなる)､職工の 95%以上が農民である｡

そのうち､中学校卒業者 50%､高等学校卒業者 10%､大学卒業レベルのものはわずか 0.1%

しか占めていない｡相当の数の従業員が文盲あるいは半文盲である｡管理の水準にしても､

生産技術の水準にしても比較的低い段階にある｡

郷鎮企業は自身の成長や科学技術投資の増加に伴い､新しい発展傾向も見せている｡ 具

体的には以下の通 りである｡

1)規模の利益を追求｡小型企業は経済市場で弱者に属する｡分化統合により､数多く

の規模型企業あるいは企業集団が現れている｡統計によると､工業生産額が 100万元以上

の企業数は 5,394個あり､企業総数の 52.9%を占めている｡とりわけ､年生産額が 1,000

万元を超えた企業は 657戸に達し､年生産額が 1億元を超えた企業も 16戸ある｡このよ

うな規模の利益の追剰 こより大型化 した郷鎮企業は､既に全市郷鎮企業安定成長の中堅を

成している｡

2)分散型から集中型-｡村や鎮の建設､それに小さい町の建設に伴い､多くの工業プ

ロッタが作られている｡現在のところ､全市で区県クラスの工業ブロックは 12ヶ所あり､

郷鎮 (町)クラスのものは 230ヶ所､柑レベルのものは 800カ所余りある｡工業企業が相

対的に集中し､給水や送電､交通､環境保護等を集中配備する上で効率的である｡

3)労働型から技術集密型-0｢火花計画｣(農村経済の発展に点火するという意味で､

中国の役所などで比愉的に使われている慣用表現)の実施に伴い､数多くの企業が進んで

技術や人材を導入し､新しい設備を取り入れている｡その結果､技術水準の高い企業が上

昇の傾向を見せている｡調査によると､近年技術改造プロジェクトが 500件完成されてお

り､新しい製品が 2,000件余り開発され､先進技術が積極的に採用されている｡その内､

国際水準に達したものが 20件､海外の技術を導入したものが 33件､国内先進水準に連し

たものが 30件､本市以外の国内の技術を導入したものが 226件､国から特許をもらった

ものが45件であった｡

4)閉鎖型から開放型-｡対外開放の深化と市場経済の発展につれて､企業開放の度合

いも拡大し､輸出指向型の企業が多くなってきている｡全市で輸出製品を生産している郷

鎮企業の数は 1,12日､｢三資｣企業が 388ある｡輸出引渡額が年 100万元を上回る企業は678

あり､輸出引渡額が年 1,000万元を越えた企業も131ある｡
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2 農村生態環境に封する静鏡企業の影響

郷鎮企業の特徴及び発展傾向の分析から､郷鎮企業が農村生態環境にもたらす影響とそ

の環境汚染を解決する機会が同時に見えてくる｡

1)工業廃棄物の大量放出

製紙､皮革､建築材料､機械､紡績､冶金､化学工業､食品等産業を対象に調査した結

果､年間廃水排出量は 1,749.48万トンに連している｡そのうちクロムを含む廃水が 47.70

トン含まれている｡ 廃ガス排出量は 31,616.55万立方メー トルで､その内二酸化硫黄が

603.19トン､粉塵 5.08万トン含まれている｡また､固体廃棄物は 14.74万トン排出され

ている｡

2)汚染物処理水準が低い

全市郷鎮企業の廃水処理量は 557.68万 トン､処理率は 34.7%､さらに処理後所定基準

に達した水量は 219.29･万トンで､処理量の 42.9%しかない｡浄煙除塵率は 47.5%､工程

ガス浄化処理率 19.3%の水準である｡ このように､郷鎮企業の汚染物の処理について､そ

の処理率が低いことと､処理設備の技術が遅れているため処理後の基準達成率が比較的低

いことが分かる｡

3)工業汚染物が直接農村生態環境へ捧出される

郷鎮企業は農村生態環境のなかに散在しており､各種の汚染物は合理的な排出先がない

ため､直接周囲の生態環境に排出されている｡廃水を例に取ると､直接農地付近の溝や池

などの用水路に排出しているケースが全体の 78.28%を占め､その他､農地-の排出が

0.15%､河川-の排出が 5.65%､荒れ浜-の排出が 0.92%､地下-の浸透量が 4.75%と

なっている｡

4)鯉鏡企業が農業生産にもたらす直接被害

このように郷鎮企業が出している汚染物は直接に農業生態環境に排出されていて､しか

も十分な胎理 (汚染を除去､或いは低減させること)が行われていないため､土壌と水質

を汚染している｡突発的汚染事件だけでも農業生産に巨大な損失を与えている｡ある統計

では､全市で汚染された農地は合計30万ムー (約2万-タタール)を超え､穀物､野菜､

果物を約0.6万キログラム減産させ､経済損失は1,000万元を超えている｡水質汚染は (水

面計算で)9,140ムー (約 らlo-タタール)に達し､死魚6万kgの経済損失は 160万元

を起えている｡汚染による間接的な損失を含めれば､経済損失額はもっと膨大の数字にな

るであろう｡
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3 蹄鎮企業の持続的発展対策をめぐる思索及び嚢践

近年､姉鎮企業の環境管理と結びつけ､郷鎮企業の持続的発展対策について､以下の思

索と実践が行われた｡

1)生態経済理論を応用し､鍵盤企業環境企画を作成する

郷鎮企業環境企画の趣旨は､まず持続的発展の実現にある｡ これは､姉鎮企業が農村経

済にとって切り離すことのできない一部分であり､また農業生態環境と併存しているなど

の特徴によって決められてい.る｡この環境企画は､農村経済全体の持続的発展の範囲内で

考慮されなければならない｡また､郊外と大都会の間には物､エネルギー､情報の流れが

あるため､郷鎮企業環境企画も､こうした都市と農村の一体化を背景にした大きな環境の

枠組みを考慮に入れて設計する必要がある｡

以上の事実を踏まえ､12の工業開発ブロックの環境企画を制定する際､とりわけ以下

の原則を守った｡

(1)持続的発展の原則｡工業ブロックの発展は､農業生産に不利な影響を与えないこ

と､また､子孫後世の生存と発展に不利な影響を残さないことを前程とする｡ 同時に､水

は生命の源､土は生存の拠り所であるため､環境企画は水資源と土地資源の保護を特に強

調する｡

(2)生態経済原則｡環境保護と経済発展が協調しあう関係にあることを明確にする｡

環境保護は経済発展の促進のためにあり､経済発展は良好な生態環境を前提とする｡企画

において､工業ブロック内各産業間の協調共存関係に注意を払うのは勿論､工業プロッタ

周辺の経済環境がブロックに与える影響と､工業ブロックの経済環境から周辺地域-の輯

射も考慮に入れるべきである｡

(3)広域環境システム原則｡いかなる物も孤立的存在ではない｡即ち回りの環境と切

り離すことのできるものなど､すべて発生もしなければ､発展もしないのである｡企画に

おいては､工場の配置を重視するだけでなく､周辺の農業､養殖業､それに植生､生物資

源､水利資源､交通現状についても詳しく調査する必要があり､その上で､第一次産業と

第二次産業を調和させ､現地の自然資源や交通､エネルギーの優位な面を十分に活用する｡

(4)区域練合拍理の原則｡工業ブロックの環境企画である以上､着眼点を各汚染源の

拍理のみに置くことはできない｡規模の大きな企業の集合体に対しては､その規模に相応

する施設と設備をもって､その工業汚染物の練合的処理を図るべきである｡そのため､熱､

ガスの供給を集中的に行うことが好まれる｡エネルギー源の節約もできれば､集中的処理

にも便利であるoこの他､給水､排水ネットの統一企画も必要で､汚水処理工場を集中的

に建設し､汚染治理の社会化を目指す｡
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2)有利な資源を利用した産業育成

現地の自然資源や農産物資源を利用し､加工型企業を育てれば､エネルギーや物流の短

周期良性循環が実現できるだけでなく､環境汚染も抑えられ､さらに産品の付加価値が高

まり､全体的により高い収益が実現されることになる｡ 一部の生態モデル県及び生態モデ

ル区では､栽培農業と養殖業を発展させた上で､味噌漬物､食品加工､肉類加工､乳製品

加工､果物加工等の企業を育て､｢栽培業､養殖業､加工業｣ を一本化 した生産経常形式

が定着している｡調査によると､天津市では､農産物を原料とする加工企業が3169あり､

他に肉類､乳製品､水産品､果物の加工企業が 87､木材加工企業が 370､工芸美術品製造

業が406ある｡ これらの汚染物質を排出しない､或いは汚染物質の排出量が少ない企業は､

郵相両クラスの郷鎮工業企業の約40%を占めている｡

3)国家の環境法規に基づく新しい汚染源の制限

郷鎮企業は農村経済の大黒柱であり､既に原始蓄積の段階を過ぎている.一つの地区内

では環境の容量に限界があるため､ただ企業の数を増やすだけで経済の発展を追求するこ

とにも限界がある｡そこで､新投資による発展方式から合理化による発展方式に切り換え

る必要性が生じてくる｡即ち､技術の集約化､生産プロセスの改革や企業内部の潜在力を

掘り起こす方法で､経済収益の増大を図らなければならない所に来ているのである｡この

考えに基づき､新規プロジェクトの審査を厳格にして新たな汚染源を制限することや､

つの地域における企業数のマクロ総量をコントロールすることは､その地域の発展にとっ

て非常に重要なことである｡

(1)汚染レベル別､産業別管理制度の実施

新規プロジェクトを汚染程度により､①最も汚染が深刻な､②比較的重汚染､③比較的

軽汚染､④基本的に汚染無しの4つのレベルに分ける｡ ①に関しては､原則として建設を

禁止する｡但し､その内特別な理由のある新規プロジェクトに関しては､市環境保護局の

厳格な審査を経た上で行政上の主管部門に申請し､許可を求める｡②に関しては､市環境

保護局の審査が必要で､個別で小規模なものについては､区あるいは県の環境保護部門の

審査でよい｡③､④に関しては､区あるいは県の環境保護部門で審査する｡

(2)｢環境影響評価｣制度の徹底

｢環境影響評価｣制度の原則に基づき､新規プロジェクトを種類と規模により､それぞ

れ形式の異なる環境影響評価を行う｡最も汚染が重大で､投資額が大きいプロジェクトに

対しては､環境影響報告書を作成させる｡ 比較的重汚染で､投資額がより大きいプロジェ

クトに対しては､環境影響分析報告書を作成させる｡比較的重汚染で､投資額がより少な

く､工程も比較的単純なプロジェクトに対しては､環境影響報告表に記入させ､同時に環

境影響論証を行わせることになる｡一般項目に対しては､環境影響報告表-の記入で足り

る｡
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汚染型企業に対しては､建設中､｢三同時｣制度に従って厳格に管理する｡

例年の統計を見れば､1986年全市で環境部門の審査を経て許可を受けた招致のある郷鎮

企業は 450件あり､｢三同時｣の執行率は 32%であった｡1988年は 360件許可され､｢三

同時｣執行率 60%､1990年は 345件許可され､｢三同時｣執行率 76% ､1992年には 315

件許可され､｢三同時｣執行率 75%､1993年許可された建設項目は 340件あり､｢三同時｣

執行率 77% となっている｡10年来､8種類の最も汚染が深刻な産業の建設がなく､12種

類の最も汚染が深刻な産業において､1985年の325企業から､現在の395企業に伸びた｡

操業停止や閉鎖等の要素を除けば最も汚染が深刻な産業を営む郷鎮企業数は 70増加した

わけだが､この間に許可されずに却下された最も汚染が深刻なプロジェクトも合計 206件

あった｡

4)国の資源政策を遊行し､｢三鷹｣から ｢三化｣へ
わが国は資源の大国であるが､人口比にすると資源の小国になる｡従って､自然資源を

大切にし､合理的､総合的に利用すると同時に､廃棄物を再生して宝に変え､害を利に変

え､資源を永続利用する､といった資源政策を国が一貫して提唱してきた｡

｢三化｣とは､工業 ｢三廃｣(排気ガス､廃水､固体廃棄物)を価値のない状態から有価

の状態に変え､再利用率を高め､練合利用を推進する､資源化､無害化､減量化のことで

ある｡ これは汚染防止と環境保護にとって重要な手段であるだけでなく､生産を拡大し経

済利益を高めるためにも効果的な方法である｡

1989年から 1993年までの間､本市郷鎮企業が出している固体廃棄物の畳は､年間 9.4

万 トンから11万 トンのレベルにある｡リサイクルに回される畳は､1989年の 5.8万トン

から1993年の7.2万トンに増加し､リサイクル率は 1989年の62%から1993年の 66%に

高められ､多大な経済収益を収めている0第一石油化学工場と郷鎮企業の提携はその一例

である｡残油を原料として加工を加え､ディーゼルと液化石油ガスを生産する｡これによ

り操業一年目で､3,000万元の利益をあげることができたのであるo小さい製紙企業の間

では､パルプの回収技術が進められ､毎年 3,225 トンのパルプが回収され､225万元の経

済収益をあげている｡その上､石炭が 3,000 トン余り節約され､支出を 51万元節約して

いるほか､廃水の浮遊物の濃度も大きく減少した｡煉瓦業では､粉炭灰を内燃剤として使

うエネルギー節約技術の普及に努めた結果､毎年 30万トンの粉炭灰が吸収され､煉瓦1

万個の石炭消費量も0.65トンから0.3トンに抑えられ､1年間に節約された石炭が 16.8

万 トンに及び､その経済的利益は 2,688万元である｡ちなみに､石炭の節約で､排気ガス

の排出も62.7億立方メートルに減り､二酸化硫黄の排出を2.07万トン減少させた｡

工業廃水に対しては､2つの措置を散っている｡ 1つは､生産プロセスの改善により水

の工場内循環利用率を高める｡1993年の循環用水量は945万 トン､循環用水率は33%で､

1989年に比べそれぞれ 106.2万トン増､4%増となっている｡2つ目は､リサイクルでき
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る物質を含んだ廃水に対して､可能な限りリサイクル措置をとり､汚水排出量を減少させ

る｡大捧区中塘郷では､毎年工業廃水の中から化学原料を 1,000 トン回収し､SR過酸化

水素稼働棟を生産する｡これは､国務院経済貿易観公室に ｢国家基準新製品｣として表彰

されている｡また､食品業の廃水から蛋白質を抽出して､DP活性飼料コウジカビを生産

している｡ これは､国家の関係部門によって鑑定され､国家基準に達していると圃定され

ている｡大港ハルサ■メ工場がその具体例で､毎年蛋白質を 400 トン余り回収しており､48

万元の経済利益をあげている｡ 一方､環境効果も目立っている｡ 当該郷の廃水の

COD(ChemicalO叩genDemand化学的酸素要求量)は､1450mg/1から 353mg/1に減り､

SS(SuspendedSolid水質汚染の原因となる浮遊固形物)も842mg/1から294mg/1に減少し､

廃水の無害化が実現されている｡

排出ガ封 こ対しても2つ措置を散っている｡ 1つ目は､生産プロセスを改善し､生産過

程で有害ガスの排出を抑えること｡ 赤土製紙工場では､減圧パイプを利用して蒸気溜まり

を直列接続にし､高圧のガスを常圧の溜まりに導入し､有害ガスの排出を 50%減少するこ

とに成功した｡同時に､石炭が 1,000トン余り､カセイソーダが40トン以上節約され､40

万元余りのコストダウンとなった｡ 2つ目は､練合利用を促進して､汚染減少と収益増加

を図ること｡ 中津製薬工場では､5つのガス吸収措置を設計して取り付けた結果､メタノ

ール､硫酸霧､アンモニア等の有害ガス汚染問題を解決した.さらに､硫酸アンモニア等

の副製品を生産し､年間収益を230万元増加させた｡

5)市場経済の規律を遵守し､企業の健康的発展を誘導する

前述のように､郷鎮企業には市場経済の元で､大型化､集中化､技術の集約､及び企業

開放の四大傾向が現れている｡いずれも姉鎮企業の潜在的な流れと発展方向を現している｡

これは郷鎮企業の持続的発展を可能にするばかりでなく､生態環境の保護にも新しい機会

と好条件をもたらすものである｡

それゆえ､市場経済の規律を遵守し､天津市郷鎮企業の発展実情を踏まえて､郷鎮企業

の発展を健康的方向に導くことは､環境保護業務に携わっている者にとって新しい課題で

ある｡

投資プロジェクトの可否を決定する審査にあたって暗､より大規模な方を優先させ､小

規模なものは制限する｡小規模で重複しているプロジェクト､あるいは目先の利益がある

だけで将来の発展性がないものについては､特に制限する｡ 環境影響評価で工場の立地を

決める際には､同じ場所に集中することを提唱し､分散しすぎることを防ぐ｡工業ブロッ

クの発展~と建設を助成し､自然保護区､水源保護区､名勝風景地区等の環境に敏感な地域

にあっては､環境汚染及び生態破壊の可能性がある投資プロジェクトは､.一切禁ずる. 企

業の生産工程の審査にあたっては､まず技術水準が進んだものかどうか､清潔生産に属し

ているかどうか､｢三廃｣を最小限に抑えられるかどうかを見る｡ 同時に､企業が輸入し

103



た設備の先進性を審査し､外国で淘汰された設備の国内-の流入を防ぐ｡外資プロジェク

トの採用にあたっては､国が禁じている重汚染項目に属しているかどうかを審査するo 原

材料の輸入は､国が禁止している有害固体廃棄物と生活ゴミではないかどうかを審査する｡

6)環境問題の本質を見極め､要所を治め､エネルギーを節約し､清潔生産を推進させる

環境問題とは､究極のところ人間の不合理な生産活動によってもたらされ､またその不

合理さを示している実在する現象である｡工業 ｢三廃 ｣汚染の根本原因は､不合理な工程､

老朽化した設備､非科学的操作､それにエネルギーと原材料の浪費にある｡それゆえ､汚

染の拍理は根本を押え､末端における拍理から生産の全工程における総合防胎(汚染の予

防と拍理)に切り換えなければならない｡

ここ数年､本市は市技術改革桝公室と郷鎮企業の技術力を頼りに､生産工程改善の面で

多くの仕事を成し遂げ､ある程度の経済的､社会的､環境的利益を上げている｡例えば､

武晴県振興煉瓦工場の技術者たちが､｢薄積み速焼き｣新技術と ｢快速点火法｣ を発明し､

毎年 40,000万 トン余りの石炭を節約でき､60万元のコス トダウンを達成した｡汚染物の

排出も基準に達し､全国第一級環境保護先進郷鎮企業に選ばれたo塘括区では､そもそも

何十戸もの在来煮詰め方式のソーダ工場があった｡ 石炭消費量が多く､噴煙とソーダガス

をたくさん出していて､汚染がひどい｡かつて末端の拍理を行ったが､ほとんど効果がな

かった｡その後､生産工程の改良に着手し､水蒸気で加熱する三効蒸発牡を採り入れ､開

放型の大釜による生産から密閉した容器による生産-と改善し､汚染問題を決定的に解決

したと同時に､顕著な経済利益も収めている｡また､海洋化学工場では､新工程を取り入

れてから､塩化カルシウムを1トン生産するに当たって､石炭消費量が 2.2 トンから 1.4

トンに減り､製品1トン当たりのコストも 613.4元から 436.69元に下がっている｡毎年

1,120トンの石炭を節約でき､煙塵の排出量は 91.8トン､二酸化硫黄の排出量は 29.7ト

ン､それぞれ減少しているO

工業汚染を解決するために､われわれは新規プロジェクトの技術評価にも注意を払って

いる｡新工程､新設備､新しい材料を取り入れる企業を優先し､古い設備使用のプロジェ

クト､汚染処理技術と汚染処理設備を持たないプロジェクトに対しては許可を出さない｡

近年の新投資プロジェクトは､ほとんど高水準､低消費の要求に連していて､同種の老朽

化した企業より工業用水が30%､エネルギーが20%節約されている｡

根本を押え､清潔生産を推進することによって､多年にわたり解決できなかった環境問

題を解決した上､明らかな経済利益も収められ､数多くの企業を赤字から黒字に転換させ､

企業が自ら汚染拍理に積極的に取りかかるようになったのである｡数多くの姉鎮企業が､

汚染治理を生産過程の各段階で貫き､環境保護の指標を生産量､品質､物品の消耗､エネ

ルギーの消耗､設備の補修とそれぞれ結び付けて設定し､工業汚染防胎と経済収益の焦点

を一点に合わせているo 工業生産から始まり､工業生産に者目し､工業生産に帰着するこ
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とにより､汚染胎理の生命力と価値を増している｡

7)国際協力に力を入れ､共同で揮鎮企業の持続的発展を図る

環境問題には国境がない｡共同発展を求め､地球の環境を守ることは､全人類の共同責

務である｡

国際協力､国際交流の方面において､本局は日本､フランス､ポーランドなどの訪問団

を受入れ､郷鎮企嚢の実情調査を行ったO また､アメリカから､固体と液体を分離させる

設備と技術を取り入れた.さらに､日本の四日市市にある環境 トレーニング ･センターの

汚水防除コースに人員を派遣して､関係事情の交流を行った｡ 日本側の多くの経験が､本

市における郷鎮企業の環境管理や拍理にとって良い参考となった｡

現在､多くの面で外国の環境保護組織からの協力が必要である｡例えば､地域性工業廃

水の総合処理技術と設備､染色化学工業の廃水処理技術､藁パイプ製紙による廃水の処理

技術､汚染で破壊された地域の環境を回復させる技術､郷鎮企業向けのエネルギー節約､

水節約の技術と設備､工業廃水を資源化する技術､工業廃棄物を無害化する技術､農村の

経済と生態を良性循環にする技術等々である｡

つまり､広く､深く､現実的な国際協力と国際交流を通して､郷鎮企業の発展に起因す

る一列の環境問題を適切に解決することが期待されているのであるo

持続的発展戦略は人類が共同で実現するべき大目標であり､その為にしなければならな

い仕事はたくさんある｡今後､私たちは､更にこの面での思索及び実践を深め､郷鎮企業

のより速い､持続的で健康的な発展を促進する所存である｡

(釈 :董 世杢)
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第 11章 政府開発援助一対中国環境oDAの現状と問題

拓殖大学海外事情研究所 吉野 文雄

1 日本の政府開発援助の概念

日本の政府開発援助の歴史

現在経済大国といわれる日本の政府開発援助 (以下ODA)は､年間1兆455億円を越え､

世界最大の支援国となっている｡また 96年の ODA実績で見るとその約 47%がアジア地

域に供与されているように､支援先もまた特徴的である｡これらの歴史的背景を確認 しつ

つ､第2次世界大戦後の復興から今 日まで､いわば援助される側から援助する側-の変化

をおってみたい｡

はじめて日本が対外的な援助を開始したのは 1954年のコロンボ ･プラン加盟に端を発す

る｡コロンボ ･プランは､1950年イギリスが主唱した東南アジア経済開発計画を目的とし

た組織で､当初英連邦諸間の経済協力及び技術協力がその対象であった｡このコロンボ ･

プランの加盟と同年､日本 ･ビルマ (現ミャンマー)平和条約 ･賠償 ･経済協力協定の調

印が行われたのであるが､これ以降 1970年代までアジア諸国に対する賠償が行われる｡

このような戦後処理の一つとしてのアジア諸国-の経済協力は､諸国に封する友好増進の

意味も含めており､これが日本のODAのアジア重視の根源となっている｡

対外的に純粋な資金援助は､1958年のインドに対する円借款供与 (有償資金協力)であ

る｡その後アジア諸国を中心とした資金協力が行われていくのであるが､60年代のODA

はタイ ド･ローン (ひも付援助ともいう)といわれる貸付金の使途を貸付国からの資材の

購入に限定するもので､このタイ ド･ローンに起因する輸出の増加が日本の高度経済成長

の一端を担っていたことは否めない｡さらに 70年代のODAはオイルショックを背景と

した､石油確保を目的としたアラブ諸国-の経済援助の増加などが特徴としてあげられる｡

1970年代までの日本のODAは､日本経済の発展を目的とした､商業主義的な面が主流で

あったoLかし一方では､1960年代後半から日本の貿易黒字拡大を批判する先進諸国の声

や､国際的な地位の向上に伴って､ODAの量的拡大 ･一般無償資金協力の開始､有償資

金協力のアンタイ ド化の推進など､着実な改善もまた行われつつあった｡このような利益

追求型からの転換のもっとも大きな背景に､OECD(経済協力開発機構:Organizationfor

EconomicCooperationandD帥elopment)のDAC (開発援助委員会 :Development

AssistanceCommittee)が 1969年にODAの概念を導入したり､1970年の国連総会でO

DAの封GNP比 0.7%を目標とする提案がなされるなど､世界的にODAを画一化する動

きがあったことがあげられるDこれらの世界的な動きを加味しつつ､80年代の日本のOD

Aは､国際貢献の柱としての日本のODA拡充努力を強く国際社会にアピールし､ODA

に対する広汎な国民の支持と理解を得る上で大きな役割を果たす (｢我が国の政府開発接
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助 oDA白書 1996年｣p.31より抜粋)ことを目標として､ 5次にわたる日本独自の中

期目標を 1978年に発表した｡第1次の中期目標として､OBHN (基礎生活分野 :Basic

IhmanNeeds)や人造り-の援助の拡充を図る､○アジア諸国中心であっ･たoDAの対

象地域を中近東 ･アフリカ ･中南米 ･大洋州地域-拡大する､などを掲げている｡さらに

日本のODAの理念を ｢日本の練合的な安全保障を確保するための国際秩序構築のコス ト

である｣(｢経済協力の理念一政府開発援助をなぜ行 うのか｣1980年外務省)と結論づける

など､ ODAのあり方は急速にアジア諸国に対する賠償からの脱却を図りつつあった｡

その後1991年に政府は途上国援助の原則を明確化するためにODAの4指針を発表した｡

それによると○開発途上国の軍事支出の動向､○大量破壊兵器 ･ミサイルの開発 ･製造の

動向､･武器の輸出の動向､○民主化の促進 ･市場指向型経済導入の努力及び基本的人権 ･

自由の保障状況､をODAを実施する上で考慮するというもので､これに加えて､1992年

には政府開発援助大綱 (oDA大綱)を発表して､○人道的考慮､○相互依存関係の認識､

○環境の保全､○自助努力-の支援､の4つの基本理念を確立した｡

これらの指針 ･基本理念の確立は日本のODAに対するあり方を国内外に示す上で､非

常に有益なものであろ■う｡ すなわち､日本のODAが意志を持ったわけである｡

日本の政府開発援助の現状

それでは､現在の日本のODAの現状はどのようになっているのであろうか｡1996年の

oDAの実績は 96億 810万 ドル (東欧諸国に対する二国間援助及び欧州復興銀行-の拠

出実績を含む)で､DACに加盟している 21カ国全体のODA実績 551億 1600万 ドル

の約 25%を担っており､6年連続の トップである｡その内訳は二国間で行われるODAの

うち､贈与が55億 7642万 ドル(580/.)､円借款が 27億 7984万 ドル (290/.)である.この

他に国際機関を通じたoDAに対して 12億5183万 ドル (130/o)に分けられる.

さらに､一国の経済規模に封する比率でどのくらいの負担を担っているかを示すODA

の対GNP比でみると､96年実績では 0.20% (東欧諸国に対する援助を除く)で､DA仁

21カ国中 19位となっている｡ODAの対GNP比は､1970年の国連総会において 0.7%

をその目標 としているが､96年の実績においてそれを上回っているのは､デンマーク

(1.040/o)､ノルウェー(0.850/o)､オランダ(0.830/.)､スウェーデン(0.820/.)の4カ国にとどま

っている｡第5次中期目標においても､対GNP比改善は掲げられているが､.その水準は

まだまだ低迷している｡

さらに援助の質を示す国際的指標に贈与比率､グラン ト･エレメントがある｡贈与比率

はODA全体に占める無償資金協力､技術協力､国際機関-の出資などの割合を示すもの

であるが､96年の贈与比率は48.8%(21カ国中最下位)であった｡DAC平坤の78.6%をか

なり下回っている,. グラン ト･エレメン トとは､援助の内容を享受国側にどれだけ有利で

あるかで示すもので､例えば贈与は無利子･無返済であるからグラント エレメントは 100%
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であり､金利 10%以上の借款の場合グラント･エレメントは 0%とな意GODAのそれぞ

れのグラント･エレメントの平均を指標とするものであるが､96年のグラント･エレメン

トは 82.3%(21カ国中最下位)であった｡DACのグラント･エレメントの平均は 92.1%で

あるから､これも平均を下回っているのがわかる｡ 以上のように日本のODAは贈与率､

グラント･エレメントの両面でDACの平均を下回っているが､ここにも日本のODAに

対する意志がうかがえよう｡すなわち贈与するよりも､借款として返済を意識することで､

享受国がより有効にODAを活用しようとい う意識を促すことをねらいとしている､とい

うことである｡ とはいえ､現在日本がoDAを実施している国々の中には経済的発展の段

階がかなり異なっている｡ 日本はこの状況をふまえてそれぞれの国に最も有効なoDAを

実施しているのである｡例えば､南西アジアやアフリカなどのような後発開発途上国 (L

LDC)に対しては返済義務を課さない無償資金援助や技術協力を中心とし､比較的所得

水準の高いタイや トルコなどのような国には､経済 ･社会インフラ整備のための円借款や､

人づくりのための技術協力を中心とする､などである. .現在oDA実績世界 1位を誇る日

本も､第2次世界大戦後は世界銀行などからの借款を受けて高度経済成長を迎えた経歴か

ら､享受国としての経験を活かした独自の理念を持っているといえよう｡ また､割合では

平均を下回っていても絶対額は大きく､96年の贈与額は55.8億 ドルである｡

また貸付である円借款についてであるが､1996年には初めて円借款の 100%がアンタイ

ドとなっている (｢我が国の政府開発援助 ODA白書1997年｣p.204より抜粋)｡これは

前述したように 70年代の他の先進国からのタイ ド･ローンに対する批判などを受けてア

ンタイ ド化を推進してきた結果である｡

日本のODAを地域的な面から見てみると｣歴史的にアジア地域を■最重視してきた｡

96年の実績の実に約 47%がアジア地域-供与されている (図表1参照)078年の第1次

中期目標において中近東 ･アフリカ ･中南米 ･大洋州などの地域-の拡大を目指してきた

経緯をふまえれば､近年のアジア地域-の供与は減少傾向にあることに違いはないがアジ

ア地域-の最重視は変わってはいない｡図表 1によれば､過去 10年間の日本の二国間O

DAの供与先の傾向はやはりアジアが主流となっていることがわかる｡ 特に東南アジア地

域､とりわけインドネシアに対しては87年から92年まで､さらに96年には再び第1位

となっている｡ また､93年から95年までは中国が供与国の第1位となっており､1990年

以降アジア内の各地域に対する供与比率は均一化されつつある.今後も状況に応じた地域

的な比率の変化はあるであろうが､いずれにしても日本のアジアに対するODAの実施は

重視されるであろう｡

2 日本の対中国ODA

ODAにおける中国との関係

1972年に中国との国交が正常化されてから25年あまり･､日本と中国との関係はd:喜一
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憂してきたが､それはODAの面においても顕著に現れている｡日本の中国に対するOD

Aは､1979年に当時の大平総理大臣が訪中以来､○西側諸国と強調すること､○他のアジ

ア諸国､とりわけASEAN諸国とのバランスを考慮すること､○軍事面の協力を行わな

いことを原則に実施してきた｡1996年のODA実績総額は8億6173万ドルにのぼり､86

年の4億9,695万ドルの約 1.7倍になる (図表2参照)｡しかし､中国に対するODAは着

実に増加の一途をたどったわけではない｡ 1989年 6月 4日の天安門事件以後供与国の全

てが援助を事実上中断した事態に発展した｡その後中国側は､外国企業の大規模土地開発

の許可などのような改革 ･開放政策をとるなど､対外関係の改善を図ったため､91年に海

部総理大臣が訪中の際には中断していたODAの実施を解除するに至った｡その後日本は

中国に対する援助のあり方を検討するため､｢中国国別援助研究会｣を設置し､また 93年

には経済協力練合調査団を中国に派遣して､中長期的な経済協力についての協議を行ったO

ここでは中国における関係機関間の調整を強化すること､環境-の配慮を強化すること､

などについて意見交換を行い､さらに日本のODA4指針 (その後oDA大綱)に対する

中国側の理解をもとめた｡このような相互協力の結果､中国に対するODAの方針は○経

済インフラ (特に運輸 ･交通 ･通信 ･電力等の整備)､○農業 (農業生産性の向上上 ○環

境 (環境そのものに対する援助の他､各プロジェクトを実施する際の環境-の配慮を含め

る)○保健医療 (特に地方部に対する援助の強化)〇人造り､に対して重視することとな

った｡しかし､1995年 5月および8月に中国が行った核実験に抗議して､日本は95年度

に実施したODAのうち､災害緊急援助や草の根援助を除いた無償資金援助を凍結した｡

その結果､中国に対する無償資金援助は前年度の77.9億円から4.8億円-と大幅に減少し

た (我が国の政府開発援助 ODA白書 (国別援助〕1996年 P.85-86より抜粋)｡この

ように中国に対するODAはその状況に応じて増減を繰り返しているが､いずれにしても

毎年実施されていることに間違いはない｡そこでその内訳についてふれてみたい｡

まず､有償資金援助についてであるが､現在までに4次にわたる円借款が実施されてい

る｡ 第1次円借款は1979年から83年度にかけて行われ､鉄道と港湾分野で4つのプロジ

ェクトが実施され､商品借款と合わせて 3,000億円が供与されているo次に第2次円借款

は 1984年度から89年度までに計 16の案件に対しても700億円の供与があった｡第3次

円借款は 1990年度から95年度までに経済 ･社会インフラを中心として計 42の案件に､

8,100億円の供与を行っている｡第4次の円借款については供与の方式をそれまでの長期

コミット方式から､前半と後半に分けて､前半の3年間で協力内容を固め､後半の2年間

で改めて協議を行う ｢3+ 2｣方式に改めて実施されている｡前半の 3年間では 40件に

対して 5,800億円を目途に供与することで合意している｡これまでの経済 ･社会インフラ

に加えて農業 ･環境分野に重点をおき､地域的には内陸部を重視する配慮がなされている.〕

96年 12月には前3年分の初年度分として 22案件､総額 1,m5億円にのぼる円借款の供

与を実施しているO(我が国の政府開発援助 oDA白書 (国別援助)1997年P.94より
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抜粋)次に無償資金援助であるが､医療 ･環境 ･人造りを中心に実施されてきた｡例えば､

日中友好病院の建設は 1980年度より行われ､日中青年交流センター建設 ･日中友好環境

保全センター等の建設が実施されている｡ 技術協力については､農業 ･工業 ･経営管理 ･

保健医療などの分野の研修員の受け入れ､及び専門家の派遣が行われてきた｡このうち､

研修員の受け入れは96年度までの累計で､7,025人､専門家の派遣は3,388人､調査団の

派遣は8,356人､協力隊派遣は283人､機材の供与は日本円に換算して､169億 6,200万

円にのぼるOその他にプロジェクト方式の技術協力が累計 43件､開発弔査は98件となっ

ている｡

対中国ODAの具体例

前述 した､日中友好病院の建設を具体的な例としてあげてみたい｡日中友好病院は国際

協力事業団 (JICA)によるプロジェクト方式の無償資金協力であるが､このプロジェ

クト方式とはこれまで個別に実施されてきた､研修員の受け入れや専門家の派遣 ･資材供

与などを統合し､計画の立案から最終の評価まで一貫して実施するものであり､近年の技

術協力の主流となっている｡このプロジェクトは 1980年 1月に病院の建設から始まって

いる｡首都北京に建設されたこの建物は 1984年 6月に完成した｡その間研修員の受け入

れと医療専門家の派遣による人材の育成が行われた｡このプロジェクトの完了した 1989

年までに受け入れた研修員の総数は 187人､派遣された専門家は 131人にのぼり､供与さ

れた資材の総額は日本円で､2億 1,400万円であったOまた､その後 1989年から92年ま

でフォローアップ協力が行われた.このフォローアップの目的は､○これまでの技術協力

において成果をあげた分野-の協力の継続､○検査部門､放射線診療部門､病院部門等の

相互リンケージの形成､○臨床研究部門における若い人材の養成､○総合的診療のできる

人材の養成､である (『日本のODAをどうするか』渡辺利夫 ･草野厚著 1991年 日本

放送出版協会 P.102より抜粋).

この日中友好病院は1984年の開業から1990年までに150万人の外来患者と6万人の入

院患者を診療してきた｡外来 ･入院患者の数が非常に多数のため､国庫補助は減少しつつ

あるにもかかわらず､病院収入が一貫して支出を上回るという自律的な経常が行われてい

る (図表3)｡ また､中国側の評価として､1991年 7月 2日目付の ｢中国通信｣ は､『北京

中日友好病院は 1990年末までに 154万人余りを診療し､6万 2,000人余りを入院加療し

て､北京市の診療緩和に積極的役割を果たした｡』と報じている (『日本のODAをどうす
るか』渡辺利夫 ･草野厚著 1991年 日本放送出版協会 P.105より抜粋)｡

この ｢中国通信｣によると､『中日経済協力の著しい特徴は､多くのプロジェクトが著し

い社会効果を収め､中国人民の生活向上に積極的役割を果たしただけでなく､中日両国人

民の友誼促進にも重要な役割を発揮したことである｡』として､1986年度 (日本円で 14

億 6,500万円)と87年度 (日本円で 5億 6,400万円)に無償資金協力として行われた､
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長春市浄水場整備計画プロジェクトに対する評価を 『先進国の基準に達する良質水を-冒

当たり18万立方メー トル供給し､20万人余りの飲み水問題を解決した｡』としている｡こ

の浄水場整備に関しては､1990年度 ･91年度の2年間にそれぞれ9億 8,100万円と9億

300万円の無償資金援助によって旧施設の改良計画も実施されている｡これによって長春

市の人口の約半分に供給が可能となっている｡

今後の課題

中国に対して実施されたODAはこの他に非常に多く実施されている｡ 当初の特徴とし

ては鉄道や港湾等の経済インフラの整備を中心に実施されてきたが､その後各都市部-の

実施されている｡1996年度までの有償資金協力の累計額は､1兆 8β13億 8,400万円､無

償資金協力は981億 6,800万円にのぼる｡これは中国の民生の安定､経済開発の進展に大

きく貢献している｡ しかし､近年の中国の急成長に伴って､環境問題の深刻化や産業イン

フラ整備の遅れ､沿海部と内陸部の経済格差など新たな問題が生じている｡そのため､1989

年 1月にはJICA国際協力練合研修所に ｢中国国別援助研究会｣を設置して､専門家､

研究者などによる中国経済援助及び対中国援助のあり方について研究を進めるなど､より

きめ細かい援助を目指している｡中でも地域間格差の拡大については､1996年 3月に策

定された国民経済 ･社会発展のための第9次5か年計画及び 2010年までの長期計画にお

いて､地域格差の是正が主要事項の一つとして取り上げられている (我が国の政府開発援

助 oDA白書 1996年 外務省経済協力局 P.87より抜粋).そのため今後の課題として

は､1997年 7月の香港返還を経た､中国の状況を見据えつつ､地域格差是正のための援

助を中心に行っていく必要があろう｡

3 日本の環境oDA

環境問題の現状

現在地球上には様々な環境問題が存在している｡森林の減少や河川 ･海洋の汚染､大気

汚染や酸性雨など多種多様である｡ その範囲も先進国の都市部からもはやアマゾン地域に

いたるまでと世界規模である｡これらの原因は産業革命以後の先進国を中[Jとした工業化

がその発端であるが､発展途上国の爆発的な人口増加も.また原因の一つにあげられよう.

環境問題はクローズアップされて日も浅く､現在進行中の問題も多いため､調査 ･研究中

のものが多数を占める｡今後の地球全体に深く関わるこの間題を日本ではどのようにサポ

ー トしているのであろうかo

日本の環境oDA

平成8年版環境白書によれば､環境保全は日本が世界に貢献する上で最もふさわしい分

野の一つとして､これまでの経験や技術をいかした､開発途上地域-の援助を積極的に行
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っていく､と定義づけている｡また､政府開発援助大綱においては､基本理念として環境

の保全を掲げる.とともに環境と開発の両立を援助実施の原則として位置づけているなど､

環境重視の姿勢を内外に明確にしている｡ これまででは､1989年に行われたアルシュ･サ

ミットにおいて ｢環境援助政策｣を表明して 1989年度より3年間で 3,000億円程度を目

途に環境oDAを拡充 ･強化すると発表､この時の目標は3年間で 4,075億円の実施によ

り達成されたO図表4は日本のODA全体に占める環境分野-の割合であるが､1992年度

の16.9%から1996年度の27.0%と5年間で約 1.6倍に増加している｡これは1992年にブ

ラジルで開催された ｢国連環境開発会議 (UNCED)｣において日本が､｢92年度から5

年間で 9,000億円から1兆円を目途に (環境oDAを)大幅に拡充 ･強化する｣と表明し

たことに基づいている｡図表4によれば92年度から96年度までの環境oDAの総額は約

1兆4,400億円であり､当初の目標を4割以上上回る実績を残しているo(我が国の政府開

発援助 oDA白書 1997年 P.25より抜粋)このように国内外で注目され始めた環境問

題についても日本は十分に貢献をしているといえよう｡

援助と環境-の配慮

環境問題そのものへの援助oDAの他に､通常のODAを実施するにあたって生じてく

る環境問題もまた配慮されなくてはならない重要な問題であろう｡すなわち､近年マスメ

ディア等で批判の対象とされている開発に伴う環境破壊である. 例えばマレーシアにおい

て熱帯雨林伐採のための道路の建設を日本が援助したことによって､熱帯雨林そのものの

激減や生態系の破壊､さらにそこに居住する先住民の生活をおぴやかす結果をもたらした

く『日本のODAをどうするか』渡辺利夫 ･草野厚著 日本放送出版協会 1991年P.40よ

り一部抜粋)｡という批判などである｡ 基本的にはODA受け入れ国の要望等によって､

企画 ･立案された案件が実施されるのであるから､日本が一方的にODAを ｢押し売り｣

したわけではない.しかし､実施するODAを一方向のみから理解しなかった結果が環境

破壊等につながってしまったことは否めないであろう｡ 実際､環境や生態系等のサイクル

そのものが大きいためにODAがもたらす弊害を兄いだすには時間は必要である｡しかし､

それを修復するにもまた何倍もの時間を要する｡そのため現状できうることはODAを実

施する上での環境配慮を徹底し､実施する側のガイ ドラインを明確にすることであろう｡

国際的にはOECD及びDACの ｢開発援助と環境に関する作業部会｣において ｢開発

案件の環境影響評価のための好事例集｣､｢地球環境問題に関する援助機関のためのガイ ド

ライン｣､｢熱帯及び亜熱帯地域における湿地保全に関するガイ ドライン｣等が作成されて

いる｡ また国内的にはOECFやJICAが独自のガイ ドラインを作成するなど様々な取

り組みを行っている｡例えばJiCAでは､1992年度より環境への影響が明らかに予想さ

れない案件を除いて､環境配慮にかかる専任の調査団員が加わっていたり､事前調査の段

階における環境配慮のためのガイ ドラインをダム建設計画や､農業開発等主要な事業分野
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毎に作成して調査にあたっている (｢我が国の政府開発援助 oDA白書 1996年 外務

省経済協力局 P.193より抜粋)｡またOECFでは 1989年に ｢環境配慮のためのOEC

Fガイ ドライン｣ を公表しているが､これは道路 ･鉄道 ･空港なと主要 16分野毎にチェ

ックリス トを設定して､公害 ･自然環境 ･社会環境等の観点から環境を確保すべく努めて

いる｡ 1995年には ｢環境配慮のためのOECFガイ ドライン｣を公表､主要 16分野の他

に廃棄物処理の分野を加えたり､環境保全対策とモニタリングに必要な手当を義務づける

など､環境配慮-の一層の強化を図っている｡

国際的連携の確保

1993年に施行された ｢環境基本法｣では､地球環境保全などに関する国際協力等の推進

が規定されている｡ ここでは環境oDAを実施していくにあたって各国際機関及び各国と

の連携についてふれてみたい｡まず環境問題の中心的な役割を担っている国連環境計画 (U

NEP)では 1995年に国連アジア ･太平洋経済社会委員会 (ESCAP)が開催した環

境大臣会議で採択された ｢1996･2000年の環境上健全で持続可能な開発のための地域行動

計画｣に積極的に貢献していく､としている｡

また､開発国-の環境関連技術の情報収集 ･整備及び提供や専門家の派遣を行うため大

阪と滋賀に設置された ｢UNEP国連環境技術センター｣-の支援も行っており､95年度

のUNEPに対する援助は513万ドルであった｡APECにおいては1995年 11月に大阪

で開催されたAPEC首脳会議においてAPECの環境問題-の取り組みの充実化に積極

的に貢献していくと表明し､例えばェネJt/ギーワーキンググループにおいてクリーン .コ

ールテクノロジー等の環境負荷低減技術を推進し､また産業技術ワーキンググループにお

いては､APECバーチャルセンター等を通じた環境技術情報の一層の交流を図っていく

こととする (｢平成8年版 環境白書<各論>｣ 環境庁 1996年 巴459より抜粋)｡と

している｡アジア ･太平洋地域では､環境庁が 1993年に開催された ｢アジア ･太平洋環

境会議 (エコ･アジア)｣で実施が合意された ｢アジア ･太平洋地域の環境と開発に関す

る長期展望プロジェクト｣ を地域協力の下に積極的に推進する (同P.460より抜粋)｡と表

明している｡

また東北アジア地域の環境保全に関しては ｢環日本海環境協力会議｣を開催して政策対

話を強化している｡同じく環境庁は ｢アジア･太平洋地球変動研究ネットワーク (APN)｣

の暫定事務局をつとめるなど､個別分野に関しても積極的である｡二国間による連携につ

いてはまずアメリカと 1993年7月に日米包括経済協議の一環として ｢地球的展望に立っ

た協力のための共通課題 (コモン ･アジェンダ)｣を打ち出し､5つの柱を中心に協力を

推進している｡この中に ･地球環境の保護分野を設けており､1996年 4月に行われた日

米首脳会議においても環境政策対話 (主要環境問題を協議する場)や環境関連開発援助 (イ

ンドネシア-の共同支援など)､地球観測情報ネットワーク (GO IN)(地球観測に関す
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る両国機関間のネットワークの整備)等 9つの具体的な共通課題をまとめている｡その他

にも日･EUにおける環境協力や 日中及び日韓環境保護協力協定に基づく協力活動､並び

に各国との科学技術協力協定に基づく共同研究 ･調査等の協力活動を進めている｡

主な環境oDA活動

日本が行っている環境oDAに対する取り組みを具体的にあげてみたい｡まず､受け取

り側との対話として 1989年より政策対話調査団 (環境ミッション)の派遣を実施して､

環境保全の重要性について理解を求めている｡この調査団は中南米 ･東南アジア ･東アフ

リカ ･中国などこれまでに 11カ国に派遣している｡この他にも環境分野を今後の協力の

方向として受け取り側と協議している｡例えば中国に対する 96年度からの第4次円借款

に関する協議において､前3年分の40件中15件が環境分野の援助として取り上げられて

いる｡次に受け取り側の ｢人造り｣ に対する働きかけがあげられる｡ これはそれぞれの国

が独自に環境問題を処理するために､専門家や技術者を育成していく必要があるとの観点

に基づく｡具体的には無償資金協力として環境保全の拠点建設とプロジェクト方式技術協

力による技術移転の組み合わせとして実施しているが､例えばタイには 1989-90年度に

｢環境研究研修センター｣を建設しているし､1990-94年度には中国に ｢日中友好環境

保全センター｣ を建設している｡インドネシアには 1991-92年度 ｢環境管理センター｣

を建設しているが､いずれも無償資金協力で実施されたものであり､建設後はプロジェク

ト方式技術協力が実施されている｡また 1995年度にはチリやメキシコに､環境測定機材

の設置及び技術協力､人材育成等の協力などが行われている｡また､日本では環境oDA

を居住環境改善 ･森林保全及び造成 ･防災 ･公害対第 ･自然環境保全等の分野に分けてそ

れぞれに援助を行っている｡例えば居住環境分野では 1993年度にインドネシアのジャカ

ルタの都市廃棄物処理事業を実施してごみ処理体制の整備や再処分場の建設等を行ってい

る.また森林保全分野においては､1995年度にインドのクジャラー トリl順宣林開発計画を実

施して､森林の回復や生態系の維持等図っている｡ 自然環境保全分野においでは 1992年

度にケニアの野生動物保護計画を実施､国立公園の施設整備と保護活動支援するための機

材及び車両の供与を行っている (｢我が国の政府開発援助 oDA白書 1996年 外務省

経済協力局 P.194の図表-80より抜粋)｡以上のような直接的なoDAの他に､受け取

り側の援助指針策定のための基礎的調査や､酸性雨 ･海洋汚染などの広域にわたる環境問

題を調査する大規模環境調査等を行ったり､国内の環境分野に関する専門家を育成したり

するなど国内外にわたる間接的な援助､もしくは援助のための調査 ･準備を行っている｡

これらの間接的な援助は今後需要がますます増えることが容易に推察できるが､国際的な

連携のもと､このような地道な活動を実施していくことが最終的な環境問題-の解決策に

なろう｡
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4 日本の対中国環境oDA

日本がこれまで中国に対して行ってきたODAの中でも特に環境に対するODAはここ

数年件数 ･援助額ともに増加している.これは一つに図表5の93年度から95年度までの

日本のODAの供与先第 1位が中国であること､また図表 3によると､環境分野に対する

ODAそのものが5年間で約 1.7倍に増加したことからも明らかであろう｡ 広大な国土を

有し､約 12億人もの人口を抱えながら95年の一人当たりGNPは620ドルと低所得国に

分類される中国が､長期的に持続できうる経済社会開発を押し進めていく上で､環境問題

の取り組みが必要不可欠であるのは確かである｡日本が中国側と行った政策対話にも､環

境は対中国ODAの重点分野のなかに盛り込まれている｡例えば､1995年 6月に派遣さ

れた民間を含んだ対中国環境協力調査団が､中国政府の各部局と行った意見交換及び政策

対話によれば､日本の中長期的な視点からの対中国環境協力は､○大気汚染○酸性雨問題

への積極的協力､○日本の経験に基づく技術 ･ノウハウの移転､○政府 ･自治体 ･民間の

各協力機関の連携による包括的アプローチ､○他の先進国 ･国際機関との協調､○草の根

レベルでの活動の支援 (｢我が国の政府開発援助 oDA白書 国別援助 1996年｣ 外

務省経済協力局 p.871より抜粋上 等の考え方を*JLに行っていくことを相互で確認して

いる｡また 1996年 6月には ｢日中環境協力総合フォーラム｣が北京で開催され､日本か

らは政府関係省庁､援助実施機関､環境協力に関係する地方自治体､民間団体､専門家が

参加 し､中歯からは政府機関､地方の環境関係部局が参加して政策対話が実施され､環境

問題に対する相互の協力が強化されるよう原則として毎年 日本と中国で交互に開催される

こととなった｡このように近年の日中間における環境問題-の取り組みは強化されつつあ

るが､これらは今後実施される開発プロジェクト実施時における環境に対する配慮はむろ

んのこと､環境oDAの実施も当然含まれる｡

対中国環境oDAの具体例

1979年より行われている中国に対するODAは､当初鉄道の建設や港湾の建設など社会

経済インフラの整備を中心とした有償資金協力と医療や教育 ･文化に対する無償資金協力

がそのほとんであった｡ しかし 1984年度の無償資金協力による華南熱帯作物学院に対す

る気象観測機材の供与､1986･87年度の長春市浄水場整備計画の実施や､1988年度の有

償資金協力による北京市の上下水道整備計画の実施などから環境に対するODAが実施さ

れているが､中国の環境問題そのものに対するODAとしては､1991年度から94年度に

かけて建設された､日中友好環境保全センターがあげられる｡ これは環境保全のための行

政担当者や技術者等の人材を育成したり､環境改善のための研究を行うことを目的に無償

資金協力として 102億 5,600万円をかけて建設され 1996年 5月に開所式中ミとりおこなわ

れたが､その後 1992年度よりプロジェクト方式技術協力を実施して専門家の派遣等の技

術移転を行っている｡このような環境センターの設置は他にもタイやインドネシア､チ リ
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やメキシコ等でも行われているがいずれも自助努力によって自国の環境問題を解決するた

めにおこなって中る間接的な環境oDAであろうo

その他にも 1986･87年度に無償資金援助として 20億 2,900万円かけて長春市に整備

された浄水場は長春市民 20万人の飲料水を供給し､その後 1990･91年度に同浄水場の

旧施設改良を18億 8400万円で行い､その結果長春市の人口の約半分に飲料水が供給され

ているOまた､1992年度から大連省エネルギー教育センターにおいて省エネルギーに対す

る能力を強化するために､専門家甲育成を行ったりエネルギー関連の機材の開発､また技

術関連の情報収集を行うプロジェクト方式技術協力を行ったり､1994年度には寧夏地域に

おける森林保護計画として森林造成のための防護林の森林虫害を防ぐ研究が行われるなど

している (いずれも ｢我が国の政府開発援助 oDA白書 1996年｣外務省経済協力局

p.194-196の図表-80より抜粋)0

さらに､小規模な無償資金援助として 1991年度に准安市の上水道施設を設置するための

資金の一部､578万 3,000円を供与して同市民の約 3%に飲料水を供給したり (｢平成7年

度版 経済協力評価報告書｣ 外務省経済協力局 p.278より)､1992年度には信宣県の

貧困地区の環境保護を目的として約 255万円分のゴミ回収車両やごみ箱を供与して､貧困

地区の住民の環境 ･衛生に対する意識を啓蒙している (｢平成8年度版 経済協力評価報

告書｣ 外務省経済協力局 p.279より)0

また､環境開発調査としては 1990年度に西安市の生活廃棄物処理を計画するための調査

や番陽湖の水質保護を行 うための調査が行われており (｢我が国の政府開発援助 oDA

白書 1991年 国別援助｣外務省経済協力局 p.96(参考2)95年度実施開発調査案件

より抜粋)､1993年度より柳州市を中心とした地域で大気汚染総合対策計画策定のための

調査を行ったり(｢我が国の政府開発援助 oDA白書 1996年｣外務省経済協力局 p.184

より抜粋)､1995年度には太湖流域水質管理計画のための調査や､大連市環境モデル地区

建設のための開発調査､操子地台西緑地域総合開発調査などが実施されている (｢我が国

の政府開発援助 oDA白書 1996年 国別援助｣外務省経済協力局 p.96(参考2)95

年度実施開発調査案件より抜粋)｡いずれの調査もきめ細かいODAを実施する上で必要

不可欠なものである｡

地方自治体による姉妹都市-のODAも近年頻繁になってきたが､そのなかで北九州市

は環境分野におけるODAとして､1979年より研修生の受け入れや専門家の派遣､セミナ

ーの開催等を姉妹都市である大連市-実施している｡

中国に対する環境oDAは多種多彩な形で実施されている｡ しかしこれらの協力はあく

まで側面的な支援であって､やはり中国側の自助努力を啓発 していくことが最終的な目的

である｡中国としても環境問題を扱 う教育番組を通じて企業や個人の環境に関する意識改

革を啓蒙するとともに開発プロジェクト実施時の環境配慮を行っている (｢平成7年度版

経済協力評価報告書｣ 外務省経済協力局 p.133より抜粋)0
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5 日本のODAに対する批判

日本のODAに対する批判

日本のODAが近年内外ともに批判されてきたことは記憶に新しい｡特に日本のマスコ

ミの間では先を争ってODAに対する批判を行っている｡それは例えば､日本のODAに

癒着する日本の企業の姿であり､供与先の国情を全く無視した一方的な援助を批判する声

等である｡ここでは､これまで日本が行ってきたODAに対する批判をあげてみたい｡

インドナルマグ ･ダム建設に対する批判

インドのナルマダ ･ダムはインド北西部の乾燥地帯を緑化する目的でインド政府により

計画された総合開発計画の一部であり､1985年に世界銀行の融資と日本の有償資金協力を

受けてダムの建設を進めていた｡1990年の朝日新聞及び東京新聞は､この日本の有償資金

協力が､地域住民の立ち退き問題や､環境破壊を生むことを激しく批判している｡例えば

｢世界銀行の巨大なインド開発計画がインド住民や世界の環境破壊保護団体の反対で行き

詰まっている｡ 計画自体このまま潰れてしまうかもしれない｡十分な調査もせずに､この

計画に相乗りした経済大国日本の軽率さが問われている.これは日本型援助の一つの検証

である｣(｢マネー先行oDA失速､インド･ナルマグ開発の教訓｣『AERA』1990年 6

月 5日)という批判などはその典型的な例にあげられた｡そしてこれらマスコミの批判の

結果､日本はインドから要請されていた追加融資を断念している｡これは日本のODAの

中途半端な面を強調していよう｡

タイ ･ナコンラチヤシマ造林プロジェクト-の批判

次にタイのナコンラチヤシマ地域で行われた造林プロジェクトについての批判をあげて

みたい｡このプロジェクトは 1981年JiCAがタイの東北部ナコンラチャシマ地域に対

して行った技術協力で､t-アカシア作戦日といわれている｡このプロジェクトでは専門家を

現地に派遣し､ブル ドーザーなど 5億円相当の機械供与を行っている｡ また､現地の担当

者であるタイ王室林野局の職員を研修のため日本へ招いて各地の林野庁の実験林等を視察

させたりもしている｡また､1984年には 20億円の無償資金協力でバンコクに中央造林研

究センターの建設を行っている｡ナコンラチヤシマ地域では急激な人口増加に伴う焼き畑

のための森林破壊や､不法な木材輸出を目的とした伐採のため､森林が激減していたが､

このプロジェクトの実施によって一部地域のアカシアによる植林が実際に成果をあげてい

る｡それではなぜこのプロジェクトが批判の対象となるのであろうか｡それは､このプロ

ジェクトを実施した時では予想もつかない程にタイ全体の森林破壊が進んでいたことであ

る｡そのため､当初の技術指導対象者であった役人だけでは人数が足りなくなっているの

である｡ また､このプロジェクトに参加している労働者に対する利益還元が少ないことも

問題点としてあげられている｡植林を行うことで､賃金を稼ぐことは可能であるが､植林
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だけでなく農業に従事できる環境をつくって労働者達の自律を促す必要性があったのでは

ないか､という批判である｡いずれもプロジェクト実施以降に発生した問題であるため､

プロジェクトそのものが批判されているわけではないが､問題が生じた際の柔軟な対応が

必要であることは否めないであろう｡

パプアニューギニアにおけるJICA開発投融資-の批判

日本がoDAのアンタイ ド化を誇っていても､日本企業と日本のODAの関係は批判の

対象になる.それはなぜであろうかOその一例としてパプアニューギニアの森林伐採権を

めぐる批判をあげてみたい｡ 日本企業と日本のODAがなぜ結びつくのであろうか｡ この

結びつきをJICAが担っているのである｡ JICAの行っている開発投融資業務がこれ

にあたる｡ これは海外進出企業に対してJICAが低利で融資を行うというものである｡

これをしてなぜoDAというのであろうか｡ 日本の見解としては ｢開発協力事業は､我が

国の民間企業が開発途上地域等で行 う各種の開発事業のうち､社会の開発､農林業及び鉱

工業の開発にかかわるプロジェクトを対象としている｡

事業の目的は､リスク､収益性､技術的問題等の理由により､日本輸出入銀行及び海外

経済協力基金等から資金の借り入れが困難なものについて､よりソフ トな条件の資金を供

給するとともに技術提供を行い､事業の円滑な実施を図ることである｡この事業の特色は､

政府が我が国の民間企業が実施しているプロジェクトを媒介して､開発途上国に対し援助

を行 うことであり､いわば､開発途上国に対する政府ペース協力と民間ベース協力との連

携を強化するという使命を担った事業である｡｣(｢国際協力事業団年報｣1988年 (｢検証ニ

ッポンのODA｣ 村井古歌編著 学陽書房 1992年 p.88より抜粋日 としているが､

日本の企業を日本のODAが支援することで供与国の開発に繋がるということであろう｡

このJICAの開発投融資を受けてパプアニューギニアに進出したのが木材伐採会社であ

る､オープンベイ ･テインバー社である｡ この会社は 1973年にパプアニューギニア政府

から森林伐採権を買い受け､ニューブリテン島にあるオープンペイ地区の森林を伐採､そ

の全てを日本の親会社に輸出している｡ ∫ICAの開発投融資を受けて製材工場を建設 し

たり､道路や橋の建設を行っている｡ しかし､この製材工場は 1979年に焼失し､それ以

降再建されていない｡この他にも融資を受けることで行わなければならなかったべニア工

場の建設等も滞っている｡また日本に輸出するための木材の価格を操作してた､とい う事

実も発覚している｡それにもかかわらず､1980年にJICAは再びこのオープンペイ ･テ

インバー社に対して融資を行っているoまた一連の批判を受けて日本やオープンペイ .チ

インバー社は植林を積極的に行っていると主張しているが､この植林も地域に必要な種類

の樹木ではなく､商用ペースに乗せることを目的とした樹木を植林してる､と批判されて

いる｡ これらの融資はいったいパプアニューギニア-の援助と呼べるであろうか､という

のが批判の対象である｡

118



批判に対する批判

マスコミやoDA研究者の批判は､皮肉なことにそれ自体も批判の対象となっている｡

例えば前述した､インドナルマグ ･ダム建設に伴う批判を行っている鷲見一夫教授は､ダ

ム建設に伴うメリットを全く無視して､デメリットのみを強調した著書 『oDA 援助の

現実』の中で広大な森林地帯がダムの底に沈むことに伴う環境破壊を強調しているが､水

没する地帯の森林は実際には密集したものではなく､伐採による土壌の露出.もあり､土地

も肥沃なものではないという現地調査報告もあがっている｡これはインド政府が 1980年

に制定した森林法にその原因がある｡ この森林法は森林はむろん無林地帯を含む未利用地

をも､植林用として森林扱いとしたからである｡森林地帯に必ずしも森林が密集している

とは限らないのは国情の違いであろう｡これらの事実をふまえた批判が果たして行われて

いるのであろうか､というのがoDA批判に対する批判である｡日本政府のODAに関す

る白書や報告書にもマイナス面を積極的にみせないという問題点が指摘されているが､マ

スコミの影響力も計り知れないため､どちらも公平な情報の提供を行うべきであろう｡ 双

方のそれぞれ偏った情報のみを受けた人が持っODAに対する考え方は 180度違うかもし

れないのである｡
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図表1 二国間ODAの地域別分配
地域/暦年 1980年 1985年 1990年 1993年 1994年 1995年 1996年
ア ジ ア 1,383(70.5)1,732(67.7)4,117(59.3)4,861(59.5)5,544(57.3)5,745(54.4)4,145(49.6)
北東アジア 82 (4.2) 392(15.3) 835(12.0)1,447口7.7)1,505(15.5)1,606(15.2) 869(10.4)
東南アジア 861(43.9) 962(37.6)2,379(34.3)2,440(29.9)2,223(23.0)2,592(24.6)1,858(22.2)
(ASEAN) 703(35.日) 800(31.3)2,299(33.1)2,258(27.7)1,884(19.5)2,229(21.1)1,694(20.3)

南西アジア 435(22.2)5 (0.3) 375(14.7)3 (0.1) 898(12.9)4 (0.1) 959(ll.7)1,758(18.2)1,435(13.6)上320(15.8)中央アジアコ-カサスその他 3 (0.0)13 (0.2) 49 (0.5)0(0.0)9 (0.1) 67 (0.6)0 (0.0)44 (0.4) 80 (0.9)0 (0.0)18 (0.2〕
中 近 東 204(10.4) 201 (7.9) 705(10.2) 522 (6.4) 751 (7.8) 721 (5.8) 561 (6.7)
ア フ リ カ 223(ll.4) 252 (9.9) 792(ll.4) 966(ll.a)1,144(ll.8)上333(12.6)上067(12.8)
中 南 米 118 (6.0) 225 (8.8) 561 (8.1) 737 (9.0) 832 (8.6)1,142(10.8) 986(ll.8)
大 洋 州 12 (0.6) 24 (0.9) 114 (1.6) 138 (1.7) 127 (1.3) 160 (1.5) 198 (2.4〕

欧 州 -2 (-)23 (1.2) 1 (0.0)5 〔4.8) 158 (2.3) 124 (1.5) 135 口.4) 153 (1.5) 200 (2.4)
東 欧 153 (2.2) 120 (1.5) 121 (1.2) 138 (1.3) 130 (1.6)
分 業頁不 能 494 〔7.1) 816(10.0)1,148(ll.9)1,303(12.3〕1,200(14.4)
合 計 1,961(100.0)2,440(100.0)6,940口00.0)8,164〔100.0)9,680(100.0)0,557(100.0)8,356(100ー0)

(2)中央アジア (5カ国)は93年､コ-カサス (3カ国)は94年実績よりODA対象o
(3)括弧内は総額に占めるシェア (%)0
(4)四捨五入の関係上､合計が一致しないことがある｡

出所 : 『我が国の政府開発援助』 ODA自書 1996年 外務省経済局



国表2我が国の対中国ODA実績
〔支 出 純 額 ､ 単 位 :百 万 ドル )

贈 与 政 府 貸 付 合 計暦 年 無償資金協力 技術協力 計 支出総額 支 出 純 額

86 25.68 (5) 61.19 日2) 91.87 (17) 410.08 410.08 (83) 496.95(100)
87 54.31 (10) 76 (14) 140.31 (24〕 422.81 422.81 (76) 553.12(100)
88 52.03 (8) 102.67 (15) 162.7 (23) 519.88 518.99 (77) 673.7(100)
89 58.01 (了) 106.1 (13) 171.ll (20) 66凱23 668.07 (80) 832.18(100〕
90 37.82 (5) 163｣49 (23) 206.31 〔28) 538.47 521.71 (72) 723.02(100)
91 56.61 (10) 137.48 〔23) 204.09 (33) 423.67 391.21 (67〕 585.29(100)
92 72.05 (7) 187.48 (18) 266.53 (25) 871.27 791.21 (75) 1050.76(100)
93 54.43 (4) 245.06 (18) 303.49 (22) 1189.061051.19 (78) 1350.67(100)
94 99.42 (7) 246.91 (17) 353.33 (23) 1298.061133,0日 (77) 1479.41(100)
95 83.12 (6) 304.75 (22) 393.87 (28) 1216.08 992.28 (72) 1380.15(100)
●● 24.99 (3〕 303.73 (35) 328.72 (38) 774.08 533.01 (62) 861.73日00)
累 計 702.49 (6) 2042.73 (18) 2745.24 (24) 967l.958772.49 (76) 1151__7_.7旦 lOO

出所 : 『我が国の政府開発援助』 (国別実績)各年 外務省経済局



図表2我が国の対中国ODA実績
(支出 純 額 ､ 単 位 : 百 万 ド ル )

贈 与 政 府 貸 付
暦 年 無償資金協力 技術協力 計 支出総額 支出純額 合 計
1986 25.68 (5) 61.19 日2) 91.87 (17) 410.08 410.08 (83) 496.95(100)
1987 54.31 (10) 76 (14) 140.31 (24) 422.81 422.81 (76) 553.12口00〕
1988 52.03 (8) 102.67 日5) 162.7 (23) 519.88 518.99 (77) 673.7(100)
1989 58.01 (了) 106.1 日3) 171.ll (20) 669.23 668.07 (80) 832.柑 (100)
1990 37.82 (5) 163.49 (23) 206.31 (28) 538.47 521.71 (72〕 723.02(100〕
1991 56.61 日0) 137.48 (23) 204.09 (33) 423.67 391.21 (67) 585.29(100)
1992 72.05 (7) 187.48 (18〕 266.53 (25) 871.27 791.21 (75) 1050.76(100)
1993 54.43 (4〕 -245.06 (18〕 303.49 (22) 1189.061051.19 (78) 1350.67(100〕
1994 99.42 (7) 246.91 日7) 353.33 (23) 1298.061133.08 (77) 1479.41(100)
1995 83.12 (6) 304.75 (22) 393.87 (28) 1216.08 992.28 (72) 1380.15日00〕
1996 24.99 (3) 303.73 (35) 328.72 (38) 774.08 533.01 (62) 861.73日00)

冒主) 〔 )内は､ODAの合計に占める各形態の割合 (%)

出所 : 『我が国の政府開発援助』 (国別実績)各年 外務省経済局



図表3 日中友好病院の収支 (1984年～89年)
(単位 : 人 民 元 )

1984年 1985年 1986年 1987年 1988年 1989年
病院総収入 5,-8gl,00034,673,0003li291,.00038,305,00040,304,00040,080,000
国家補助 4,870,00023,090,00015,922,00015,454,000ll,198,0004,740,000
支 出 6,302,00034,269iOOO三g,454,00037,603,00.04㌦200,00039,840,000

出所 :｢日本のODAをどうするか｣ 渡辺利夫 ･草野厚著 日本放送出版協会 1991年

図表4 二国間及び多国間援助を通 じる環境分野における協力実績
(単 位 :億円〕

年度 無 償 有 償 技 協 マ ル チ 合 計
1992 310.6 (26.7) 2212.5 (24.3) 174.1 口3,5) 105.7 (2.9) 2,803 (1石.gl
1993 377.1 (29.6) 1526.5 日5.3) 214.1 日6.3) 162.0 (4.4) 2,280 (12.8)
1994 414.3 (31.0) 1055.7 日2.4) 218.7 口5.9〕 253.3 (6.5) 上942 (14.1)
1995 428.2 〔31.3) 1708.2 日5.3) 222.9 (15.8) 400.3 (10.2) 2,760 日9.9)

注 :(1)合計欄以外の括弧内は各形態毎のODA実績全体に対する割合 (%)｡
但 し､無償資金協力にあっては､一般無償資金協力総計に占める割合 (除､債務救済､ノンプロ無償

(経済構造改善努力支援無償)､草の根無償)｡ 有償資金協力にあっては､プロジェクト借款､ノンプ

ロジェクト借款､ (商品借款､構造調整融資等)の合計額 (除､債務救済)に占める割合｡

(2)合計欄の括弧内は我が国ODA全体に占める割合｡
(3〕無償賃金協力､有償資金協力は交換公文ぺ-ス､技術協力はJICA経費実績ぺ丁スoマルチは国際機関
に対する拠出等で予算ベース｡

出所 : 『我が国の政府開発援助』 ODA白書 1997年 外務省経済局



図表5 我が国二国間ODAの10大供与先 ー供与 額 〔支出純額ペース､単位 :百 万 ド ル )

脂位 1987年 1988年 1989年 1990年 1991年国名 金宅頁 国名 金額 国名 金額 国名 金額 国名 金額
1 インドネシア 707.31 インドネシア 984.91 インドネシア 上145.26 インドネシア 867.78 インドネシア 1,065.51
2 中国 553.12 中国 673.70 中国 832.18 中国 .723.02 インド 891.05
3 フィリピン 379.38 フィリピン 534.72 タイ 448.85 フィリピン 647.45 エジプト 619.57
4 ングラディシュ 334.20 タイ 360.62 フィリピン 403.75 タイ 418.57 中国 585.29
5 インド 303.94 ングラディシュ 341.96 ングラディシュ 370.60 ングラディシュ 373.57 フィリピン 458.92
6 タイ 302.44 パキスタン 302.17 インド 257.23 マレーシア 372.62 ジヨルダン 430.67
7 マレーシア 276.39 ≡.ヤンマー 259.55 スリーラン力 185.25 トルコ 324.21 トルコ 424.53
8 ミャンマー 172.00 スlJtラン力 199.83 パキスタン 177.46 パキスタン 193.55 タイ 406.17
9 トルコ 162.39 インド 179.46 ナイジェリア 165.86 スリ.ラン力 176.07 ペルー 352.85

10計 パキスタン 126.69 エジプ ト 172.90 ケニア 147.81 ポーランド 149.85 スリーラン力 256.13
10位合計 3,317.87 10位合計 4,009.82 10位合計 4,174.25 10位合計 4,246.69 10位合計 5,490.69

コ避与
-

順位 1992年 1993年 1994年 1995年 1996年国名 金額 国名 金額 国名 金額 国名 金額 国名 金額
1 インドネシア 上356.71 中国 上350.67 中国 上479.41 中国 1,380.15 インドネシア 965.53
2 中国 上050.76 インドネシア l,l48.8g インド 886.53 インドネシア 892.42 中国 861.73
3 フィリピン 1,030.67 フィリピン 758.89 インドネシア 886.17 タイ 667.37 タイ 664.00
4 インド 425.20 タイ 350.15 フィリピン 591.60 インド 506.42 インド 579.26
5 タイ 413.97 インド 295.94 タイ 382.55 フィリピン 416.13 フィリピン 414.45
6 ヴェトナム 281.24 エジプト 275.14 シリア 330.03 メキシコ 288.29 パキスタン 282.20
7 パキスタン 173.33 パキスタン 188.49 パキスタン 271.04 スリ.ラン力 263.70 メキシコ 212.84
8 ンゲラデイシ 163.44 ンゲラデイシ 185.04バングラデイシ 227.60バングラデイシ 254.89 エジプト 201.32
9 マレーシア 157.12 スリ.ラン力 147.20 スリ.ラン力 213.75 エジプト 242.75 ングラディシュ 174.03

10計 ペルー 154.80 ケニア 141.66 エジプト 188.99 パキスタン 241.03 スリ.ラン力 173.94
10位合計 5,207.24 10位合計 4,841.57 10位合計 5,457.68 10位合計 5,153.15 10位合計 4,529.30

出所 : 『我が国の政府開発援助』 (国別実績)各年 外務省経済局



資料
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静鎮工業の環境問題についての現地調査

1 現地調査の概要

現地調査は､1996年 11月25日から12月 3日までと､1997年 9月 17日から24日ま

での2回にわたり行われた｡調査地は､第 1回が天津市および河北省保定市､第2回が雲

南省西双版納タイ族自治州､雲南省昆明市､江蘇省張家港市である｡

以下は､調査記録をもとに､郷鎮企業の環境対策についてとりまとめたものである｡ 内

容はすべて現地調査の記録をもとに整理したものであり､現状の背景や原因などに関する

分析はつけ加えていない｡調査の性格上､詳しくヒアリングできた事例 (対象企業)とそ

うではない事例があることに留意して､以下の調査記録を参照されたい｡

2 天津市の事例

天津市は､改めて説明するまでもなく､中央政府の直轄市で､華北平原北端に近い勧海

湾沿岸に位置する｡ 海河水系に属する北運河(潮白河)､永定河､大滑河､子牙河､南運河I

(衛河)の五大支流が合流し､梅河となって梅に入る地点にあたる｡13区5県からなる｡ 市

域の面積は1万1300k皿2(市区部面積は4276km2)市全体では人口は942万人(1995年)であ

る｡ 鉄鋼､電子､機械､紡織､化学､計器､造船などの工業が発達している｡ また､南部

の北大港地区を中心に大港油田が開発された｡

[大鞘荘]1996年 11月26日午前

大鞘荘は天津市中心部から南西約 30kmに位置する韓である｡1993年 11月4日に相か

ら鎮に昇格した｡現在､鏡のもとに4つの工業集団､尭葬､寓全､津蓑､津梅がある｡郷

鎮工業の経営は鎮経営と個人経営が浪在している｡調査時点において､固定資産38億8400

万元､販売高は年94億元にのぼり全中国でも超優良の郷鎮企業集団である｡

環境問題に関しては､鉄鋼の生産高は年 450万トンにおよび､生産工程において水冷を

行うため､水処理が問題となる｡

これらの郷鎮企業は 15年にわたる発展の過程を持っO 近年は､環境に配慮し､ここ 3

年間に 2000万元を環境改善のために投資した｡しかしながら､4つの企業集団で､さら

に 2000万元が必要であるという｡ このために､外部からの資金援助を導入したいという

ことであった｡

[西双塘]1996年 11月26日午後

静梅県西双晴は､天津市中心部の南西約 45kmに位置する村である｡ 266戸があり､も

ともとは貧しい農村であった｡86年に郷鎮企業を設立した｡90年代にはいり､農村改革

運動の対象となり発展した｡村営の ｢華陸集団｣ という郷鎮工業集団がある｡農地も集団
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経営であり､村民の貧富の差はないという｡環境問題としては､以前は染色工業があっ串

が､環境汚染がひどいため､今では生産を停止したという｡

[西青区]1996年 11月27日午前

天津市市区に含まれる区である｡1995年に区となり96年の生産額は30億元を越える｡

化学工業 (染色､ゴム､医薬品)が中心であり､環境について最も問題となるのは染色工

場である｡訪問した ｢張家寓鎮工企業公司｣には大規模染色工場が 3つと小規模染色工場

が5つある｡ 小規模工場は､環境対策設備に問題があるため､操業停止を命じられること

もある｡96年9月30日付けで染色工場のひとつが操業を停止させられた｡

最近､武漢市の飛行機工場から､総額 1000万元をかけて排水のリサイクル技術を導入

した｡この技術により､1日あたり4000トンの排水処理が可能となった｡

また､天津市､南開大学､清華大学の各研究所と処理技術について協議している｡

3 保定市の調査

保定市は華北地区の河北省中部の省直轄市で､人口175万(うち市部66万｡1994年)であ

る｡ 京広鉄道(北京～広州)に沿う｡晴代には直隷省の省都となったこともあり､中華民国

時代にも河北省政府がおかれ､一時は河北省人民政府の所在地であった｡紡織､機械､食

品などの工場があるほか､とくにフイルム工場と化学繊維コンビナー トの所在地として有

名である｡また河北省中部の物資の集散地として商業が発達している0

[轟 (リ)県]1996年12月1日午後

保定市郊外で小規模な郷鎮企業が多数立地している｡ 調査当日は日曜日であったにもか

かわらず､訪問企業は操業していた｡轟県は皮革加工の中国2大地域のひとつであり､全

国の年間皮革生産約5000万枚のうち2000万枚が轟県の生産になる｡轟県は､姉鎮企業の中

でも小規模のものが集積しているため､環境問題に対する意識も低く､問題も深刻である

と思われた｡

轟県では2つの企業を訪問した｡ひとつは､小さい企業が集積した地区に立地した個体

企業 (個人企業)の ｢占起皮革｣でいる｡従業員は 200人程度で､その多くは出稼ぎ労働

者である｡ この企業は､操業当初より環境問題について非常に認識が低く､環境問題には

ほとんど配慮していないということであった｡

もうひとつは､｢河北遠東皮革企業集団有限公司｣で､創業は 90年 日月､生産量は､羊

の皮革の加工が年 40万枚で､牛の皮革の加工が年 30万枚である｡従業員は約 100名､地

元出身者がほとんどで､わずかに四川省からの出稼ぎ労働者がいる｡現在､排汚費の支払

いが2万元であるけれども､97年には (調査時点から6ケ月以内に)新しい設備を導入し

て､排汚費を減らす計画があるという｡そのため､轟県の担当局長に相談し､清華大学な

どの北京の大学から技術を導入する予定であるというO その費用は今までの利潤から支出
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し､設備が導入された後には､排汚費はゼロになる予定である｡

4 葦南省の調査

[西双版納]1997年 9月 17日

西双版納 (シーサンパンナ)は雲南省南端のタイ族自治州である｡ 政府所在地である

景洪市と 2県よりなる｡ タイ､ハニ(略尼)など 10あまりの少数民族が住み､州南部は亜

熱帯気候帯に属する｡ 産業は農業が中心であり､ゴム ･茶などの農産物加工業がここでは

問題となる｡

午前中に､天然ゴムを加工する国営企業を訪問し､午後にはゴムを加工する郷鎮企業で

ある ｢興隆橡股有限責任公司｣ を訪問した｡

｢興隆橡股有限責任公司｣ の規模は､従業員は工場だけだと 60名くらいであり､ゴム

固まで含むと948人である｡96年は､2700トンのゴムを生産し380万元の売上げがあり､

97年は3000トンを生産する予定であった｡

環境対策としては､工場排水とエネルギーとしての石炭に関するものが課題になるとい

う｡ 年 600 トン程度の石炭を使用しているが､良質の石炭を使っている他には､特に石炭

についての対策は講じていないという｡

生産物が天然ゴムという性格上､排水もそれほど問題にはならない｡午前中に訪問した

国有企業は､汚水を処理しそのまま農業用水として利用していたが､この企業では汚染レ

ベルが低いため､ある程度処理をしたあと直接に川へ流すとい うo

｢超標排汚費｣(排出基準を超過した場合に課せられる課徴金)の額はこの工場は 2000

元で､企業全体としては他の工場と合わせて4000元を支払っている｡

この工場をつくったときには三間時政策が適用されたが､一部の基準を満たしおらず､

排水処理にすでに30万元を支出したが､まだ基準を達成できていない｡

[昆明市福保村]1997年 9月22日午前

訪問企業は､1982年に創業された､村営の ｢昆明市福保造紙廠｣という製紙工場である｡

資金は､以前に操業していた鋼管工場の収益からの相の留保と若干の融資により設立され

た｡設備は､貴州､古林､上海から購入し､現時点では 1億元くらいの資産を有している｡

福保村は人口2600人､500戸､商工実験の模範地域となっている｡集団事業がめざまし

く､昆明市のモデル地区である｡中央からも胡錦涛氏 (現国家副主席)が訪れたこともあ

るという｡製紙以外に､たばこの箱づくりやその印刷の工場がある｡製紙工場は従業員 1000

人程であり､うち 700人は地元から (男女比は 5対 5)で 300人は貧困地域からの出稼ぎ

(男女比は､7対 3)である｡主な製品は､包装用の紙と加工板紙である｡ここの製品は､

たばこ産業と連動している (指定工場)0

創業時は1ラインのみであったが､現在は年 3万 トンを生産している｡製品工場以外に

年 2万 トンのパルプを生産する工場があるという｡ 現在､パルプと紙を併せて年 3万 トン
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生産する工場も建設中である｡

環境問題としては､この工場の立地が､境地のすぐ近くにあるので､排水が一番の問題

である｡排水を境地に流してはいけないという指示を受けている｡

最初は､ワラから紙をつくっていたが､1989年頃にワラは禁止され､パルプを購入する

ようになった｡ また､リサイクル原料を浪人している｡さらに､この工場は近い将来､加

工のみとする予定である｡

排水の処理のために､32000万元の投資が必要 に の工場の移転とその後の加工工場を

建設するための総額)である｡自己資金と融資 (海外からも若干)により賄 う｡

4 弓長安港市 1997年9月24日午後

張家港市は揚子江河口近くに位置し､環境保護モデル都市である (中国全土でモデル都

市は張家港市をいれて当時6市､現在は 11市となっている)01986年に県から市に昇格

し､現在､26の郷鋲があり､面積は999血2で､耕地が700km2である｡

調味料を生産している ｢江蘇菊花味精集団｣と紡績工場と電気化学製品を生産している

企業の計3社を訪問した.後者 2社は､高品質の製品を製造しているため企業秘密があり､

短時間だけ訪問し､概略を見学しただけにおわり､聞き取り調査はほとんどできなかった｡

｢江蘇菊花味精集団｣ は､主生産物であるグルタミン酸ソーダ (化学調味料)の生産量

(96年)は2.3万 トンであり､環境問題は､主として高COD (化学的酸素要求量)(1992

年には 50000ppⅡh 現在でも 8000･10000ppm)排水の問題であるとい う o 発酵段階の汚

染がひどく､排水は1日600トンである｡処理は､沈殿､化学処理､ろ過の3段階で行っ

ており､今までに 1300万元を投資した｡しかし､処理は現時点でも完全でなく､96年に

は排汚費の支払いが 100万元であった｡

瀧 敦弘 (広島大学経済学部)記
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郷鎮工業の環境問題に関する調査票

1.企業の属性

(1)所在地

(2)郷鎮名

(3)企業名 (匿名可)

(4)1996年工業総生産高

市 (地区〕

万元

(5)1996年末固定資産原値

(6)1996年売上高 万元

(7)現在の主要製品

万元

製品名

生産量 I

(8)企業の設立年

(9〕設立の経緯 (どのように資金を調達して設立したか)

a.銀行からの借り入れ

a.株式 %

% b.外資

e.その他

% C.自己資本

(10)現在の製品を作っている理由

a.以前製品の持続 b.市場需要による転換 C.国有企業等との連営

d.その他 ( 〕

(ll)これまでにどのような製品を作ってきたか (古い順に)0
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2.従業員について

(1)総従業員数 :

(2)専門の環境保護要員数 :

(3)技術員数 :

A

(4)国有企業出身の技術員数

(5)農村からの労働者人数

〔6)外来労働者 人､うち農村からの労働者

(7〕班長以上の管理人数 :

(日)従業員の教育水準

a.大学卒程度

a.中学卒程度

A

人 b.高等中学卒程度_- 人 C.初等中学卒程度

人 e.その他

3.生産技術について

(1)現在使用している主要機械の製造年代

a.1950年代以前 も.60年代 C.70年代 d.80年代 e.90年代

(2)現在使用している主要機械の導入年代

且.1978年以前 も.78-80年 C.80年代前半 d.80年代後半

e.90年代前半 f.95年以降

(3)都市部或いは国有企業からの中古機械の比率

乱.なし も.1-20% も.21-50% C.51-80% d.81-99% e.loo粕

(4)現在使用している主な生産技術

且.既存の国産技術 b.最新式の国産技術 C.外国からの技術

(5)現在使用している主な生産技術をいっ頃導入したか｡

a.1978年以前 b.1978-80年 C.80年代前半 d.80年代後半

e.90年代前半 f.95年以降

l]2



4.環境問題について

(1)環境問題の発生時期

① 廃気 乱 なし も.～1980

② 廃水 a.なL b.～1980

③ 固体廃棄物 a.なし も.～1980

④ 騒音 ･振動 且.なL ち.～1980

(2)環境対策の実施時期

〔丑 廃気 a.なL b.～1980

② 廃水 乱.なし も.～1980

③ 固体廃棄物 且.なし も.～1980

④ 騒音 ･振動 a.なし も.～1980

(3)環境対策の効果

① 廃気 a.問題は完全に解決した

d.効果はなかった

② 廃水 a.問題は完全に解決した

C.81-85

C.81.-85

C.81′-85

C.81-85

C.81～85

C.81-85

C.81..-85

C.81.--85

a.86.-ノ90

a.86-90

a.86.-90

A.86.-90

a.86′-90

a.86.-90

A.86′-90

a.86.-90

も.かなり効果があった

ち.かなり効果があった

d.効果はなかった

③ 固体廃棄物 且.問題は完全に解決した も.かなり効果があった

且.効果はなかった

④ 騒音 ･撮動 a.問題は完全に解決した も.かなり効果があった

丘.効果はなかった

(4)企業から住宅地区までの距離 キロメー トル

(5)1995､96年に払った排汚費 (超標排汚費および排放費)

95年 万元 96年

(6)三岡時制度の適用を受けたことがあるか

a.ある b.ない

日j

一■_■____.･-ー
JJj7T:

e.91～ 95

e.91.-95

e.91′-95

C.91-95

e.91-95

e.91.-95

e.91-95

e.91′-95

f.96.-

∫.96.-

∫.96.･-

ど.96.-

f.96-

∫.96～

I.96-

f.96-

亡.やや効果があった

C.やや効果があった

C.やや効果があった

C.やや効果があった



(7)環境対策の技術

且.既存の国産技術 b.最新式の国産技術 C.外国からの技術

(8)環境対策の技術に関する問題点 (複数可)

a.技術水準が低い b.機械設備が高価である C.運転コス トが高い

且.機械設備の維持管理が困難 e.技術の習得が困難 f.その他 (

g.特に問題はない

(9)環境対策のための今後の技術開発､技術導入 (一つ選択)

a.自社で技術開発 も.政府が開発した技術の導入 C.国内他社から技術導入

e.海外から技術導入 f.その他 ( )

(10〕環境対策のための今後の技術開発､技術導入に関する問題点 (最も重要なもの一つ〕

a.技術水準が低い も.機械設備が高価である C.運転コス トが高い

丘.機械設備の維持管理が困難 e.技術の習得が困難 f.その他 (

g.特に問題はない

(ll)環境対策のための資金調達

a.内部留保から % b.銀行からの借

C.政府からの借 り入れ

e.その他 %

り入れ

% d.政府からの補助金

%

%

(12)環境対策のための資金調達に関する問題点 (一つ選択)

a.充分な額を調達できない も.利子が高い C.条件が厳しい

丘.その他 ( )

(13)環境対策のための資金調達に関する今後の計画 (一つ選択)

且.内部留保から b.銀行からの借り入れ C.政府からの借 り入れ

d.政府からの補助金 e.その他 (

(14)現在使用 している主なエネルギー源

a.電力 % も.石炭 % C.石油
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(15)環境保護部門 (郷､県､市)の検査 ･指導を受けたことがあるか

且.検査を受けたことがある も.指導を受けたことがある C.受けたことがない

検査 ･指導の具体的内容 (

(16) ｢固体廃棄物申報登記制度｣ に登記しているか

a.登記している b.登記していない

(17)どのような固体廃棄物を排出しているか

( 〕 (

(18)環境保護部門が指定する危険廃棄物を排出しているか

且.排出している も.排出していない

(19)固体廃棄物をどのように処理しているか

乱 自社で処理 b.処理場に運んで処理
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訪 日調査日程

第一回訪日調査日軽 く平成8年)

7月21日 (冒)

関西国際空港着

宿泊 :名古屋ガーデンパレス･ホテル

7月22日 (月)

愛知県庁 (議会ラウンジ)､愛知県環境部自然環境性全室､環境調査センター

中部寵力碧南火力発電所

宿泊 :名古屋ガーデンパレス ･ホテル

7月23日(火)
第一回研究会 ･公開学術シンポジウム ｢中国の環境問題｣

『一中国における環境汚染の拡散防止と我が国の経済協力のあり方-』
場所 :豊田講堂第一会議室 名古屋大学

宿泊 :名古屋ガーデンパレス ･ホテル

7月24日 (水)

トヨタ自動車 ･中部産政研

｢トヨタ自動車における環境対策｣

宿泊 :新宿ワシントン･ホテル

7月25日 (木)

通産省環境立地局地球環党対策室

宿泊 :新宿ワシントン･ホテル

7月26日 (金)

訪問先 :環境庁国立環境研究所

宿泊 :新宿ワシントン･ホテル

7月27日 (土)

第二回研究会 ｢訪中調査の計画について｣

一橋大学

宿泊 :新宿ワシントン･ホテル

7月28日 (冒)

成田国際空港解散
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第二回訪日調査日程 (平成 11年)

1月24日 (冒)

関西国際空港着

宿泊 :名古屋ガーデンパレスホテル

1月25日 (月)

名古屋大学総長表敬訪問

特別講演 『中国の環境暁第-21世紀-の展望』彰近新国家環境保護棒局政策法規司長 彰 近新

学術検討会 『市場経済化の進展と環境問題一大都市と郷鎮 (農村)』

場所 :名古屋大学シンポジオンホール

宿泊 :名古屋ガーデンパレスホテル

1月26日(火)
国際環境技術移転研究センター

企業見学 諸岡染工

四日市大学学長表敬訪問

宿泊 :m HOTELOSAKA

1月27日 (水)
大阪市立環境学習センター

UNEP国際環境技術センター
地球環境センター (GE仁)

宿泊 :京都ガーデンパレスホテル

1月28日 (木)

地球環境産業技術研究横倍 田m 〕

宿泊 :京都ガーデンパレスホテル

1月29日 (金)
関西国際空港発
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訪中調査日程

11月24日

11月25日

11月26日

11月27日

11月28日

11月29日

12月 1日

12月 2日

12月 3日

12月 4日

9月14日

9月 15日

9月16日

9月 19日

9月23日

9月25日

9月26日

2月23日

2月24日

2月25日

2月26日

2月27日

2月28日

平成8年度訪中調査日程

関空発北京着

国家環境保護局

天津市太郎荘産業国区大鞘荘工業地区

天津市西撃塘工業小区西聾購工場

天津市西青区張寓化工小匡西青区張寓化学工場

天津市大柳灘生態村大柳灘有機農場

天津市環境保護科学研究所 (

天津市蔚県環境保護局

保定市轟県皮革工業区轟県皮革工場

保定市化工二廠保定市化学第2工場

保定天我酎ヒ繊有限公司天我酎ヒ繊工場
保定市環境保護局

北京発関空着

平成9年度訪中調査日柱

間空襲北京着

国家環境保護届 く調査打ち合わせ ･資料収集)

西双版納自治州政府

昆明市環境保護局

張家港市環境局

新春市経済委員会

上海発関空着

平成10年度 (平成 11年実施)訪中調査日程

関空発北京着

北京市梅淀区図書街 (資料収集)

国家環境保護総局 (資料収集)

中国経済研究中心 値 見交換､資料収集)

北京大学正大国際中心会議室 (研究成果報告会､研究打ち合わせ)

北京発関空着
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平成8年度科学研究費補助金 (国際学術調査)第一回研究会 (公開シンポジウム)

｢中国の環境問題｣

一中国における環境汚染の拡散防止と我が国の経済協力のあり方-

平成8年 7月23日 (火)午前 10時

名古屋大学豊田講堂第一会議室

プログラム

【午前の部】

挨拶

名古屋大学経済学部長 大橋勇雄

研究報告

司会 一橋大学 辞 進軍

｢中国環境対策の現状と未来｣

｢中国の公害の防止並びに管理に関する立法措置の変遷｣

河北大学 李 珪 順

武漢大学 李 啓蒙

｢中国の環境政策と企業の対応--1995年度調査結果｣

桃山学院大学 竹歳一艇 ･厳 善平

【午後の部】

司会 桃山学院大学 厳 善平

研究報告 ｢地域の環境問題と環境対策｣ 河北省環境保護局

天津市環境保護局

青島市環境保護局

威梅市環境保護局

パネルディスカッション

｢中国における環境汚染の拡散防止と我が国の経済協力のあり方｣

司会 名古屋大学 荒山裾行
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パネラー :

名古屋大学 中村正秋

京都大学 真田良平

京都大学 植田和弘

一橋大学 辞 進軍

河北大学 李 起 順



第2回研究会

9:00 開会

一. 開幕詞

《中国郷鎮企業汚染防治対策雪目本的援助方式》

天津国際検討会議程(1996.ll.28)

天津市環境保護局副局長 ･高級工程師 陳志文

日本名古屋大学副教授 荒山裕行

二.《経済発展与環境技術》

≡.《天津市郷鎮工業可持続発展対策的思考与実践》

天津市環境保護局自然保護処副処長 劉文仲

四.《清潔工程計画 :日本的環境協作》

ll:40-13:40休会

日本拓殖大学海外事情研究所副教授 吉野文雄

五.《面向21世紀開創郷鎮企業環境資源保護新局面》
I

天津市郷鎮企業管理局環保処副処長 王海山

六.《日本的環境問題与環境政策》

七.《中国的環境政策与企業的政策》

八.《天津市郷鎮企業汚染防治対策及援助方式探討》

九.総括発言

17:30 閉会
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日本桃山学院大学副教授厳善平

日本桃山学院大学副教授竹歳-舵

天津市環保科研所副所長 李万慶

天津市環境保護局局長 劉金成



第3回研究会

中国における市場経済化の進展と

環境問題

平成 11年 1月25日 (月)午前10時00分

名古屋大学シンポジオンホール (参加無料)

プログラム

午前の部

【10:00】

開会の挨拶

国際学術研究プロジェクトについて

名古屋大学経済学部長

名古屋大学経済学部

奥野信宏

荒山裕行

【10:15】

特別講演 『中国の環境政第-21世紀-の展望』

国家環境保護総局政策法規司長 彰 近新

午後の部

【13:00】

学術シンポジウム 『市場経済化の進展と環境問題一大都市と郷鎮 (農村)』

司会 ･総括 名古屋大学経済学部 竹内常善

｢郷鎮企業の環境問題一現状と対策｣

大分大学経済学部 醇 進軍

｢大都市の環境問題と環境対策｣

天津市環境保護局 雀 王威

｢郷鎮工業の環境問題に対する意識 と対応-1997年度調査結果｣

桃山学院大学経済学部 竹歳-舵

｢中国における環境共生型都市システム｣

名古屋大学大学院工学研究科 森 位牌

｢環境保全と環境汚染の拡散防止のための立法の動向｣

武漢大学環境法研究所 李 啓蒙

問い合わせ先 :名古屋大学経済学部 荒山研究室 電話 :789-2382 ファックス :789-4924

e･mail:arayama@soec.nagoya･u.ac.jp

141



第4回研究会

挨拶

『蹄鎮工業における環境対策の現状と課題』最終研究報告会

日時 :1999年 2月27日 (土)

場･所 :北京大学正大国際中心会議室

中国国家環境保護総局政策法規司長 彰 近新

第-部 研究成果報告 (13:30)

司会 天津市環境保護局副局長 堪 玉成

社会主義市場経済の進展と郷鎮工業の環境問題

名古屋大学経済学部助教授

郷鎮工業環境汚染の構造およびその地域分布

-1995年全国郷鎮工業汚染源調査結果を中心に

大分大学経済学部教授

姉鎮工業における環境対策の現状と課題

桃山学院大学経済学部助教授

日本の国際環境援助一現状と方針

拓殖大学海外事情研究所助教授

第二部 今後の研究計画と研究助成の申請について (16:00)

司会 名古屋大学経済学部助教授 荒山裕行

環境研究における中日協力のあり方について

中国国家環境保護総局政策法規司長

必要と考えられる環境政策研究の方向について

国家環境保護総局

環境と経済政策研究中心副主任

14ユ

荒山裕行

辞 進軍

竹歳-舵

吉野文雄

彰 近新

夏 光
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